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第１章 調査研究の事業概要 
 

１ 調査研究の背景と目的 
 
ひきこもり地域支援センターは、ひきこもりに特化した相談窓口として 都道府県

及び 政令指定都市に設置されている。相談窓口では、社会福祉士、精神保健福祉

士、公認心理師等の資格を有する「ひきこもり支援コーディネーター」が中心となっ

て、ひきこもり支援の対象者である当事者やその家族に対して、専門的な相談支援等

を実施している。

ひきこもり支援の対象者の抱える課題は複雑・複合化していることが先行研究等に

おいて明らかになっており、それに伴い、ひきこもり支援者は、長期的な視点での支

援が求められる。一方、支援の長期化により、支援者自身が疲弊し、大きなダメージ

を受けるといった課題もある。 
また、ひきこもり相談支援は、より住民に身近なところで相談ができ、支援が受け

られる環境づくりを目指して、市町村において「ひきこもり地域支援センター」の設

置やひきこもり相談窓口の明確化、市町村プラットフォームの設置が図られており、

市町村におけるひきこもり支援の拡充を効果的に進めることを考えても、ひきこもり

支援者自身の支援に資する仕組みづくりが必要不可欠である。 
ひきこもり支援分野における支援者支援は、一部の自治体、ひきこもり地域支援セ

ンター、地域関係団体等のネットワーク等において取組が行われているが、支援者支

援の考え方や有効な手段について確立されたものは無いことから、他分野の取組も参

考にしつつ、支援者支援のあり方について検討する必要がある。 
 
そこで、本調査研究事業（以下「本事業」という。）では、ひきこもり支援の拡充を

後押しすることを目指し、下記の２点を各種調査により理解し、他分野の取組も参考

にしながら、ひきこもり支援分野における支援者支援のあり方を検討してとりまとめ

る。 
① ひきこもり支援業務において支援者が抱える困難さ（ストレス要因等） 
② ひきこもり支援担当者への支援として行うことが有意義である取組 
 

２ 実施内容 
 
本事業においては、①検討委員会の設置・開催、②情報収集（文献調査）、③ひきこ

もり支援担当者へのアンケート調査、④ひきこもり支援担当者へのヒアリング調査、⑤

報告書の作成といった５つの活動を行った。以下、番号順に活動を説明する。

① 検討委員会の設置・開催

本事業の客観性を確保し、支援の現場に則した内容の成果物を作成することを目的と

し、ひきこもり分野や対人援助分野における医学・福祉・看護領域の学識経験者や自治

体職員等の有識者５名で構成した検討委員会を設置した。検討委員会は計３回開催し、

ひきこもり支援担当者を対象としたアンケート調査の調査項目や集計結果、ヒアリング

調査のための候補先の選定や調査項目、報告書の内容等について議論・検討を行った。

② 情報収集（文献調査）

ひきこもり支援分野における支援者支援のあり方を検討する際に参考にするために

インターネットを用いた文献調査を行った。文献調査は、①支援者支援のあり方等に関
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する調査研究、②職業性ストレスや共感疲労、バーンアウト等に関する調査研究、③ひ

きこもり支援の状況、ひきこもり支援担当者の抱える業務上の困難さ（ストレス要因等）

とその困難を軽減・解消するための支援例、④ひきこもり支援以外の分野での支援担当

者の抱える業務上の困難さ（ストレス要因等）とその困難を軽減・解消するための支援

例の つについて行い、計 件の資料及び論文を対象とした。調査結果は、「第第３３章章

情情報報収収集集（（文文献献調調査査））」を参照されたい。

③ ひきこもり支援担当者へのアンケート調査

ひきこもり支援分野における支援者支援のあり方を検討するために、①ひきこもり支

援業務において支援担当者が抱える困難さ、②ひきこもり支援担当者への支援に係る取

組の実施状況、③支援者支援に係る取組のニーズ・課題等を把握するためアンケート調

査を行った。対象は、全国 所のひきこもり地域支援センター、 の都道府県のひき

こもり支援担当部門である。回答率は、ひきこもり地域支援センターが 件（ ）、

都道府県庁が 件（ ）であった。調査結果は、「第第４４章章 ひひききここももりり支支援援担担当当者者

へへののアアンンケケーートト調調査査」を参照されたい。

④ ひきこもり支援担当者へのヒアリング調査

ひきこもり支援分野における支援者支援のあり方を考える上で参考にするため、ひき

こもり支援担当者への支援に資する取組についてヒアリング調査を行った。ヒアリング

調査は、現にひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施しているひきこもり地

域支援センター４か所及び都道府県庁１か所の計５か所に協力を依頼し、オンライン会

議形式にて実施した。結果は「第第５５章章 ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへののヒヒアアリリンンググ調調査査」を

参照されたい。

⑤ 報告書の作成

上記の①～④の活動の結果をまとめ、ひきこもり支援担当者への支援のあり方につい

ての検討結果を整理した上で、報告書にとりまとめた。 
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第２章 検討委員会の開催 
 

１ 検討委員会 
 

 検討委員会設置の目的と委員構成 
 
専門的な知見に基づく検討・助言等を受け、調査研究事業の客観性を確保し、支援

の現場に則した内容の成果物を作成することを目的として、検討委員会を設置した。

委員は、ひきこもり分野や対人援助分野における医学・福祉・看護領域の学識経験者

や自治体職員等の有識者５名程度で構成した。 
検討委員会の委員名簿を以下に掲載する。 

 
図図表表  検検討討委委員員会会委委員員名名簿簿（（敬敬称称略略（（委委員員はは五五十十音音順順））））

＜委員＞

朝日 雅也（委員長） 公立大学法人埼玉県立大学

保健医療福祉学部社会福祉子ども学科 教授

江口 昌克 静岡大学学術院人文社会科学領域 教授

武井 麻子 日本赤十字看護大学 名誉教授

山﨑 正雄 高知県立精神保健福祉センター（高知県ひきこもり地域支援セ

ンター） 所長

山本 耕平 佛教大学社会福祉学部 教授

＜オブザーバー＞

厚生労働省 社会・援護局地域福祉課

＜事務局＞

有限責任監査法人トーマツ
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＜事務局＞

有限責任監査法人トーマツ
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 検討委員会の開催概要 
 
本事業においては検討委員会を３回開催し、ひきこもり支援担当者を対象としたアン

ケート調査の調査項目や集計結果、ヒアリング調査のための候補先の選定や調査項目、

報告書の内容等について議論・検討を行った。検討委員会の開催日程及び各回の議事を

以下に掲載する。

 
図図表表 検検討討委委員員会会のの開開催催概概要要

第１回検討委員会 
○日程： 年 月 日（火） ～ （オンライン会議形式）

○議題：

 開催挨拶

 委員紹介

 事業概要と検討委員会の位置づけ

 情報収集（１）について

 アンケート調査について

 次回検討委員会の日程・議事について

第２回検討委員会

○日程： 年１月 日（火） ～ （オンライン会議形式）

○議題：

 アンケート調査結果について

 情報収集（２）について

 ヒアリング調査計画について

 報告書の骨子について

 次回検討委員会の日程・議事について

第３回検討委員会

○日程： 年３月 日（金） ～ （オンライン会議形式）

○議題：

 ヒアリング調査結果について

 ひきこもり支援者の抱える困難さ等の整理について

 報告書の内容について
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第３章 情報収集（文献調査） 
 

１ 文献調査概要 
 

 目的 
 
本事業の計画やアンケート調査の設計のため、また、ひきこもり支援分野における支

援者支援のあり方を検討する際に参考にするために、報告書や論文等の文献を収集し、

内容を整理する。

 
 方法 

 
インターネットを用いた文献調査である。文献調査は、下記の２つの段階に分けて実

施した。

図図表表  33 調調査査時時期期とと収収集集すするる情情報報のの整整理理

時期 収集する情報

第 期 ① ひきこもり支援における支援者の状況に関する事項

② 本事業において事業計画やアンケート等項目案の検討に際し参考

にした考え方

第２期 ① ひきこもり支援とひきこもり支援以外の分野での支援担当者の抱

える業務上の困難さ（ストレス要因等）とその困難を軽減・解消す

るための支援例

② ひきこもり支援の支援者が抱える困難さを整理するための枠組み

 調査の実施時期 
 
第１期： 年９月上旬～ 年 月中旬

第２期： 年 月中旬〜 年１月上旬

 
 調査内容 

 
文献調査により収集する情報は、大別して下記に示す４つの内容とした。 

図図表表  44 調調査査内内容容

① 支援者支援のあり方等に関する調査研究

② 職業性ストレスや共感疲労、バーンアウト等に関する調査研究

③ ひきこもり支援の状況、ひきこもり支援担当者の抱える業務上の困難さ（スト

レス要因等）とその困難を軽減・解消するための支援例

④ ひきこもり支援以外の分野での支援担当者の抱える業務上の困難さ（ストレス

要因等）とその困難を軽減・解消するための支援例
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 収集結果 

件の報告書及び論文を対象とした。下記に一覧を記す。

図図表表  55 文文献献一一覧覧
文献

文献名 著書等 発行年

福祉従事者のセルフ・コンパッションに関する研究

の現状と今後の課題

石川 智・松田チャップ

マン与理子

令和２年度子ども・子育て支援推進調査研究事業

「児童相談所職員のメンタルヘルスに関する調査事

業報告書」

コンサルティング合

同会社

ひきこもりソーシャルワーク－生きる場と関係の創

出－

山本耕平（かもがわ出

版）

厚生労働省令和３年度 社会福祉推進事業「ひきこも

り地域支援センターにおける支援の質の向上及び平

準化を目的とした職員の養成手法に関する研究事

業」

有限責任監査法人トーマ

ツ

厚生労働省令和３年度 社会福祉推進事業「ひきこも

りの多様性とその支援手法に関する調査研究事業」

国立研究開発法人国立国

際医療研究センター

ひきこもり支援に携わる方のためのヒント集 厚生労働省委託事業（有

限責任監査法人トーマ

ツ）

令和元年版 労働経済の分析－人手不足の下での「働

き方」をめぐる課題について－

厚生労働省

新型コロナウイルス感染症（ ）に関する職

員のヘルスケア指針

全日本民医連職員健康管

理委員会

食品製造業における労働力不足克服ビジョン 農林水産省

利用者を中心とした新時代の金融サービス～金融行

政のこれまでの実践と今後の方針～（令和元事務年

度）

金融庁

生活保護ケースワーカーのストレス要因に関する研

究動向

東北大学大学院教育学研

究科研究年報

二本松 直人 若島 孔文

介護人材の離職ストップのための支援ツールの開発

～ストレスマネジメントの観点から～「支援者支援

ツール活用ガイド」

支援者支援研究会（天理

大学 松田美智子、天理

大学 南 彩子、大阪健

康福祉短期大学 北垣智

基）

職場における心の健康づくり～労働者の心の健康の

保持増進のための指針～

厚生労働省

災害時のこころのケア

「支援者自身のケア」

長野県

対人援助職におけるバーンアウト・感情労働の関係

性 精神的な疲労に着目する意義について

土井 裕貴

支援者が対応する上で抱える困難 山本耕平

共感疲労の観点に基づく援助者支援プログラムの構

築に関する研究

藤岡孝志

バーンアウト（燃え尽き症候群）―ヒューマンサー

ビス職のストレス

久保 真人

社会福祉従事者の職場ストレスとコーピングの職種

間比較

中島 朱美
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文献
文献名 著書等 発行年

看護職者の共感ストレッサーと共感ストレス認知が

精神的健康に与える影響

山本智恵子、西村夏代、

出井涼介、山口三重

子 、中嶋和夫

日本看護協会ホームページ＞看護職の働き方改革の

推進 看護職の労働安全衛生 メンタルヘルスケア

日本看護協会 ―

事業所におけるメンタルヘルスサポートページ 東京大学大学院医学系研

究科デジタルメンタルヘ

ルス講座

―

生活保護ケースワーカーに対する組織としてのスト

レスマネジメント ― 分業、異動、人的サポート ―

白取 耕一郎

ボランティアベースの災害支援者に向けた組織に求

められる支援者支援と女性支援者への配慮

福島 奏子 新福 洋子

原田 奈穂子

病院に勤務する女性看護師の腰痛・肩こりと

および職業性ストレスの関連

三枝 享 宮村 季浩

【対面リアル研修】臨床心理士等の対人支援職向け

マインドフルネス入門（セルフケアに生かそう）研

修

ダイヤル・サービス

支援者支援のために必要なこと こころのかまえ研究会

交替勤務が職業性ストレスおよび生活習慣に与える

影響についての検証

足立 勝宣 井奈波良一

看護管理職の役割ストレス・労働負荷とバーンアウ

トとの関連

中山元佳、 香月富士日

対人援助職のためのメンタルヘルス 井本恵美子

対人援助職のストレス反応と主観的報酬の関係 井川純一

報告書 ひきこもり地域支援体制の効果と課題の検

討

仙台市ひきこもり支援体

制評価委員会

災害救援者のピアサポートコミュニティの構築 社会技術研究開発センタ

ー

支援者支援学の構築に関する研究 共感疲労概念を

中心として

藤岡孝志

生活保護実践講座―利用者とともに歩む社会福祉実

践―

新保美香（全国社会福祉

協議会）

平成 年度社会福祉推進事業「生活保護ケースワー

カー等の研修のあり方に関する調査研究事業報告

書」

一般財団法人 日本総合

研究所

対人援助職者における職業性ストレスと余暇 神庭直子

世界の児童と母性（第 号）

社会的養護における支援者の支援

公益財団法人資生堂子ど

も財団

犯罪被害者のメンタルヘルス情報 武蔵野大学 小西聖子研

究室

対人援助職 における感情労働 がバー ンアウトおよ

びストレス に与える影響

荻野佳代子

感情労働と看護 武井麻子 教育講演

こころの耳：働く人のメンタルヘルス・ポータルサ

イト

厚生労働省 ―

分で学ぶ！障がい者支援の基礎「ストレスを正し

く理解する」ストレスを正しく理解する

サポーターズカレッジ ―

介護現場のためのストレスマネジメント支援テキス

ト ～高齢者虐待・不適切ケアの防止に向けて～

認知症介護研究・研修仙

台センター

―

「メンタルヘルスアンケート」の結果から見えてく

るもの

法人大阪障害者セン

ター・メンタルヘルス検

討会
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推進 看護職の労働安全衛生 メンタルヘルスケア

日本看護協会 ―
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―
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仙台市ひきこもり支援体

制評価委員会
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支援者支援学の構築に関する研究 共感疲労概念を

中心として

藤岡孝志

生活保護実践講座―利用者とともに歩む社会福祉実

践―

新保美香（全国社会福祉

協議会）

平成 年度社会福祉推進事業「生活保護ケースワー

カー等の研修のあり方に関する調査研究事業報告

書」

一般財団法人 日本総合

研究所

対人援助職者における職業性ストレスと余暇 神庭直子

世界の児童と母性（第 号）
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犯罪被害者のメンタルヘルス情報 武蔵野大学 小西聖子研

究室

対人援助職 における感情労働 がバー ンアウトおよ

びストレス に与える影響

荻野佳代子

感情労働と看護 武井麻子 教育講演

こころの耳：働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
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文献
文献名 著書等 発行年

福祉現場における職員のメンタルヘルス研修用テキ

スト 管理するメンタルヘルスから育ち合うメンタル

ヘルスへ

法人大阪障害者セン

ター「福祉現場のメンタ

ルヘルス検討会」

障害者施設におけるメンタルヘルス不調者への 労務

管理ガイドライン（第一次案） 「人を育てる、組織

を育てる」

法人大阪障害者セン

ター「福祉現場のメンタ

ルヘルス検討会」

ワーク・エンゲイジメントに関する研究の現状と今

後の展望

島津明人、江口尚

職場におけるストレッサーの分類に関する研究 独立行政法人労働者健康

安全機構 労働安全衛生

総合研究所

２ 結果 
 

 支援者支援のあり方等に関する調査研究

本事業計画の検討に資するため、下記２つの文献を通し、ひきこもり支援分野におけ

るこれまでの研究状況を把握した。

 厚生労働省「社会福祉推進事業」「ひきこもりの多様性とその支援手法に関する調

査研究事業 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 」

 厚生労働省「社会福祉推進事業」「ひきこもり地域支援センターにおける支援の質

の向上及び平準化を目的とした職員の養成手法に関する研究事業 有限責任監査法

人トーマツ 」

また、下記３つの文献を通し、「支援者支援のあり方」を研究するための方法につい

て確認した。

 コンサルティング合同会社「児童相談所職員のメンタルヘルスに関する調査：

事業報告書」

 藤岡孝志「支援者支援学の構築に関する研究 共感疲労概念を中心として」

 一般財団法人日本総合研究所「生活保護ケースワーカー等の研修のあり方に関する

調査研究事業」

これらの情報を元に、本事業を実施するにあたって必要な基礎的な理解を深めた。

 
 
 

 
 
厚生労働省令和２年度社会福祉推進事業「ひきこもりの多様性とその支援手法に関する調査研究事業

国立研究開発法人国立国際医療研究センター

（ ）

厚生労働省令和３年度社会福祉推進事業「ひきこもり地域支援センターにおける支援の質の向上及び平

準化を目的とした職員の養成手法に関する研究事業（有限責任監査法人トーマツ）」

（ ）
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 職業性ストレスや共感疲労、バーンアウト等に関する調査研究

次に、支援者支援の研究においてキーワードとなりうる概念として、職業性ストレス

に関する理解を深めるために、下記３つの概念を確認した。

 仕事の資源に着目した「健康いきいき職場」モデル

 仕事の要求度 資源モデル（ モデル）

 職業性ストレスモデル（米国国立労働安全衛生研究所 作成）

また、先行研究の結果を通して、職業性ストレスや共感疲労、バーンアウトといった

キーワードについての理解を深めつつ、支援者支援のあり方について検討する上で重要

となる考え方やキーワードが他にないかを探索的に調べるため、広く支援者（対人援助

職に従事する者）の抱える業務上の困難さに関連する 件の文献を確認し、まとめた

（図表 ）。

図図表表  66 先先行行研研究究でで示示さされれたた支支援援者者のの抱抱ええるる業業務務上上のの困困難難ささにに関関連連すするる事事項項
文献

項目 支援者の抱える業務上の困難さに関連する事項

福祉従事者のメンタルヘル
スに影響を与える職場スト
レッサー

 職務量の多さ、職の質的困難さ
 クライエントとの関係
 職場の人間関係
 その他の職場ストレッサー（職務役割の不明瞭さ，不規則な

勤務体制等）
 利用者の家族とのかかわり
 組織の中での自分の役割・立場
 他職種との関係

児童相談所の管理職が把握
している、職員の心理的負
担として想定される場面

【当事者・関係機関との関係】
 精神疾患や暴力的な場合など、対応の難しい保護者の支援・

指導を行うこと
 保護者や子どもなど、当事者からのクレーム対応をすること
 関係機関からのクレーム対応をすること
 虐待加害者と被虐待児の供述の食い違いの間で板挟みになる

こと
 虐待など、困難な状況下にある子どもと向き合うこと
 親子の関係に改善が見られないこと
 保護者との良好な関係構築に努めること
 市区町村など、関係機関と連携を取ること
【業務量・特性】
 夜間・休日に対応する必要があること
 業務量の多さから一つ一つのケースに十分な時間を割くこと

ができないこと
 ケースの記録など、事務的な作業をすること
 緊急対応により日々の業務予定が組めないこと
【児童相談所の役割】
 死亡事例と隣り合わせであること
 事件を起こしてはならず、常に予防・防止し続けなければな

 
 
厚生労働省「令和元年版 労働経済の分析－人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について－」

（ ）

平成 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）「労働者のメンタルヘルス不

調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究」（ ）

厚生労働省「働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト 心の耳」

（ ） 
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文献
文献名 著書等 発行年

福祉現場における職員のメンタルヘルス研修用テキ

スト 管理するメンタルヘルスから育ち合うメンタル

ヘルスへ

法人大阪障害者セン

ター「福祉現場のメンタ

ルヘルス検討会」

障害者施設におけるメンタルヘルス不調者への 労務

管理ガイドライン（第一次案） 「人を育てる、組織

を育てる」

法人大阪障害者セン

ター「福祉現場のメンタ

ルヘルス検討会」

ワーク・エンゲイジメントに関する研究の現状と今

後の展望

島津明人、江口尚

職場におけるストレッサーの分類に関する研究 独立行政法人労働者健康

安全機構 労働安全衛生

総合研究所

２ 結果 
 

 支援者支援のあり方等に関する調査研究

本事業計画の検討に資するため、下記２つの文献を通し、ひきこもり支援分野におけ

るこれまでの研究状況を把握した。

 厚生労働省「社会福祉推進事業」「ひきこもりの多様性とその支援手法に関する調

査研究事業 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 」

 厚生労働省「社会福祉推進事業」「ひきこもり地域支援センターにおける支援の質

の向上及び平準化を目的とした職員の養成手法に関する研究事業 有限責任監査法

人トーマツ 」

また、下記３つの文献を通し、「支援者支援のあり方」を研究するための方法につい

て確認した。

 コンサルティング合同会社「児童相談所職員のメンタルヘルスに関する調査：

事業報告書」

 藤岡孝志「支援者支援学の構築に関する研究 共感疲労概念を中心として」

 一般財団法人日本総合研究所「生活保護ケースワーカー等の研修のあり方に関する

調査研究事業」

これらの情報を元に、本事業を実施するにあたって必要な基礎的な理解を深めた。

 
 
 

 
 
厚生労働省令和２年度社会福祉推進事業「ひきこもりの多様性とその支援手法に関する調査研究事業

国立研究開発法人国立国際医療研究センター

（ ）

厚生労働省令和３年度社会福祉推進事業「ひきこもり地域支援センターにおける支援の質の向上及び平

準化を目的とした職員の養成手法に関する研究事業（有限責任監査法人トーマツ）」

（ ）
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次に、支援者支援の研究においてキーワードとなりうる概念として、職業性ストレス

に関する理解を深めるために、下記３つの概念を確認した。

 仕事の資源に着目した「健康いきいき職場」モデル

 仕事の要求度 資源モデル（ モデル）

 職業性ストレスモデル（米国国立労働安全衛生研究所 作成）
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キーワードについての理解を深めつつ、支援者支援のあり方について検討する上で重要

となる考え方やキーワードが他にないかを探索的に調べるため、広く支援者（対人援助

職に従事する者）の抱える業務上の困難さに関連する 件の文献を確認し、まとめた

（図表 ）。

図図表表  66 先先行行研研究究でで示示さされれたた支支援援者者のの抱抱ええるる業業務務上上のの困困難難ささにに関関連連すするる事事項項
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 クライエントとの関係
 職場の人間関係
 その他の職場ストレッサー（職務役割の不明瞭さ，不規則な

勤務体制等）
 利用者の家族とのかかわり
 組織の中での自分の役割・立場
 他職種との関係

児童相談所の管理職が把握
している、職員の心理的負
担として想定される場面

【当事者・関係機関との関係】
 精神疾患や暴力的な場合など、対応の難しい保護者の支援・

指導を行うこと
 保護者や子どもなど、当事者からのクレーム対応をすること
 関係機関からのクレーム対応をすること
 虐待加害者と被虐待児の供述の食い違いの間で板挟みになる

こと
 虐待など、困難な状況下にある子どもと向き合うこと
 親子の関係に改善が見られないこと
 保護者との良好な関係構築に努めること
 市区町村など、関係機関と連携を取ること
【業務量・特性】
 夜間・休日に対応する必要があること
 業務量の多さから一つ一つのケースに十分な時間を割くこと

ができないこと
 ケースの記録など、事務的な作業をすること
 緊急対応により日々の業務予定が組めないこと
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 死亡事例と隣り合わせであること
 事件を起こしてはならず、常に予防・防止し続けなければな

 
 
厚生労働省「令和元年版 労働経済の分析－人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について－」

（ ）

平成 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）「労働者のメンタルヘルス不

調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究」（ ）

厚生労働省「働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト 心の耳」

（ ） 
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文献
項目 支援者の抱える業務上の困難さに関連する事項

らないこと
 一時保護や親子分離など、「介入」という強行手段を実行する

こと
 市民・住民からのクレーム対応をすること
 「介入」と「支援」という性質の異なる役割を担っているこ

と
 児相に対する期待度が高すぎること
 職場の雰囲気や職場内の人間関係が、緊張感や切迫感を持っ

ていること

ひきこもり支援においてよ
く出会う場面例

 場面１：ひきこもり状態である本人につながることが難しか
った

 場面２：本人への支援の継続が難しかった
 場面３：ご家族から理解や協力を得ることが難しかった
 場面４：さまざまな理由から支援を継続することが難しかっ

た
 場面５：他機関との連携に課題を感じた
 場面６：支援を担当する者が燃え尽きそうになった

労働力の確保や新たな気づ
きを得るために今後必要な
考え方

 心理的安全性（対人関係においてリスクある行動を取ったと
きの結果に対する個人の認知の仕方であり、「無知、無能、ネ
ガティブ、邪魔だと思われる可能性のある行動をしても、こ
のチームなら大丈夫だと」と信じられるかどうか）を高める
ことを、経営戦略として取り組む企業が増えており、生産性
を高めるためにも、よい人材が成長実感を持って定着する職
場づくりが重要

 心理的安全性（一人ひとりが不安を感じることなく、安心し
て発言・行動できる場の状況や雰囲気、チームの生産性向上
に資する重要な要素）が確保された対話を進めることによっ
て、これまで必ずしも捉えることのできなかったような特徴
ある取組みや地域経済の実情等について「気づき」を得、個々
の金融機関 をより深く理解できる

生活保護ケースワーカーの
ストレス要因

【個人要因】
 業務量、業務内容の違い（業務量、事務的な困難さ、担当し

ているケースの複雑さ、家庭訪問に費やす時間）
 業務意識の違い（やりがいの低さ、仕事の嫌悪感、敬遠され

る職業と感じていること）
 知識量や専門性の違い（知識 ノウハウ不足）
 職業的特質（現金給付とケースワークに挟まれるワーカーの

持つ権限への怖さや難しさ）
【環境要因】
 生活保護受給者とのコミュニケーション（受給者への対応が

困難である、非自立的な受給者の存在、不正受給ではないか
という疑念）

 連携におけるコミュニケーション（多職種との連携の問題）
 職場環境（管理的側面が強調された査察指導のあり方、ソー

シャルサポートのあり方）
 国民や住民の評判（一般世論における生活保護の理解のされ

なさ、地域や役所内における評価の低さ）
 自治体の特質（地域別、非保護率、設置主体別）
【制度要因】
 自立評価の難しさ（福祉事務所と生保 との目標や方針にズ

レが生じていること、保護の長期化）
 生活保護法の限界（制度への疑問）
 専門性の曖昧さ（ケースワーカーや相談援助の専門性）
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文献
項目 支援者の抱える業務上の困難さに関連する事項

高齢者介護福祉施設で従事
している対人援助職者の抱
えるストレス、共感疲労の
因子

【ストレス】
 サービス利用者やその家族及び関係者との対応による「援助

者としてのストレス」
 一職員あるいは管理職といった「職業人としてのストレス」
【共感疲労の因子】
 精神的消耗感
 援助者としての規範意識へのとらわれ
 利用者との対応場面でのストレス
 援助者としての感情管理
 心身のストレス反応

災害関係の支援者のストレ
ス要因

 惨状の体験や目撃、遺体への関わりといった体験に関する要
因

 使命感と現実的な制約との葛藤といった支援者としての要因

困難を有する子ども・若者
の支援を担当する支援者が
抱えるストレスや課題

 支援実践哲学や支援倫理
 集団議論や支援者相互での批判が保障されること
 豊かな研修や休暇、賃金が保障されること
 支援対象者自身と家族が有している課題があまりに深刻なた

めに生じる支援上の困難さ
 自己評価・他者評価・社会的評価
 ストレス感受性（ストレス耐性）
 安心し、子ども・若者と共に成長できる就労の場となってい

るか（実践に伴う揺らぎを保障できる実施体であるか、相互
に育ちあうことが困難になっていないか）

 支援対象者や家族との間に生じる課題

児童福祉分野の支援者支援
における課題

 バーンアウト予防
 援助者としての質の担保
 専門性の行使と援助者としての持続性
 援助者自身のトラウマ体験
 支援者支援・専門家の協働
 援助者を続けることと人生の喜び

バーンアウトの定義  情緒的消耗感（ 仕事を通じて、情緒的に力を出し尽くし 消
耗してしまった状態。消耗感あるいは疲労感はストレスの一
般的な自覚症状であるが、単なる消耗感ではなく｢情緒的｣ と
いう限定がついているのは、この消耗感の主たる源が ｢情緒
的な資源の枯渇｣ にあると考えられているから）

 脱人格化（｢クライエントに対する無情で 非人間的な対応。
クライエントそれぞれの人格を無視した 思いやりのない紋
切り型の対応を意味する｡例として、 クライエントに症状名
やステレオタイプ的な特徴など没個性的なラベルをつけ 個
人名で呼ばなくなるなど）

 個人的達成感（ヒューマンサービスの職務に関わる有能感
達成感。成果の急激な落ち込みと 、それにともなう有能感、
達成感の低下は、離職や強い自己否定などの行動と結びつく
ことも少なくない）

社会福祉領域特有のストレ
ッサー

 働きがい
 必要な人材の確保
 労働にみあう賃金
 仕事の適正
 自己能力の評価
 社会的評価
 利用者との関係性

看護職の職務ストレッサー  日常的なケアでの関わり（ 患者の心のケアが必要であるが十
分な時間をとることができないこと、訴えが多い患者の応対
をすること、自分を嫌がっているとわかっている患者のケア
をすること）

 終末期の関わり（患者の死を看取ること、患者の死に家族が
間に合わないこと、治療しても症状が改善されない患者と接
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文献
項目 支援者の抱える業務上の困難さに関連する事項

らないこと
 一時保護や親子分離など、「介入」という強行手段を実行する

こと
 市民・住民からのクレーム対応をすること
 「介入」と「支援」という性質の異なる役割を担っているこ

と
 児相に対する期待度が高すぎること
 職場の雰囲気や職場内の人間関係が、緊張感や切迫感を持っ

ていること

ひきこもり支援においてよ
く出会う場面例

 場面１：ひきこもり状態である本人につながることが難しか
った

 場面２：本人への支援の継続が難しかった
 場面３：ご家族から理解や協力を得ることが難しかった
 場面４：さまざまな理由から支援を継続することが難しかっ

た
 場面５：他機関との連携に課題を感じた
 場面６：支援を担当する者が燃え尽きそうになった

労働力の確保や新たな気づ
きを得るために今後必要な
考え方

 心理的安全性（対人関係においてリスクある行動を取ったと
きの結果に対する個人の認知の仕方であり、「無知、無能、ネ
ガティブ、邪魔だと思われる可能性のある行動をしても、こ
のチームなら大丈夫だと」と信じられるかどうか）を高める
ことを、経営戦略として取り組む企業が増えており、生産性
を高めるためにも、よい人材が成長実感を持って定着する職
場づくりが重要

 心理的安全性（一人ひとりが不安を感じることなく、安心し
て発言・行動できる場の状況や雰囲気、チームの生産性向上
に資する重要な要素）が確保された対話を進めることによっ
て、これまで必ずしも捉えることのできなかったような特徴
ある取組みや地域経済の実情等について「気づき」を得、個々
の金融機関 をより深く理解できる

生活保護ケースワーカーの
ストレス要因

【個人要因】
 業務量、業務内容の違い（業務量、事務的な困難さ、担当し

ているケースの複雑さ、家庭訪問に費やす時間）
 業務意識の違い（やりがいの低さ、仕事の嫌悪感、敬遠され

る職業と感じていること）
 知識量や専門性の違い（知識 ノウハウ不足）
 職業的特質（現金給付とケースワークに挟まれるワーカーの

持つ権限への怖さや難しさ）
【環境要因】
 生活保護受給者とのコミュニケーション（受給者への対応が

困難である、非自立的な受給者の存在、不正受給ではないか
という疑念）

 連携におけるコミュニケーション（多職種との連携の問題）
 職場環境（管理的側面が強調された査察指導のあり方、ソー

シャルサポートのあり方）
 国民や住民の評判（一般世論における生活保護の理解のされ

なさ、地域や役所内における評価の低さ）
 自治体の特質（地域別、非保護率、設置主体別）
【制度要因】
 自立評価の難しさ（福祉事務所と生保 との目標や方針にズ

レが生じていること、保護の長期化）
 生活保護法の限界（制度への疑問）
 専門性の曖昧さ（ケースワーカーや相談援助の専門性）
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項目 支援者の抱える業務上の困難さに関連する事項

高齢者介護福祉施設で従事
している対人援助職者の抱
えるストレス、共感疲労の
因子

【ストレス】
 サービス利用者やその家族及び関係者との対応による「援助

者としてのストレス」
 一職員あるいは管理職といった「職業人としてのストレス」
【共感疲労の因子】
 精神的消耗感
 援助者としての規範意識へのとらわれ
 利用者との対応場面でのストレス
 援助者としての感情管理
 心身のストレス反応

災害関係の支援者のストレ
ス要因

 惨状の体験や目撃、遺体への関わりといった体験に関する要
因

 使命感と現実的な制約との葛藤といった支援者としての要因

困難を有する子ども・若者
の支援を担当する支援者が
抱えるストレスや課題

 支援実践哲学や支援倫理
 集団議論や支援者相互での批判が保障されること
 豊かな研修や休暇、賃金が保障されること
 支援対象者自身と家族が有している課題があまりに深刻なた

めに生じる支援上の困難さ
 自己評価・他者評価・社会的評価
 ストレス感受性（ストレス耐性）
 安心し、子ども・若者と共に成長できる就労の場となってい

るか（実践に伴う揺らぎを保障できる実施体であるか、相互
に育ちあうことが困難になっていないか）

 支援対象者や家族との間に生じる課題

児童福祉分野の支援者支援
における課題

 バーンアウト予防
 援助者としての質の担保
 専門性の行使と援助者としての持続性
 援助者自身のトラウマ体験
 支援者支援・専門家の協働
 援助者を続けることと人生の喜び

バーンアウトの定義  情緒的消耗感（ 仕事を通じて、情緒的に力を出し尽くし 消
耗してしまった状態。消耗感あるいは疲労感はストレスの一
般的な自覚症状であるが、単なる消耗感ではなく｢情緒的｣ と
いう限定がついているのは、この消耗感の主たる源が ｢情緒
的な資源の枯渇｣ にあると考えられているから）

 脱人格化（｢クライエントに対する無情で 非人間的な対応。
クライエントそれぞれの人格を無視した 思いやりのない紋
切り型の対応を意味する｡例として、 クライエントに症状名
やステレオタイプ的な特徴など没個性的なラベルをつけ 個
人名で呼ばなくなるなど）

 個人的達成感（ヒューマンサービスの職務に関わる有能感
達成感。成果の急激な落ち込みと 、それにともなう有能感、
達成感の低下は、離職や強い自己否定などの行動と結びつく
ことも少なくない）

社会福祉領域特有のストレ
ッサー

 働きがい
 必要な人材の確保
 労働にみあう賃金
 仕事の適正
 自己能力の評価
 社会的評価
 利用者との関係性

看護職の職務ストレッサー  日常的なケアでの関わり（ 患者の心のケアが必要であるが十
分な時間をとることができないこと、訴えが多い患者の応対
をすること、自分を嫌がっているとわかっている患者のケア
をすること）

 終末期の関わり（患者の死を看取ること、患者の死に家族が
間に合わないこと、治療しても症状が改善されない患者と接
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文献
項目 支援者の抱える業務上の困難さに関連する事項

すること）
 苦悩との向き合い（患者の身体的苦痛をとることができない

こと、患者の家族から不安や苦悩を表出されること、トラウ
マを抱える患者の話を聞くこと）

看護職特有のストレッサー  仕事内容による緊張感（例 人命に関する仕事など）
 チーム医療に関すること（例 看護師に対する医師の理解不

足など）
 労働環境に関すること（例 時間に追われる仕事、仕事量が

多く時間外勤務が多い、交代制勤務で生活が不規則になるな
ど）

 患者・患者家族との関係に関すること（例 無理な要求をされ
る、威圧的な態度を取られるなど）

あわせて、広く対人援助職に従事する者（支援者）の抱える困難さに関連する文献を

探る中で得られた、支援者支援に資する取組や考え方についても整理した（図表 ）。

図図表表  77 先先行行研研究究でで示示さされれたた支支援援者者支支援援にに資資すするる取取組組やや考考ええ方方
文献

項目 支援者支援に資する取組や考え方

セルフ・コンパッション  セルフ・コンパッション（自己への優しさ（ ）、
共通の人間性（ ）、マインドフルネス
（ ）を高めることは、ストレスの低減、バーンア
ウトや共感疲労の予防に有効

児童相談所職員が精神面で
の健康を維持するために望
まれること

【職員への直接的な取組】
 上司や同僚に相談等がしやすい環境・雰囲気作り
 職員の適性を踏まえた担当業務の割り振り
 担当者一人だけのケース対応を避け、複数人でのケース対応

の常時実施
 健康診断後の保健指導におけるメンタルヘルス対策の実施
 時間外・休日労働が多い職員への対応策の検討や面談の実施
 メンタルヘルス不調による長期療養からの職場復帰における

支援 職場復帰支援プログラムの策定を含む
 組織内やクライアントとの人間関係を考慮に入れたケース担

当職員の選定
 メンタルヘルス対策に関する職員への教育研修・情報提供 事

例検討会や研修会を含む
 職員の年次有給休暇取得を容易にする調整・促進の実施
 メンタルヘルス対策に関する相談所内での相談体制の整備
 外部専門家による個人スーパービジョンの実施
 外部専門家によるグループスーパービジョンの実施
【組織内の制度・規則の策定、会議の実施】
 職員のストレスの状況などについて調査票を用いて調査 ス

トレスチェック
 メンタルヘルス対策に関する管理監督者への教育研修･情報

提供
 職場環境等の評価及び改善 ストレスチェック後の集団 部、

課など ごとの分析を含む
 メンタルヘルス対策の実務を行う担当者の選任
 メンタルヘルス対策について、衛生委員会又は安全衛生委員

会での調査審議
 管理職向けの組織コンサルテーションの受講機会の提供
 メンタルヘルス対策に関する相談所内の産業保健スタッフへ

の教育研修・情報提供
 メンタルヘルス対策に関する問題点を解決するための計画の

策定と実施
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文献
項目 支援者支援に資する取組や考え方

 職員のメンタルヘルスを考慮に入れた人事異動サイクルの策
定

【外部機関の活用】
 他の外部機関を活用したメンタルヘルス対策の実施
 医療機関を活用したメンタルヘルス対策の実施

レジリエンスを高める要因  前向きな気持への切り替え
 人的サポート
 自己肯定感
 職場のサポート
 困難への対処法

生活保護ケースワーカーの
ストレスマネジメント

 分業制
 適任者の配置（生活保護ケースワーカーが数年で別の部署に

異動していく人事制度により）
 人的サポート（職員が同じ仕事をしていることなどで促進）

ワーク・エンゲイジメント
の考え方

 ワーク・エンゲイジメントは、「仕事に関連するポジティブで
充実した心理状態であり、活力、熱意、没頭によって特徴付
けられる。エンゲイジメントは、特定の対象、出来事、個人、
行動などに向けられた一時的な状態ではなく仕事に向けられ
た持続的かつ全般的な感情と認知である。」と定義される。

 ワーク・エンゲイジメントの規定要因は、「仕事の資源」と「個
人資源」である。仕事の資源とは、「仕事において、ストレッ
サーやそれに起因する身体的・心理的コストを低減し、目標
の達成を推進し、個人の成長や発達を推進する機能を有する
物理的・社会的・組織的要因」である。また、個人資源とは、
「自分を取り巻く環境を上手にコントロールできる能力やレ
ジリエンスと関連した肯定的な自己評価」である。

 ひきこもり支援の状況、ひきこもり支援担当者の抱える業務上の

困難さ（ストレス要因等）とその困難を軽減・解消するための支援

例
 
ひきこもり支援の状況やひきこもり支援担当者の抱える業務上の困難さ（ストレス要

因等）とその困難を軽減・解消するための支援例を理解するため、下記の３件の文献等

を確認した（一部再掲）。 

 厚生労働省「令和３年度ひきこもり支援について」

 厚生労働省「社会福祉推進事業」「ひきこもりの多様性とその支援手法に関する調

査研究事業 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 」

 厚生労働省「社会福祉推進事業」「ひきこもり地域支援センターにおける支援の質

の向上及び平準化を目的とした職員の養成手法に関する研究事業 有限責任監査法

 
 
厚生労働省ホームページ

（

）

厚生労働省令和２年度社会福祉推進事業「ひきこもりの多様性とその支援手法に関する調査研究事業報

告書」 国立研究開発法人国立国際医療研究センター

（ ）
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すること）
 苦悩との向き合い（患者の身体的苦痛をとることができない

こと、患者の家族から不安や苦悩を表出されること、トラウ
マを抱える患者の話を聞くこと）

看護職特有のストレッサー  仕事内容による緊張感（例 人命に関する仕事など）
 チーム医療に関すること（例 看護師に対する医師の理解不

足など）
 労働環境に関すること（例 時間に追われる仕事、仕事量が

多く時間外勤務が多い、交代制勤務で生活が不規則になるな
ど）
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あわせて、広く対人援助職に従事する者（支援者）の抱える困難さに関連する文献を

探る中で得られた、支援者支援に資する取組や考え方についても整理した（図表 ）。

図図表表  77 先先行行研研究究でで示示さされれたた支支援援者者支支援援にに資資すするる取取組組やや考考ええ方方
文献

項目 支援者支援に資する取組や考え方

セルフ・コンパッション  セルフ・コンパッション（自己への優しさ（ ）、
共通の人間性（ ）、マインドフルネス
（ ）を高めることは、ストレスの低減、バーンア
ウトや共感疲労の予防に有効

児童相談所職員が精神面で
の健康を維持するために望
まれること

【職員への直接的な取組】
 上司や同僚に相談等がしやすい環境・雰囲気作り
 職員の適性を踏まえた担当業務の割り振り
 担当者一人だけのケース対応を避け、複数人でのケース対応
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 外部専門家によるグループスーパービジョンの実施
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文献
項目 支援者支援に資する取組や考え方

 職員のメンタルヘルスを考慮に入れた人事異動サイクルの策
定

【外部機関の活用】
 他の外部機関を活用したメンタルヘルス対策の実施
 医療機関を活用したメンタルヘルス対策の実施

レジリエンスを高める要因  前向きな気持への切り替え
 人的サポート
 自己肯定感
 職場のサポート
 困難への対処法

生活保護ケースワーカーの
ストレスマネジメント

 分業制
 適任者の配置（生活保護ケースワーカーが数年で別の部署に

異動していく人事制度により）
 人的サポート（職員が同じ仕事をしていることなどで促進）

ワーク・エンゲイジメント
の考え方

 ワーク・エンゲイジメントは、「仕事に関連するポジティブで
充実した心理状態であり、活力、熱意、没頭によって特徴付
けられる。エンゲイジメントは、特定の対象、出来事、個人、
行動などに向けられた一時的な状態ではなく仕事に向けられ
た持続的かつ全般的な感情と認知である。」と定義される。

 ワーク・エンゲイジメントの規定要因は、「仕事の資源」と「個
人資源」である。仕事の資源とは、「仕事において、ストレッ
サーやそれに起因する身体的・心理的コストを低減し、目標
の達成を推進し、個人の成長や発達を推進する機能を有する
物理的・社会的・組織的要因」である。また、個人資源とは、
「自分を取り巻く環境を上手にコントロールできる能力やレ
ジリエンスと関連した肯定的な自己評価」である。

 ひきこもり支援の状況、ひきこもり支援担当者の抱える業務上の

困難さ（ストレス要因等）とその困難を軽減・解消するための支援

例
 

ひきこもり支援の状況やひきこもり支援担当者の抱える業務上の困難さ（ストレス要

因等）とその困難を軽減・解消するための支援例を理解するため、下記の３件の文献等

を確認した（一部再掲）。 

 厚生労働省「令和３年度ひきこもり支援について」

 厚生労働省「社会福祉推進事業」「ひきこもりの多様性とその支援手法に関する調

査研究事業 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 」

 厚生労働省「社会福祉推進事業」「ひきこもり地域支援センターにおける支援の質

の向上及び平準化を目的とした職員の養成手法に関する研究事業 有限責任監査法

 
 
厚生労働省ホームページ

（

）

厚生労働省令和２年度社会福祉推進事業「ひきこもりの多様性とその支援手法に関する調査研究事業報

告書」 国立研究開発法人国立国際医療研究センター

（ ）
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人トーマツ 」
また、ひきこもり支援担当者の抱える業務上の困難さ（ストレス要因等）について知るた

めに、下記の文献を確認し、考え方をまとめた（図表 ）。

図図表表  88 先先行行研研究究でで示示さされれたたひひききここももりり支支援援担担当当者者のの抱抱ええるる業業務務上上のの困困難難ささ（（スストトレレスス要要

因因等等））
文献

項目 ひきこもり支援担当者の抱える業務上の困難さ（ストレス要因等）

再
掲

ひきこもり支援におい
てよく出会う場面例

 場面１：ひきこもり状態である本人につながることが難しかった
 場面２：本人への支援の継続が難しかった
 場面３：ご家族から理解や協力を得ることが難しかった
 場面４：さまざまな理由から支援を継続することが難しかった
 場面５：他機関との連携に課題を感じた
 場面６：支援を担当する者が燃え尽きそうになった

ひきこもり支援の支援
者が抱える困難さの例

 援助方法が確立段階である
 利用者の援助希求が低い
 利用者が対人交流を避けがちという点を除けば、安定した状況

で、危険性や緊急度が低い
 利用者との信頼関係や課題をとらえにくい

 ひきこもり支援以外の分野での支援担当者の抱える業務上の困難

さ（ストレス要因等）とその困難を軽減・解消するための支援例
 

ひきこもり支援以外の分野として、先行して支援者支援の研究が進む、看護、高齢者

福祉、児童福祉、障害福祉、生活保護、犯罪者支援、災害支援、その他といった８つの

分野に着目 し、それぞれの分野において支援者が抱える業務上の困難さを整理した。

件の報告書及び論文等の先行研究でまとめた（図表 ）。

図図表表  99 ひひききここももりり支支援援以以外外のの分分野野ででのの支支援援担担当当者者がが抱抱ええるる業業務務上上のの困困難難ささ

文献 分野
ひきこもり支援以外の分野での

支援担当者が抱える業務上の困難さ

看護  看護のため自己の感情を制御すること
 多職種との連携の難しさ
 職種に対する理解不足
 職場の人間関係、不当の扱い
 時間に追われる仕事
 仕事量が多く時間外勤務が多い
 夜勤を含む不規則な勤務体制
 患者・患者の家族からの無理な要求や威圧的な態度、暴

言・暴力、セクシャルハラスメント
 援助希求が低い
 人命に関わる緊張感
 死に直面する頻度の高さ
 救急場面における恐怖や不安
 入院期間の短縮による、患者の重症度・緊急度が高い

 
 
厚生労働省令和３年度社会福祉推進事業「ひきこもり地域支援センターにおける支援の質の向上及び平

準化を目的とした職員の養成手法に関する研究事業報告書」（有限責任監査法人トーマツ）」

（ ） 
厚生労働省の令和 年度「過労死等の労災補償状況」によると精神障害の請求件数の多い業種（中分

類）は、１位が社会保険・社会福祉・介護事業、２位が医療業であり、いわゆる対人援助の分野が多くの

ストレスを抱えやすいことが推察される。
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文献 分野
ひきこもり支援以外の分野での

支援担当者が抱える業務上の困難さ

高齢者福祉  援助のため自己の感情を制御すること
 多職種との連携の難しさ
 職場の人間関係、不当の扱い
 時間に追われる仕事
 仕事量が多く時間外勤務が多い
 利用者・利用者の家族からの無理な要求や威圧的な態度
 夜勤を含む不規則な勤務体制
 職務の不透明さ
 認知症のある利用者が示す強い抵抗や暴言・暴力、不穏

などの行動・心理症状の対応の難しさ

児童福祉  対応の難しい保護者の支援・指導を行うこと
 当事者や保護者からのクレームの対応をすること
 悲惨な状況を見聞きすること
 緊張感の高い状況に突如直面すること
 相談することが難しい職場の雰囲気
 仕事量が多い、業務負荷の高さ
 経験年数が浅くケースにうまく対応することができない

こと

障害者福祉  メンタルヘルス不調者が多い個別要因は下記の通りであ
る

事業規模 人以上で働く人
会議が週 回以上の人
週 時間以上働いている人
睡眠時間 時間以内の人

 新任者
 若くして管理職になる、新任の管理職

生活保護  仕事量が多く時間外勤務が多い
 受給者が、ひきこもり、アルコール依存、薬物依存、児童

虐待、不登校などの特定の問題を抱えていることによる
援助の複雑さ

 受給者の担当の割合の高齢者比率が高い
 受給者・受給家族からの無理な要求威圧的な態度、理解

力がない、指導に従わない
 日中訪問しても不在である
 他機関や他自治体との連携の難しさ

犯罪者支援  命の危険や悲惨な状況を経験した人たちの聞き取りや支
援すること（援助者の二次的外傷性ストレスと呼ぶ）

災害支援  災害現場での救援活動に従事することで、惨事ストレス
があり、内訳は下記の通りである
① 危機的ストレス：被災者と同様のストレス反応とし

て二次受傷を負うことがある
② 累積的ストレス：不快で危険な状況下でのストレ

ス、支援任務のプレッシャー、長時間の支援活動、
被災者からの拒否的な反応などが累積する場合

③ 基礎的ストレス：不慣れ、過酷な環境で不眠、休め
ない状態、チーム内の人間関係の疲れ、納得できな
い命令などからくる場合があげられる

 個別要因は、まじめ、責任感が強い、被災者とうまくコミ
ュニケーションがとれない、支援者自身も被災者である、
援助希求が低いなどがあげられる。

 ストレスの発生時期は、業務の多忙時期と関連し、消防
職員や看護職員は、被災直後、公務員は復興期、特に被災
者から直接怒りをぶつけられたことがある

その他  対人援助分野は感情をめぐる高度なスキルを駆使する感
情労働であり、誠実に向き合うほど共感疲労に陥り、長
期化すると燃え尽きとなる傾向がある

 援助希求が低く、援助者を優先しやすい
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人トーマツ 」
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また、同分野において、ひきこもり支援以外の分野での支援者が抱える業務上の困難

さの解決策について確認し、整理した。 

図図表表  1100 ひひききここももりり支支援援以以外外のの分分野野ででのの支支援援者者がが抱抱ええるる業業務務上上のの困困難難ささのの解解決決策策

文献 分野
ひきこもり支援以外の分野での支援者が抱える

業務上の困難さの解決策

看護  厚生労働省が推奨しているストレスのチェックリストの
実施をすること

 ストレスに対処する行動であるストレスコーピングの実
施をすること（①問題焦点型コーピング、②情動焦点型コ
ーピング、③認知的再評価型コーピング、④社会的支援検
索（または要請）型コーピング、⑤気晴らし型コーピング
に分類されている）

 他者への相談を設けること
 休息、リラクゼーションの実施
 健康的な生活習慣の促進

社会福祉（高齢者福祉）  セルフ・コンパッションを向上すること
 職場内コミュニケーション、ワーク・ライフ・バランスの

兼ね合い、仕事への評価、利用者との対応によるストレス
の軽減、職場の支え、仕事からの自己成長の機会を得るこ
と

児童福祉  相談等がしやすい環境・雰囲気作り、職員の適性を踏まえ
た担当業務の割り振り、ストレスチェックの導入、メンタ
ルヘルス対策に関する管理監督者への教育研修・情報提供
を実施すること

 風通しの良い職場づくり、所内研修の実施、人材育成プラ
ン、定期的な職員同士の交流の場の提供などの取り組みも
実施されている

 休業者が職場復帰時の業務調整や配慮をすること
 施設全体で職員をサポートする体制を構築すること

障害者福祉  相談等がしやすい環境・雰囲気作り
 職員の適性を踏まえた業務調整
 若者の成長の促進
 パートナー・家族の問題の配慮
 ワーク・ライフ・バランスの配慮
 休息、リラクゼーション、健康的な生活習慣の実施

生活保護  生活保護業務および職場環境に係る対策は下記の通り
福祉行政における人材の採用・育成・人事管理のあり方
人材育成・研修の実施
組織マネジメント
業務のやりがい、モチベーションの維持・確保
査察指導業務の重要性
関係機関との連携

 福祉事務所の組織としてのストレスマネジメントは下記
の通り

分業
人事異動
人的サポート

犯罪者支援  二次的外傷性ストレスへの対策や予防策は下記の通り
上司や同僚と話し合える環境を持つ
職場内外の事例検討会・ケースカンファレンスの機会を
持つ
スーパービジョンを受ける
自分なりのリラクゼーション方法をもつ
診察やカウンセリング業務以外に、事務作業や研究・教
育活動を行うなど仕事内容のバランスを点検する
援助者自身が外傷的な体験を経験した、あるいは経験し
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文献 分野
ひきこもり支援以外の分野での支援者が抱える

業務上の困難さの解決策

ている場合は、現在の安全が確保され、かつその体験が
過去のものとして整理されていること

災害支援  人間関係が良好であると
 パートナー・家族や性差・ライフイベント（結婚、産休、

育児）の配慮をすること
 同じ専門職能を持つ人たちの中にもコミュニティが存在

し、その同職種者同士が支え合うというピア・サポートの
実施すること

その他 ―

 
 
 

３ 考察（文献調査結果から得られた示唆） 

⚫ 文献調査は、第１期として、まずは広く支援者の抱える業務上の困難さに関連する

先行研究を調べることからスタートした。その結果、支援者の抱える業務上の困難

さ（ストレス要因等）そのものの内容や、困難さの種類や困難さを解消するための

方策を整理する上で有意義なフレームワーク（枠組み）、「職業性ストレス」、「共感

疲労」、「バーンアウト」といった支援者の抱える業務上の困難さに関連するキーワ

ードや、「ワーク・エンゲイジメント」といった支援者が業務を通して得るストレ

ングスに関連するキーワードを整理することができた。

⚫ 特に、支援者の抱える業務上の困難さ（ストレス要因等）そのものの内容や困難さ

の種類や困難さを解消するための方策を整理する上で有意義なフレームワーク（枠

組み）に関する情報は、「第４章 ひきこもり支援担当者へのアンケート調査」の

「（５）調査内容」の調査項目の一部として活用するために参照した。結果として、

下記２つを作成する際にそれらの情報を用いている。

➢ ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ

を整理し、図表 に示す 項目を作成した。アンケート調査では、調査項目

と の「ひきこもり支援業務で支援担当者が抱える困難さ」の選択肢とし

て用いている。

図図表表  1111 ひひききここももりり支支援援担担当当者者がが業業務務をを行行うう上上でで抱抱ええるる場場合合がが多多いいとと思思わわれれるる困困難難ささのの

整整理理（（調調査査項項目目 とと のの選選択択肢肢にに該該当当すするる））

１ 物理的な職場環境に係るもの

２ 心理的な職場環境に係るもの

３ 役割上の葛藤、不明確さによるもの

４ 人間関係、対人関係に係るもの

５ 仕事のコントロールに係るもの

６ 仕事の量的な負荷と変動に係るもの

７ 仕事の将来性に関する不安に係るもの

８ 仕事の要求や難易度に係るもの

９ 仕事における技術活用に係るもの

仕事のやりがいに係るもの



 

16 
 

 
また、同分野において、ひきこもり支援以外の分野での支援者が抱える業務上の困難

さの解決策について確認し、整理した。 

図図表表  1100 ひひききここももりり支支援援以以外外のの分分野野ででのの支支援援者者がが抱抱ええるる業業務務上上のの困困難難ささのの解解決決策策

文献 分野
ひきこもり支援以外の分野での支援者が抱える

業務上の困難さの解決策

看護  厚生労働省が推奨しているストレスのチェックリストの
実施をすること

 ストレスに対処する行動であるストレスコーピングの実
施をすること（①問題焦点型コーピング、②情動焦点型コ
ーピング、③認知的再評価型コーピング、④社会的支援検
索（または要請）型コーピング、⑤気晴らし型コーピング
に分類されている）

 他者への相談を設けること
 休息、リラクゼーションの実施
 健康的な生活習慣の促進

社会福祉（高齢者福祉）  セルフ・コンパッションを向上すること
 職場内コミュニケーション、ワーク・ライフ・バランスの

兼ね合い、仕事への評価、利用者との対応によるストレス
の軽減、職場の支え、仕事からの自己成長の機会を得るこ
と

児童福祉  相談等がしやすい環境・雰囲気作り、職員の適性を踏まえ
た担当業務の割り振り、ストレスチェックの導入、メンタ
ルヘルス対策に関する管理監督者への教育研修・情報提供
を実施すること

 風通しの良い職場づくり、所内研修の実施、人材育成プラ
ン、定期的な職員同士の交流の場の提供などの取り組みも
実施されている

 休業者が職場復帰時の業務調整や配慮をすること
 施設全体で職員をサポートする体制を構築すること

障害者福祉  相談等がしやすい環境・雰囲気作り
 職員の適性を踏まえた業務調整
 若者の成長の促進
 パートナー・家族の問題の配慮
 ワーク・ライフ・バランスの配慮
 休息、リラクゼーション、健康的な生活習慣の実施

生活保護  生活保護業務および職場環境に係る対策は下記の通り
福祉行政における人材の採用・育成・人事管理のあり方
人材育成・研修の実施
組織マネジメント
業務のやりがい、モチベーションの維持・確保
査察指導業務の重要性
関係機関との連携

 福祉事務所の組織としてのストレスマネジメントは下記
の通り

分業
人事異動
人的サポート

犯罪者支援  二次的外傷性ストレスへの対策や予防策は下記の通り
上司や同僚と話し合える環境を持つ
職場内外の事例検討会・ケースカンファレンスの機会を
持つ
スーパービジョンを受ける
自分なりのリラクゼーション方法をもつ
診察やカウンセリング業務以外に、事務作業や研究・教
育活動を行うなど仕事内容のバランスを点検する
援助者自身が外傷的な体験を経験した、あるいは経験し

 

17 
 

文献 分野
ひきこもり支援以外の分野での支援者が抱える

業務上の困難さの解決策

ている場合は、現在の安全が確保され、かつその体験が
過去のものとして整理されていること

災害支援  人間関係が良好であると
 パートナー・家族や性差・ライフイベント（結婚、産休、

育児）の配慮をすること
 同じ専門職能を持つ人たちの中にもコミュニティが存在

し、その同職種者同士が支え合うというピア・サポートの
実施すること

その他 ―

 
 
 

３ 考察（文献調査結果から得られた示唆） 

⚫ 文献調査は、第１期として、まずは広く支援者の抱える業務上の困難さに関連する

先行研究を調べることからスタートした。その結果、支援者の抱える業務上の困難

さ（ストレス要因等）そのものの内容や、困難さの種類や困難さを解消するための

方策を整理する上で有意義なフレームワーク（枠組み）、「職業性ストレス」、「共感

疲労」、「バーンアウト」といった支援者の抱える業務上の困難さに関連するキーワ

ードや、「ワーク・エンゲイジメント」といった支援者が業務を通して得るストレ

ングスに関連するキーワードを整理することができた。

⚫ 特に、支援者の抱える業務上の困難さ（ストレス要因等）そのものの内容や困難さ

の種類や困難さを解消するための方策を整理する上で有意義なフレームワーク（枠

組み）に関する情報は、「第４章 ひきこもり支援担当者へのアンケート調査」の

「（５）調査内容」の調査項目の一部として活用するために参照した。結果として、

下記２つを作成する際にそれらの情報を用いている。

➢ ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ

を整理し、図表 に示す 項目を作成した。アンケート調査では、調査項目

と の「ひきこもり支援業務で支援担当者が抱える困難さ」の選択肢とし

て用いている。

図図表表  1111 ひひききここももりり支支援援担担当当者者がが業業務務をを行行うう上上でで抱抱ええるる場場合合がが多多いいとと思思わわれれるる困困難難ささのの

整整理理（（調調査査項項目目 とと のの選選択択肢肢にに該該当当すするる））

１ 物理的な職場環境に係るもの

２ 心理的な職場環境に係るもの

３ 役割上の葛藤、不明確さによるもの

４ 人間関係、対人関係に係るもの

５ 仕事のコントロールに係るもの

６ 仕事の量的な負荷と変動に係るもの

７ 仕事の将来性に関する不安に係るもの

８ 仕事の要求や難易度に係るもの

９ 仕事における技術活用に係るもの

仕事のやりがいに係るもの



 

18 
 

仕事の中で受ける心的外傷に係るもの

仕事の中で受ける心的外傷に係るもの

ワーク・ライフ・バランスに係るもの

➢ 困難さを解消するための方策を整理する上で有意義なフレームワークを整理

し、図表 に示す５分野（分野 ～ ）を作成した。調査項目 と の「ひ

きこもり支援担当者への支援に資する取組の内容」の選択肢として用いている。

なお、支援者支援に資する取組は、支援者が抱える職業性ストレスのケアから、

研修といった人材育成に係る事項まで、広く対象とすることとした。

図図表表  1122 支支援援者者支支援援にに資資すするる取取組組のの整整理理（（調調査査項項目目 とと のの選選択択肢肢にに該該当当すするる））

 分野 ：セルフケアに関連する取組

（支援担当者のストレスマネジメントやセルフケアを奨励するような取組）

 分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する取組

（部署内での事例検討会やスーパービジョンの実施、職場における支援マニュ

アルやガイドラインの作成、内部研修会の実施、担当ケースの割り振りや分担

の工夫、 支援者同士のネットワーク作りやピア・サポートを奨励する取組、定

時退社の声がけや定期的な有給休暇の取得の勧めといった勤務環境の改善に資

する取組等）

 分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、保健師や人事労務管理スタッフ

によるケア）に関連する取組

（組織内の産業保健スタッフ等による支援やメンタルヘルス対策に関する取組

等、組織内にもともと備わるメンタルヘルスの制度を特によく活用するといっ

た事例も含む）

 分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等による

ケア）に関連する取組

（外部の研修やセミナーへの参加や外部のカウンセリングやスーパービジョン

の利用を奨励するような取組）

 分野 ：その他（分野 ～ の分野以外）の取組

⚫ 第２期に行った調査では、先行して支援者支援に係る研究が行われている、看護分

野、高齢者福祉分野、児童福祉分野、障害福祉分野、生活保護・生活困窮分野、犯

罪者支援分野、災害支援分野等の研究に関する文献等から、「支援担当者の抱える

業務上の困難さ（ストレス要因等）」や「支援担当者のかかる業務所の困難さを軽

減・解消するための支援例」をより具体に表す情報を収集した。

⚫ その上で、本事業で以降に実施するひきこもり支援における支援者支援に関連する

調査（アンケート調査、ヒアリング調査）の結果を踏まえて、「ひきこもり支援担当

者の抱える業務上の困難さ（ストレス要因等）」や「ひきこもり支援担当者の抱え

る業務上の困難さを軽減・解消するための支援例」を整理する際に活用するための

フレームワークについても、さらに情報を収集した。

⚫ その結果として、「統合的なストレスモデル 」（労働安全衛生総合研究所）の枠組
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みを参考にしながら、ひきこもり支援者が業務上で抱える困難さを整理するための

枠組みの案を作成した（図表 ）。

➢ 支援者が業務上で抱える困難さを、「ストレッサー」、「資源 」、「モチベーショ

ン要因 」に分けて整理した。

➢ 支援者が業務上で抱える困難さの解決策、つまり、支援者支援に資する取組を、

「緩衝・強化要因」とした上で、取組の内容を「セルフケアに関連する取組」、

「ラインによるケアに関連する取組」、「組織として行うケアに関する取組」、

「組織外の資源を用いたケアに関する取組」に分けた。その上で、ストレッサ

ー等との関係性については、本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果

をもとにさらに検討することを今後の課題として明記しておく。

➢ その他に、本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果をもとに再度検討

して整理する必要があるものとして、ストレッサーや資源の背景にある事項が

あることを認識し、本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果をもとに

さらに検討することも今後の課題として明記しておく。

図図表表  1133 ひひききここももりり支支援援者者がが抱抱ええるる困困難難ささをを整整理理すするるたためめのの枠枠組組みみ（（案案））

 
 
注釈１：労働安全衛生総合研究所「統合的なストレスモデル」の枠組みを参考にした。

）

注釈２：「ストレッサー」、「資源」、「モチベーション要因」の枠内において、本事業のアンケート調査にお

いて選択肢として用いた事項に①〜⑬の付番をした。

注釈３：本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果をもとに再検討し整理する事項を点線で囲んだ

なお、本事業で調査対象としていない事項の文字をグレーにしている 。

 

 
 
合研究所（ ）
11 本事業においては、業務において得ることでストレングスとなる「資源」や「モチベーション要因」

を、得ることが出来ていない状態のことを「困難さ」と整理した。 

健康阻害要因
◼ 疲弊

心身の健康障害
◼ 疾病

増強 増強

増強 増強

減弱 減弱 減弱 減弱 減弱

ストレッサー
‘①物理的な職場環境に係るもの
‘③役割上の葛藤、不明確さによるもの
‘④人間関係、対人関係に係るもの
‘⑥仕事の量的な負荷と変動に係るもの
‘⑧仕事の要求や難易度に係るもの
‘⑪仕事の中で受ける心的外傷に係るもの
’⑬ワーク・ライフ・バランスに係るもの

資源
［個人］
‘⑨仕事における技術活用に係るもの
［仕事・職場］
‘②心理的な職場環境に係るもの
‘⑤仕事のコントロールに係るもの
‘⑦仕事の将来性に関する不安に係るもの
‘⑫仕事を行う上で得られる資源に係るもの

モチベーション要因
‘⑩仕事のやりがいに係るもの

資源
◼ パフォーマンス

緩衝・強化要因
◼ 支援者支援に資する各種取組 セルフケア ラインによるケア

組織として行うケア 組織外の資源を用いたケア

関係する要因
◼ ストレッサー等の背景にあ
るもの
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仕事の中で受ける心的外傷に係るもの

仕事の中で受ける心的外傷に係るもの

ワーク・ライフ・バランスに係るもの

➢ 困難さを解消するための方策を整理する上で有意義なフレームワークを整理

し、図表 に示す５分野（分野 ～ ）を作成した。調査項目 と の「ひ

きこもり支援担当者への支援に資する取組の内容」の選択肢として用いている。

なお、支援者支援に資する取組は、支援者が抱える職業性ストレスのケアから、

研修といった人材育成に係る事項まで、広く対象とすることとした。

図図表表  1122 支支援援者者支支援援にに資資すするる取取組組のの整整理理（（調調査査項項目目 とと のの選選択択肢肢にに該該当当すするる））
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アルやガイドラインの作成、内部研修会の実施、担当ケースの割り振りや分担

の工夫、 支援者同士のネットワーク作りやピア・サポートを奨励する取組、定

時退社の声がけや定期的な有給休暇の取得の勧めといった勤務環境の改善に資

する取組等）

 分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、保健師や人事労務管理スタッフ

によるケア）に関連する取組

（組織内の産業保健スタッフ等による支援やメンタルヘルス対策に関する取組

等、組織内にもともと備わるメンタルヘルスの制度を特によく活用するといっ

た事例も含む）

 分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等による

ケア）に関連する取組

（外部の研修やセミナーへの参加や外部のカウンセリングやスーパービジョン

の利用を奨励するような取組）

 分野 ：その他（分野 ～ の分野以外）の取組

⚫ 第２期に行った調査では、先行して支援者支援に係る研究が行われている、看護分

野、高齢者福祉分野、児童福祉分野、障害福祉分野、生活保護・生活困窮分野、犯

罪者支援分野、災害支援分野等の研究に関する文献等から、「支援担当者の抱える

業務上の困難さ（ストレス要因等）」や「支援担当者のかかる業務所の困難さを軽

減・解消するための支援例」をより具体に表す情報を収集した。

⚫ その上で、本事業で以降に実施するひきこもり支援における支援者支援に関連する

調査（アンケート調査、ヒアリング調査）の結果を踏まえて、「ひきこもり支援担当

者の抱える業務上の困難さ（ストレス要因等）」や「ひきこもり支援担当者の抱え

る業務上の困難さを軽減・解消するための支援例」を整理する際に活用するための

フレームワークについても、さらに情報を収集した。

⚫ その結果として、「統合的なストレスモデル 」（労働安全衛生総合研究所）の枠組
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みを参考にしながら、ひきこもり支援者が業務上で抱える困難さを整理するための

枠組みの案を作成した（図表 ）。

➢ 支援者が業務上で抱える困難さを、「ストレッサー」、「資源 」、「モチベーショ

ン要因 」に分けて整理した。

➢ 支援者が業務上で抱える困難さの解決策、つまり、支援者支援に資する取組を、

「緩衝・強化要因」とした上で、取組の内容を「セルフケアに関連する取組」、

「ラインによるケアに関連する取組」、「組織として行うケアに関する取組」、

「組織外の資源を用いたケアに関する取組」に分けた。その上で、ストレッサ

ー等との関係性については、本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果

をもとにさらに検討することを今後の課題として明記しておく。

➢ その他に、本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果をもとに再度検討

して整理する必要があるものとして、ストレッサーや資源の背景にある事項が

あることを認識し、本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果をもとに

さらに検討することも今後の課題として明記しておく。

図図表表  1133 ひひききここももりり支支援援者者がが抱抱ええるる困困難難ささをを整整理理すするるたためめのの枠枠組組みみ（（案案））

 
 
注釈１：労働安全衛生総合研究所「統合的なストレスモデル」の枠組みを参考にした。

）

注釈２：「ストレッサー」、「資源」、「モチベーション要因」の枠内において、本事業のアンケート調査にお

いて選択肢として用いた事項に①〜⑬の付番をした。

注釈３：本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果をもとに再検討し整理する事項を点線で囲んだ

なお、本事業で調査対象としていない事項の文字をグレーにしている 。

 

 
 
合研究所（ ）
11 本事業においては、業務において得ることでストレングスとなる「資源」や「モチベーション要因」

を、得ることが出来ていない状態のことを「困難さ」と整理した。 

健康阻害要因
◼ 疲弊

心身の健康障害
◼ 疾病

増強 増強

増強 増強

減弱 減弱 減弱 減弱 減弱

ストレッサー
‘①物理的な職場環境に係るもの
‘③役割上の葛藤、不明確さによるもの
‘④人間関係、対人関係に係るもの
‘⑥仕事の量的な負荷と変動に係るもの
‘⑧仕事の要求や難易度に係るもの
‘⑪仕事の中で受ける心的外傷に係るもの
’⑬ワーク・ライフ・バランスに係るもの

資源
［個人］
‘⑨仕事における技術活用に係るもの
［仕事・職場］
‘②心理的な職場環境に係るもの
‘⑤仕事のコントロールに係るもの
‘⑦仕事の将来性に関する不安に係るもの
‘⑫仕事を行う上で得られる資源に係るもの

モチベーション要因
‘⑩仕事のやりがいに係るもの

資源
◼ パフォーマンス

緩衝・強化要因
◼ 支援者支援に資する各種取組 セルフケア ラインによるケア

組織として行うケア 組織外の資源を用いたケア

関係する要因
◼ ストレッサー等の背景にあ
るもの
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第４章 ひきこもり支援担当者へのアンケート調査 
 

１ アンケート調査概要 
 

 目的
 

ひきこもり支援分野における支援者支援のあり方を検討するために、下記３項目を把

握することを目的とする。

① ひきこもり支援業務において支援担当者が抱える困難さ

② ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施状況

③ 支援者支援に係る取組のニーズ・課題等

なお、アンケート調査結果はヒアリング調査の対象を選定する際にも活用した。

 
 方法

 
インターネットによるアンケート調査により実施した。具体的には、対象となるセン

ターに対して、①本事業の概要と調査の目的、②調査回答用のインターネット画面

と二次元バーコード、③インターネット画面にログインするための ・パスワード、④

調査期間、⑤問い合わせ先を記した依頼状を郵送し、インターネット上でアンケート調

査専用ページの上で回答を求めた。

 対象
 
以下の２所でひきこもり支援に関わる者を対象とした。

① 全国 所 のひきこもり地域支援センターにてひきこもり支援担当者を管理する

立場の者

② 都道府県のひきこもり支援担当部門の者（※ひきこもり地域支援センター職員

に関する質問について、ひきこもり地域支援センター事業を外部に委託している、

センターを外部に設置している等の理由から回答が困難な場合は、その旨を表明し

た上で当該質問への回答は不要とした）

 調査の実施時期
 

年 月 日（月）～ 年 月 日（月） 

 調査内容

アンケート調査では、①ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援業務

で支援担当者が抱える困難さ、② ひきこもり地域支援センターにおける、ひきこもり

支援担当者への支援に係る取組の実施状況、③市町村のひきこもり相談窓口において、

 
 

厚生労働省「ひきこもり地域支援センター」の設置状況リスト 令和４年４月１日現在 」に記載されセ

ンターのうち、「分室」や「サテライト」と表記されたものは除いた。
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ひきこもり支援業務で支援担当者が抱える困難さ、④市町村のひきこもり相談窓口にお

ける、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施状況、⑤ひきこもり支援担当者

への支援に係る取組について知りたい事項等、⑥回答者の基本情報の６つに調査項目を

区分し、計 問（⑥回答者の基本情報を除く）の質問を設けた。

具体的なアンケート調査項目を以下に示す。

図図表表  1144 アアンンケケーートト調調査査項項目目

① ひきこもり地域支援セ
ンターにおいて、ひきこ
もり支援業務で支援担
当者が抱える困難さ

ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援担
当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ
図表 の ～ から上位３つ

上記困難さの具体例 その困難さを抱える主な支援者の属
性も記載

② ひきこもり地域支援セ
ンターにおける、ひきこ
もり支援担当者への支
援に係る取組の実施状
況

ひきこもり地域支援センターにおける、自組織内のひきこ
もり支援担当者への支援に資する取組の実施状況

取組実施有の場合 取組の内容（図表 の分野 ～ から
最大３つ）

・分野
・実施内容
・開始時期
・対象者
・取組を行う上での課題

（取組実施無の場合）取組を実施しない理由

③ 市町村のひきこもり相
談窓口において、ひきこ
もり支援業務で支援担
当者が抱える困難さ

管内の市町村のひきこもり相談窓口において、支援に従事
する担当者が業務を行う上で抱える困難さの把握状況

困難さを把握している場合 管内の市町村のひきこもり相
談窓口において、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で
抱える場合が多いと思われる困難さ 図表 の ～ か
ら上位３つ

上記困難さの具体例 その困難さを抱える主な支援者の属
性も記載

困難さを把握していない場合 その理由

④ 市町村のひきこもり相
談窓口における、ひきこ
もり支援担当者への支
援に係る取組の実施状
況

管内の市区町村のひきこもり相談窓口で支援に従事する担
当者への支援に資する取組の実施状況

取組実施有の場合 取組の内容（図表 の分野 ～ から
最大３つ）

・分野
・実施内容
・開始時期
・対象者
・取組を行う上での課題

⑤ ひきこもり支援担当者
への支援に係る取組に
ついて知りたい事項等

ひきこもり支援担当者への支援に係る取組について知りた
い事項や意見

ヒアリング調査への協力可否
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第４章 ひきこもり支援担当者へのアンケート調査 
 

１ アンケート調査概要 
 

 目的
 
ひきこもり支援分野における支援者支援のあり方を検討するために、下記３項目を把

握することを目的とする。

① ひきこもり支援業務において支援担当者が抱える困難さ

② ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施状況

③ 支援者支援に係る取組のニーズ・課題等

なお、アンケート調査結果はヒアリング調査の対象を選定する際にも活用した。

 
 方法

 
インターネットによるアンケート調査により実施した。具体的には、対象となるセン

ターに対して、①本事業の概要と調査の目的、②調査回答用のインターネット画面

と二次元バーコード、③インターネット画面にログインするための ・パスワード、④

調査期間、⑤問い合わせ先を記した依頼状を郵送し、インターネット上でアンケート調

査専用ページの上で回答を求めた。

 対象
 
以下の２所でひきこもり支援に関わる者を対象とした。

① 全国 所 のひきこもり地域支援センターにてひきこもり支援担当者を管理する

立場の者

② 都道府県のひきこもり支援担当部門の者（※ひきこもり地域支援センター職員

に関する質問について、ひきこもり地域支援センター事業を外部に委託している、

センターを外部に設置している等の理由から回答が困難な場合は、その旨を表明し

た上で当該質問への回答は不要とした）

 調査の実施時期
 

年 月 日（月）～ 年 月 日（月） 

 調査内容

アンケート調査では、①ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援業務

で支援担当者が抱える困難さ、② ひきこもり地域支援センターにおける、ひきこもり

支援担当者への支援に係る取組の実施状況、③市町村のひきこもり相談窓口において、

 
 

厚生労働省「ひきこもり地域支援センター」の設置状況リスト 令和４年４月１日現在 」に記載されセ

ンターのうち、「分室」や「サテライト」と表記されたものは除いた。
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ひきこもり支援業務で支援担当者が抱える困難さ、④市町村のひきこもり相談窓口にお

ける、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施状況、⑤ひきこもり支援担当者

への支援に係る取組について知りたい事項等、⑥回答者の基本情報の６つに調査項目を

区分し、計 問（⑥回答者の基本情報を除く）の質問を設けた。

具体的なアンケート調査項目を以下に示す。

図図表表  1144 アアンンケケーートト調調査査項項目目

① ひきこもり地域支援セ
ンターにおいて、ひきこ
もり支援業務で支援担
当者が抱える困難さ

ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援担
当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ
図表 の ～ から上位３つ

上記困難さの具体例 その困難さを抱える主な支援者の属
性も記載

② ひきこもり地域支援セ
ンターにおける、ひきこ
もり支援担当者への支
援に係る取組の実施状
況

ひきこもり地域支援センターにおける、自組織内のひきこ
もり支援担当者への支援に資する取組の実施状況

取組実施有の場合 取組の内容（図表 の分野 ～ から
最大３つ）

・分野
・実施内容
・開始時期
・対象者
・取組を行う上での課題

（取組実施無の場合）取組を実施しない理由

③ 市町村のひきこもり相
談窓口において、ひきこ
もり支援業務で支援担
当者が抱える困難さ

管内の市町村のひきこもり相談窓口において、支援に従事
する担当者が業務を行う上で抱える困難さの把握状況

困難さを把握している場合 管内の市町村のひきこもり相
談窓口において、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で
抱える場合が多いと思われる困難さ 図表 の ～ か
ら上位３つ

上記困難さの具体例 その困難さを抱える主な支援者の属
性も記載

困難さを把握していない場合 その理由

④ 市町村のひきこもり相
談窓口における、ひきこ
もり支援担当者への支
援に係る取組の実施状
況

管内の市区町村のひきこもり相談窓口で支援に従事する担
当者への支援に資する取組の実施状況

取組実施有の場合 取組の内容（図表 の分野 ～ から
最大３つ）

・分野
・実施内容
・開始時期
・対象者
・取組を行う上での課題

⑤ ひきこもり支援担当者
への支援に係る取組に
ついて知りたい事項等

ひきこもり支援担当者への支援に係る取組について知りた
い事項や意見

ヒアリング調査への協力可否
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⑥ 回答者の基本情報 ― 都道府県、機関名、氏名、所属部門、職位、性別、年齢、相
談支援の通算経験年数 ひきこもり支援分野、ひきこもり支
援分野以外 、保有する資格、担当業務、所属先の相談件数、
ひきこもり支援に携わる職員数（常勤、非常勤）

【凡例】 単数回答、 複数回答、 自由回答

 
 回収結果

ひきこもり地域支援センター： 件（ ）

都道府県庁： 件（ ）

２ アンケート調査結果 
 

図表 の ～ の結果をまとめる。

 ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援業務で支

援担当者が抱える困難さ
 

ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さについ

て、選択肢 ～ の内、上位３つの回答を求めた（ ）。本項目は、ひきこもり地域支

援センター及び都道府県庁の回答の合計、ひきこもり地域支援センターの回答、都道府

県庁の回答の３つに分けて結果を記す。

ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁の回答の合計

ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁において、上位１は 件（全体の ）

の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されてい

ることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの問

題）」で 件（ ）、次いで、「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の量が

多いこと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」で 件（ ）、「 人間

関係、対人関係に係るもの（職場内での意見の相違や対立、支援対象者や対象家族との

接点や意見の相違や対立、連携先機関担当者との意見の相違や対立など対人関係に関す

る問題）」で６件（ ）である。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」及び「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事

の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が

必要となるなどの問題）」が各 件（ ）、次いで、「 仕事における技術活用に係

るもの（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、持つべき技

術や知識等があいまいであるなどの問題）」で９件（ ）である。

上位３は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」で９件（ ）、次いで「 仕事の将来性に関

する不安に係るもの（支援者としてのキャリア形成における方針や目標が明確でない、

仕事が不安定で将来の見込みがないなどの問題）」で８件（ ）、「 仕事における

技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、
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持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」で７件（ ）である。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおいて、上位１は 件（全体の ）の回答があ

り、最多は「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されていることが難

しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの問題）」 件

（ ）、次いで「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の量が多いこと、仕

事の内容がよく変わることなどによる問題）」で 件（ ）、「 人間関係、対人関

係に係るもの（職場内での意見の相違や対立、支援対象者や対象家族との接点や意見の

相違や対立、連携先機関担当者との意見の相違や対立など対人関係に関する問題）」及

び「 仕事の中で受ける心的外傷に係るもの（ショックを受ける、恐い思いをする、

思い悩む、緊張が続くなどの問題）」で各５件（ ）である。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 人間関係、対人関係に係

るもの（職場内での意見の相違や対立、支援対象者や対象家族との接点や意見の相違や

対立、連携先機関担当者との意見の相違や対立など対人関係に関する問題）」で 件

（ ）である。

上位３は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」で９件（ ）である。

都道府県庁の回答

都道府県のひきこもり地域支援センターにおいて、上位１は７件（全体の ）の

回答があり、最多は「 役割上の葛藤、不明確さによるもの（援助者としての規範意

識や使命感にとらわれること、仕事上の役割があいまいであることなどの問題）」で２

件（ ）である。

上位２は、７件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」で２件（ ）である。

上位３は、「 仕事における技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが活

用されていない、不足している、持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」

で２件（ ）である。
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⑥ 回答者の基本情報 ― 都道府県、機関名、氏名、所属部門、職位、性別、年齢、相
談支援の通算経験年数 ひきこもり支援分野、ひきこもり支
援分野以外 、保有する資格、担当業務、所属先の相談件数、
ひきこもり支援に携わる職員数（常勤、非常勤）

【凡例】 単数回答、 複数回答、 自由回答

 
 回収結果

ひきこもり地域支援センター： 件（ ）

都道府県庁： 件（ ）

２ アンケート調査結果 
 
図表 の ～ の結果をまとめる。

 ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援業務で支

援担当者が抱える困難さ
 
ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さについ

て、選択肢 ～ の内、上位３つの回答を求めた（ ）。本項目は、ひきこもり地域支

援センター及び都道府県庁の回答の合計、ひきこもり地域支援センターの回答、都道府

県庁の回答の３つに分けて結果を記す。

ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁の回答の合計

ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁において、上位１は 件（全体の ）

の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されてい

ることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの問

題）」で 件（ ）、次いで、「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の量が

多いこと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」で 件（ ）、「 人間

関係、対人関係に係るもの（職場内での意見の相違や対立、支援対象者や対象家族との

接点や意見の相違や対立、連携先機関担当者との意見の相違や対立など対人関係に関す

る問題）」で６件（ ）である。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」及び「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事

の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が

必要となるなどの問題）」が各 件（ ）、次いで、「 仕事における技術活用に係

るもの（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、持つべき技

術や知識等があいまいであるなどの問題）」で９件（ ）である。

上位３は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」で９件（ ）、次いで「 仕事の将来性に関

する不安に係るもの（支援者としてのキャリア形成における方針や目標が明確でない、

仕事が不安定で将来の見込みがないなどの問題）」で８件（ ）、「 仕事における

技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、
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持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」で７件（ ）である。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおいて、上位１は 件（全体の ）の回答があ

り、最多は「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されていることが難

しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの問題）」 件

（ ）、次いで「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の量が多いこと、仕

事の内容がよく変わることなどによる問題）」で 件（ ）、「 人間関係、対人関

係に係るもの（職場内での意見の相違や対立、支援対象者や対象家族との接点や意見の

相違や対立、連携先機関担当者との意見の相違や対立など対人関係に関する問題）」及

び「 仕事の中で受ける心的外傷に係るもの（ショックを受ける、恐い思いをする、

思い悩む、緊張が続くなどの問題）」で各５件（ ）である。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 人間関係、対人関係に係

るもの（職場内での意見の相違や対立、支援対象者や対象家族との接点や意見の相違や

対立、連携先機関担当者との意見の相違や対立など対人関係に関する問題）」で 件

（ ）である。

上位３は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」で９件（ ）である。

都道府県庁の回答

都道府県のひきこもり地域支援センターにおいて、上位１は７件（全体の ）の

回答があり、最多は「 役割上の葛藤、不明確さによるもの（援助者としての規範意

識や使命感にとらわれること、仕事上の役割があいまいであることなどの問題）」で２

件（ ）である。

上位２は、７件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」で２件（ ）である。

上位３は、「 仕事における技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが活

用されていない、不足している、持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」

で２件（ ）である。
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続いて、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ

について、それぞれ具体例を記述式（最大３つまで）で回答を求めた（ ）。

以降は、調査で得られた自由記述式回答の内容を整理した結果を述べる。

ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さについ

ては、有効な記述は計 件あった（上位１から３までの合算。なお、ひきこもり地域

支援センターからの回答と都道府県庁からの回答を合わせた上で整理している）。

自由記述式回答の内容を一つずつ確認し、似た記述同士をグループにするなどして整

理し、作成した概念ツリーを下記に示す。

結果的に、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難

さを全 の小項目に分類することができた。小項目を一部補足すると、「ひきこもり相

談の特徴を理解してもらえない」 とは、支援が長期に渡ることで業務効率が悪いと

思われているのではないかという心理的な負荷、「支援方法が限られるといった役割上

の限界」 とは、センターの設置形態によりアウトリーチは実施せず身近な支援機関

につなぐなど役割に制限があること、「支援者支援よりもひきこもり支援を優先」

とは、相談者からの相談支援を優先的に対応し支援者への支援が後回しになってしまう

こと、「専門性による違い」 とは、ひきこもり相談は多職種で支援しているため専

門性や考え方により支援のタイミングや方法が異なるということ、「行政評価の考え方

により事業増加」 とは、現在の成果指標 人口から推定した人数がどれだけフォロ

ーされているかで成果を測る方法 では相談支援や関連事業が増加する一方であること、

「地域資源の活用や連携」 とは、社会資源が限られており他機関との連携できる機

関が少ない あるいは、ほとんどない 場合もあること、を言う。

  
図図表表  1188 ひひききここももりり支支援援担担当当者者がが業業務務をを行行うう上上でで抱抱ええるる場場合合がが多多いいとと思思わわれれるる困困難難ささのの

概概念念ツツリリーー
※ 項目のうち、困難さの背景にあるひきこもり支援特有の事項と

関連があると思われる小項目をグレーでハイライトしている

大項目 中項目 小項目

物理的な職場環境

に係るもの

スペース
広さ

相談室が確保できない

照明 暗い

騒音・防音 話し声が気になる

機材 電話機、電話回線

心理的な職場環境

に係るもの

安心して業務に取り

組める場の状況や雰

囲気

皆で共有し検討できる場や雰囲気の必要性

心理的負荷、困難感
ひきこもり相談の特徴を理解してもらえない

専門性や相談方法が異なること

役割上の葛藤、不

明確さによるもの

仕事上の役割があい

まい
どこまで担うべきなのか

役割上の葛藤

求められる仕事と専門性のギャップ

精神保健福祉士であることと、行政職員であるこ

との立場の矛盾（個別性 全体性）

支援方法が限られるといった役割上の限界

役割分担の難しさ 専門性を要する業務を分担できない

援助者としての規範

意識や使命感にとら

われること

支援者支援よりもひきこもり支援を優先
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続いて、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ

について、それぞれ具体例を記述式（最大３つまで）で回答を求めた（ ）。

以降は、調査で得られた自由記述式回答の内容を整理した結果を述べる。
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支援センターからの回答と都道府県庁からの回答を合わせた上で整理している）。

自由記述式回答の内容を一つずつ確認し、似た記述同士をグループにするなどして整

理し、作成した概念ツリーを下記に示す。

結果的に、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難

さを全 の小項目に分類することができた。小項目を一部補足すると、「ひきこもり相

談の特徴を理解してもらえない」 とは、支援が長期に渡ることで業務効率が悪いと

思われているのではないかという心理的な負荷、「支援方法が限られるといった役割上
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につなぐなど役割に制限があること、「支援者支援よりもひきこもり支援を優先」

とは、相談者からの相談支援を優先的に対応し支援者への支援が後回しになってしまう

こと、「専門性による違い」 とは、ひきこもり相談は多職種で支援しているため専

門性や考え方により支援のタイミングや方法が異なるということ、「行政評価の考え方

により事業増加」 とは、現在の成果指標 人口から推定した人数がどれだけフォロ

ーされているかで成果を測る方法 では相談支援や関連事業が増加する一方であること、

「地域資源の活用や連携」 とは、社会資源が限られており他機関との連携できる機

関が少ない あるいは、ほとんどない 場合もあること、を言う。

  
図図表表  1188 ひひききここももりり支支援援担担当当者者がが業業務務をを行行うう上上でで抱抱ええるる場場合合がが多多いいとと思思わわれれるる困困難難ささのの

概概念念ツツリリーー
※ 項目のうち、困難さの背景にあるひきこもり支援特有の事項と

関連があると思われる小項目をグレーでハイライトしている

大項目 中項目 小項目

物理的な職場環境

に係るもの

スペース
広さ

相談室が確保できない

照明 暗い

騒音・防音 話し声が気になる

機材 電話機、電話回線

心理的な職場環境

に係るもの

安心して業務に取り

組める場の状況や雰

囲気

皆で共有し検討できる場や雰囲気の必要性

心理的負荷、困難感
ひきこもり相談の特徴を理解してもらえない

専門性や相談方法が異なること

役割上の葛藤、不

明確さによるもの

仕事上の役割があい

まい
どこまで担うべきなのか

役割上の葛藤

求められる仕事と専門性のギャップ

精神保健福祉士であることと、行政職員であるこ

との立場の矛盾（個別性 全体性）

支援方法が限られるといった役割上の限界

役割分担の難しさ 専門性を要する業務を分担できない

援助者としての規範

意識や使命感にとら

われること

支援者支援よりもひきこもり支援を優先
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大項目 中項目 小項目

人間関係、対人関

係に係るもの

連携先機関担当者と

の意見の相違

意識の差、期待とのギャップ

ケース共有や検討の難しさ

業務の進め方の違い

支援対象者や対象家

族との接点や意見の

相違や対立

長期化

支援対象者との接点が得られない

家族は焦り、当事者は放っておいて欲しいと思っ

ていること

職場内での意見の相

違や対立

専門性による違い

スキルや経験の差

仕事のコントロー

ルに係るもの

仕事の内容、時間、

予定、手順を自分で

決められない

救急対応により後回しになる業務あり

固定業務があり自由度低い

業務多く多忙

仕事の量的な負荷

と変動に係るもの

仕事の量が多い

相談件数の多さ

長期の支援

業務の多様さ

兼務

人員不足

行政評価の考え方により事業増加

仕事の量の偏り スキルの差

業務体制の変動 異動、退職

仕事の将来性に関

する不安に係るも

の

仕事が不安定で将来

の見込みがない

任期付きの雇用形態

報酬の低さ

組織の経済基盤の脆弱さ

支援者としてのキャ

リア形成における方

針や目標が明確でな

い

昇給なし、転職以外のキャリアアップない

他職場への活かしづらさ

異動

仕事の要求や難易

度に係るもの

仕事上で要求されて

いることの難しさ

長期間の支援

スモールステップでの歩み

支援のゴールや方向性の多様さ

困難ケースへの対応

相談内容や支援対象者の抱える課題の多様さ

求められる役割の多様さ

支援者によるスタンスの違い

地域資源の活用や連携

仕事における技術

活用に係るもの

技術や知識等が不足

ひきこもり支援経験

地域資源に関する知識

専門的なアセスメント手法

支援への繋がりにくさへの対応方法

支援者のモチベーションを上げる技術

コンサルテーションや進捗管理、スーパーバイズ

あらゆる知識や技術

正しいのかどうか手探りの状況

どこで線引きするか、どこまで抱えるべきか

有資格者ではない

持つべき技術や知識

等があいまい

何をどこまで習得すべきか

ケースによる個別性に対応できる技術はあるのか
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大項目 中項目 小項目

仕事のやりがいに

係るもの

仕事を通して達成感

や満足感

目に見える変化が乏しい

実感がわかない

回復や変化を求められることへの不消化感

電話相談で成果が見えづらい

自己を評価する気持

ち
目標設定・評価尺度がない

仕事の中で受ける

心的外傷に係るも

の

ショックを受ける 相談者の死や辛い経験、心無い言葉

恐い思いをする 怒鳴る、暴言、物にあたる、逆恨み、

思い悩む

一つ一つの事例に思い悩む

周りの不理解

困難ケースへの向き合い方

重度のストレス 相談者のやり場のない不安感や怒りの受け止め

緊張が続く 相談の性質上緊張が続く

仕事を行う上で得

られる資源に係る

もの

仕事内容へのフィー

ドバックがない
事例検討、

スキル向上やキャリ

ア開発の機会がない

異動のためスキルが蓄積しない

支援スキルに関する研修が必要

初任者向け研修が必要

外に目を向け視野を広げる機会がない

正当な評価
成果が見えにくい

職務内容に見合った報酬が得られない

ワーク・ライフ・

バランスに係るも

の

仕事の内容や働き方

が自分の生活に対し

て好ましくない影響

業務負荷により残業

人員不足のため休暇取得困難

家庭の事情への配慮

ひきこもり地域支援センターにおける、ひきこもり支援担当者へ

の支援に係る取組の実施状況
 
ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおける、自組織内のひきこもり支援担当者への支援に

資する取組の実施状況について回答を求めた（ ）。

ひきこもり地域支援センターにおいて、 件の回答があり、その内、自組織内のひき

こもり支援担当者への支援に資する取組を実施しているのは 件（ ）、実施して

いないのは５件（ ）であった。

図図表表  1199 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組をを実実施施（（ ））

実施している 実施していない
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大項目 中項目 小項目

人間関係、対人関

係に係るもの

連携先機関担当者と

の意見の相違

意識の差、期待とのギャップ

ケース共有や検討の難しさ

業務の進め方の違い

支援対象者や対象家

族との接点や意見の

相違や対立

長期化

支援対象者との接点が得られない

家族は焦り、当事者は放っておいて欲しいと思っ

ていること

職場内での意見の相

違や対立

専門性による違い

スキルや経験の差

仕事のコントロー

ルに係るもの

仕事の内容、時間、

予定、手順を自分で

決められない

救急対応により後回しになる業務あり

固定業務があり自由度低い

業務多く多忙

仕事の量的な負荷
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相談件数の多さ
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人員不足

行政評価の考え方により事業増加

仕事の量の偏り スキルの差

業務体制の変動 異動、退職
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する不安に係るも

の

仕事が不安定で将来
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任期付きの雇用形態
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組織の経済基盤の脆弱さ

支援者としてのキャ

リア形成における方

針や目標が明確でな

い

昇給なし、転職以外のキャリアアップない

他職場への活かしづらさ

異動

仕事の要求や難易

度に係るもの

仕事上で要求されて

いることの難しさ

長期間の支援

スモールステップでの歩み

支援のゴールや方向性の多様さ

困難ケースへの対応

相談内容や支援対象者の抱える課題の多様さ

求められる役割の多様さ

支援者によるスタンスの違い

地域資源の活用や連携

仕事における技術

活用に係るもの

技術や知識等が不足

ひきこもり支援経験

地域資源に関する知識

専門的なアセスメント手法

支援への繋がりにくさへの対応方法

支援者のモチベーションを上げる技術

コンサルテーションや進捗管理、スーパーバイズ

あらゆる知識や技術

正しいのかどうか手探りの状況

どこで線引きするか、どこまで抱えるべきか

有資格者ではない

持つべき技術や知識

等があいまい

何をどこまで習得すべきか

ケースによる個別性に対応できる技術はあるのか
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大項目 中項目 小項目

仕事のやりがいに

係るもの

仕事を通して達成感

や満足感

目に見える変化が乏しい

実感がわかない

回復や変化を求められることへの不消化感

電話相談で成果が見えづらい

自己を評価する気持

ち
目標設定・評価尺度がない

仕事の中で受ける

心的外傷に係るも

の

ショックを受ける 相談者の死や辛い経験、心無い言葉

恐い思いをする 怒鳴る、暴言、物にあたる、逆恨み、

思い悩む

一つ一つの事例に思い悩む

周りの不理解

困難ケースへの向き合い方

重度のストレス 相談者のやり場のない不安感や怒りの受け止め

緊張が続く 相談の性質上緊張が続く

仕事を行う上で得

られる資源に係る

もの

仕事内容へのフィー

ドバックがない
事例検討、

スキル向上やキャリ

ア開発の機会がない

異動のためスキルが蓄積しない

支援スキルに関する研修が必要

初任者向け研修が必要

外に目を向け視野を広げる機会がない

正当な評価
成果が見えにくい

職務内容に見合った報酬が得られない

ワーク・ライフ・

バランスに係るも

の

仕事の内容や働き方

が自分の生活に対し

て好ましくない影響

業務負荷により残業

人員不足のため休暇取得困難

家庭の事情への配慮

ひきこもり地域支援センターにおける、ひきこもり支援担当者へ

の支援に係る取組の実施状況
 
ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおける、自組織内のひきこもり支援担当者への支援に

資する取組の実施状況について回答を求めた（ ）。

ひきこもり地域支援センターにおいて、 件の回答があり、その内、自組織内のひき

こもり支援担当者への支援に資する取組を実施しているのは 件（ ）、実施して

いないのは５件（ ）であった。

図図表表  1199 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組をを実実施施（（ ））

実施している 実施していない
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で「ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施している」と回答した

件（ ）に、続いて、実施しているひきこもり支援に資する取組について回答を求

めた（ ）ところ（図表 で示した分野 ～ の選択肢から最大３つまで）、結果

として計 件の回答を得た。

最多は、「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する取組」で

件（ ）、次いで、「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専

門家等によるケア）に関連する取組」で 件（ ）、「分野 ：セルフケアに関連す

る取組」で 件（ ）、「分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、保健師や人

事労務管理スタッフによるケア）に関連する取組」で９件（ ）であった。

なお、「分野 ：その他（分野 ～ の分野以外）の取組」と回答された２件は、自由

記述式で回答された内容を確認したところ、分野 ～ いずれかに該当する内容であっ

たため、該当する選択肢を振りなおした。また、「ストレスチェック」は「分野 ：セル

フケアに関連する取組」、「休暇取得の促進」や「残業時間削減」、「柔軟な働き方の推進」

は「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する取組」に分類した。

図図表表  2200 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおけけるる自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組（（ ＝＝ ））

次いで、上記におけるひきこもり支援に資する取組の実施内容、開始時期、対象の回

答を求めた（ 、 、 ）。これら回答は、「第５章 ひきこもり支援担当者への

ヒアリング調査」のヒアリング対象先の選定における参考とした。

続いて、ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援に資する取組を行う

上での課題について、自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）（ ）。自由記述

式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、カテゴリーごとに分類

して集計した。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、あてはまる全てのカ

テゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

その結果、ひきこもり支援に資する取組を行う上での課題において、最多は「時間や

日程の調整」で 件（ ）、次いで、「リソース（実施者、利用できる制度やサービ

ス等）の確保」で９件（ ）、「対象者・参加者の設定、参加勧奨」及び「取組の効

果、効果を高める工夫」で８件（ ）であった。

  

分野 ：セルフケアに関連する取組

分野 ：ラインによるケア（管理監督者による

ケア）に関連する取組

分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、

保健師や人事労務管理スタッフによるケア）

に関連する取組

分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の

専門的な機関や専門家等によるケア）に関連

する取組
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図図表表  2211 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおけけるる取取組組をを行行うう上上ででのの課課題題（（ ＝＝ ））

で「ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施していない」と回答した

５件（ ）に、ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施しない理由を複数

回答で求めた。最多は「支援の実施方法（企画・立案）が分からない」が３件（ ）、

次いで、「支援を実施できる者がいない、利用できる制度やサービスがない」及び「時

間がない」、「その他」が各２件（ ）であった。

図図表表  2222 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組をを実実施施ししなないい理理由由（（ ＝＝ ））

リソース（実施者、利用できる制度やサービス

等）の確保

予算の確保

時間や日程の調整

実施準備、実施方法の変更

対象者・参加者の設定、参加勧奨

遂行が困難／取組の限界

取組の効果、効果を高める工夫

取組の効果の確認、評価

支援の実施方法（企画・立案）が分からない

支援を実施できる者がいない、利用できる制

度やサービスがない

予算がない

時間がない

場所がない

教材やツールがない

ひきこもり支援に従事する相談員等を管理・

後方支援する立場として必要性を感じない

その他
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で「ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施している」と回答した

件（ ）に、続いて、実施しているひきこもり支援に資する取組について回答を求

めた（ ）ところ（図表 で示した分野 ～ の選択肢から最大３つまで）、結果

として計 件の回答を得た。

最多は、「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する取組」で

件（ ）、次いで、「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専

門家等によるケア）に関連する取組」で 件（ ）、「分野 ：セルフケアに関連す

る取組」で 件（ ）、「分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、保健師や人

事労務管理スタッフによるケア）に関連する取組」で９件（ ）であった。

なお、「分野 ：その他（分野 ～ の分野以外）の取組」と回答された２件は、自由

記述式で回答された内容を確認したところ、分野 ～ いずれかに該当する内容であっ

たため、該当する選択肢を振りなおした。また、「ストレスチェック」は「分野 ：セル

フケアに関連する取組」、「休暇取得の促進」や「残業時間削減」、「柔軟な働き方の推進」

は「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する取組」に分類した。

図図表表  2200 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおけけるる自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組（（ ＝＝ ））

次いで、上記におけるひきこもり支援に資する取組の実施内容、開始時期、対象の回

答を求めた（ 、 、 ）。これら回答は、「第５章 ひきこもり支援担当者への

ヒアリング調査」のヒアリング対象先の選定における参考とした。

続いて、ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援に資する取組を行う

上での課題について、自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）（ ）。自由記述

式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、カテゴリーごとに分類

して集計した。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、あてはまる全てのカ

テゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

その結果、ひきこもり支援に資する取組を行う上での課題において、最多は「時間や

日程の調整」で 件（ ）、次いで、「リソース（実施者、利用できる制度やサービ

ス等）の確保」で９件（ ）、「対象者・参加者の設定、参加勧奨」及び「取組の効

果、効果を高める工夫」で８件（ ）であった。

  

分野 ：セルフケアに関連する取組

分野 ：ラインによるケア（管理監督者による

ケア）に関連する取組

分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、

保健師や人事労務管理スタッフによるケア）

に関連する取組

分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の

専門的な機関や専門家等によるケア）に関連

する取組
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図図表表  2211 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおけけるる取取組組をを行行うう上上ででのの課課題題（（ ＝＝ ））

で「ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施していない」と回答した

５件（ ）に、ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施しない理由を複数

回答で求めた。最多は「支援の実施方法（企画・立案）が分からない」が３件（ ）、

次いで、「支援を実施できる者がいない、利用できる制度やサービスがない」及び「時

間がない」、「その他」が各２件（ ）であった。

図図表表  2222 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組をを実実施施ししなないい理理由由（（ ＝＝ ））

リソース（実施者、利用できる制度やサービス

等）の確保

予算の確保

時間や日程の調整

実施準備、実施方法の変更

対象者・参加者の設定、参加勧奨

遂行が困難／取組の限界

取組の効果、効果を高める工夫

取組の効果の確認、評価

支援の実施方法（企画・立案）が分からない

支援を実施できる者がいない、利用できる制

度やサービスがない

予算がない

時間がない

場所がない

教材やツールがない

ひきこもり支援に従事する相談員等を管理・

後方支援する立場として必要性を感じない

その他
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都道府県庁の回答

都道府県のひきこもり地域支援センターにおいて、自組織内のひきこもり支援担当者

への支援に資する取組の実施について回答を求めた（ ）。

まず、都道府県庁においては、「ひきこもり地域支援センター事業を外部に委託して

実施している、ひきこもり地域支援センターを庁外に設置している等」の理由で「この

質問をひきこもり地域支援センターが回答する」としたのが、全体の 件中、 件

（ ）であった。そのため、本項目の有効回答数は 件となった。

その中で、都道府県のひきこもり地域支援センターにおいて、自組織内のひきこもり

支援担当者への支援に資する取組を実施しているのは４件（ ）、実施していないの

は３件（ ）、無回答が２件（ ）であった。

図図表表  2233 都都道道府府県県ののひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担

当当者者へへのの支支援援にに資資すするる取取組組をを実実施施（（ ））

で「実施している」と回答した４件（ ）に、続いて、実施しているひきこも

り支援に資する取組の内容について回答を求めた（ ）ところ（図表 で示した

分野 ～ の選択肢から最大３つまで）、結果として計４件の回答を得た。

最多は、「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する取組」及び

「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等によるケア）

に関連する取組」で各２件（ ）であった。
  
図図表表  2244 都都道道府府県県ののひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおけけるる自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担

当当者者へへのの支支援援にに資資すするる取取組組（（ ＝＝４４））

実施している 実施していない 無回答

分野 ：セルフケアに関連する取組

分野 ：ラインによるケア（管理監督者による

ケア）に関連する取組

分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、

保健師や人事労務管理スタッフによるケア）

に関連する取組

分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の

専門的な機関や専門家等によるケア）に関連

する取組
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次いで、上記におけるひきこもり支援に資する取組の実施内容、開始時期、対象の回

答を求めた（ 、 、 ）。これら回答は、「第５章 ひきこもり支援担当者への

ヒアリング調査」のヒアリング対象先の選定における参考とした。

続いて、都道府県のひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援に資する

取組を行う上での課題について、自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）（ ）。

自由記述式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、カテゴリーご

とに分類して集計した。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、あてはまる

全てのカテゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

その結果、ひきこもり支援に資する取組を行う上での課題において、最多は「時間や

日程の調整」及び「遂行が困難／取組の限界」で各２件（ ）であった。
  
図図表表  2255 都都道道府府県県ののひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組をを行行うう上上ででのの課課題題（（ ＝＝２２））

で「ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施していない」と回答した

３件（ ）に、ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施しない理由を複

数回答で求めた。最多は「予算がない」が３件（ ）、次いで、「支援の実施方法（企

画・立案）が分からない」「支援を実施できる者がいない、利用できる制度やサービス

がない」「時間がない」「教材やツールがない」が各１件（ ）であった。
  

  

リソース（実施者、利用できる制度やサービ

ス等）の確保

予算の確保

時間や日程の調整

実施準備、実施方法の変更

対象者・参加者の設定、参加勧奨

遂行が困難／取組の限界

取組の効果、効果を高める工夫

取組の効果の確認、評価
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都道府県庁の回答

都道府県のひきこもり地域支援センターにおいて、自組織内のひきこもり支援担当者

への支援に資する取組の実施について回答を求めた（ ）。

まず、都道府県庁においては、「ひきこもり地域支援センター事業を外部に委託して

実施している、ひきこもり地域支援センターを庁外に設置している等」の理由で「この

質問をひきこもり地域支援センターが回答する」としたのが、全体の 件中、 件

（ ）であった。そのため、本項目の有効回答数は 件となった。

その中で、都道府県のひきこもり地域支援センターにおいて、自組織内のひきこもり

支援担当者への支援に資する取組を実施しているのは４件（ ）、実施していないの

は３件（ ）、無回答が２件（ ）であった。

図図表表  2233 都都道道府府県県ののひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担

当当者者へへのの支支援援にに資資すするる取取組組をを実実施施（（ ））

で「実施している」と回答した４件（ ）に、続いて、実施しているひきこも

り支援に資する取組の内容について回答を求めた（ ）ところ（図表 で示した

分野 ～ の選択肢から最大３つまで）、結果として計４件の回答を得た。

最多は、「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する取組」及び

「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等によるケア）

に関連する取組」で各２件（ ）であった。
  
図図表表  2244 都都道道府府県県ののひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおけけるる自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担

当当者者へへのの支支援援にに資資すするる取取組組（（ ＝＝４４））

実施している 実施していない 無回答

分野 ：セルフケアに関連する取組

分野 ：ラインによるケア（管理監督者による

ケア）に関連する取組

分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、

保健師や人事労務管理スタッフによるケア）

に関連する取組

分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の

専門的な機関や専門家等によるケア）に関連

する取組
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次いで、上記におけるひきこもり支援に資する取組の実施内容、開始時期、対象の回

答を求めた（ 、 、 ）。これら回答は、「第５章 ひきこもり支援担当者への

ヒアリング調査」のヒアリング対象先の選定における参考とした。

続いて、都道府県のひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援に資する

取組を行う上での課題について、自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）（ ）。

自由記述式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、カテゴリーご

とに分類して集計した。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、あてはまる

全てのカテゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

その結果、ひきこもり支援に資する取組を行う上での課題において、最多は「時間や

日程の調整」及び「遂行が困難／取組の限界」で各２件（ ）であった。
  
図図表表  2255 都都道道府府県県ののひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組をを行行うう上上ででのの課課題題（（ ＝＝２２））

で「ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施していない」と回答した

３件（ ）に、ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を実施しない理由を複

数回答で求めた。最多は「予算がない」が３件（ ）、次いで、「支援の実施方法（企

画・立案）が分からない」「支援を実施できる者がいない、利用できる制度やサービス

がない」「時間がない」「教材やツールがない」が各１件（ ）であった。
  

  

リソース（実施者、利用できる制度やサービ

ス等）の確保

予算の確保

時間や日程の調整

実施準備、実施方法の変更

対象者・参加者の設定、参加勧奨

遂行が困難／取組の限界

取組の効果、効果を高める工夫

取組の効果の確認、評価
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図図表表  2266 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、自自組組織織内内ののひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支

援援にに資資すするる取取組組をを実実施施ししなないい理理由由（（ ））

 
 

支援の実施方法（企画・立案）が分からない

支援を実施できる者がいない、利用できる制度や

サービスがない

予算がない

時間がない

場所がない

教材やツールがない

ひきこもり支援に従事する相談員等を管理・後方

支援する立場として必要性を感じない

その他
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市町村のひきこもり相談窓口において、ひきこもり支援業務で

支援担当者が抱える困難さ

管内の市町村のひきこもり相談窓口において、支援に従事する担当者が業務を行う上

で抱える困難さの把握状況について回答を求めた（ ）。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターでは 件（全体の ）の回答があり、「把握してい

る」が 件（ ）、「把握していない」が 件（ ）であった。

図図表表  2277 管管内内のの市市町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者がが業業務務をを行行うう上上でで

抱抱ええるる困困難難ささががどどののよよううななももののででああるるかかににつついいてて把把握握のの有有無無（（ ））

都道府県庁の回答

都道府県庁では 件（全体の ）の回答があり、「把握している」が 件（ ）、

「把握していない」が 件（ ）であった。

図図表表  2288 管管内内のの市市町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者がが業業務務をを行行うう上上でで

抱抱ええるる困困難難ささががどどののよよううななももののででああるるかかににつついいてて把把握握のの有有無無（（ ））

次いで、 で「管内の市町村のひきこもり相談窓口において、ひきこもり支援担当者

が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ」について「把握している」と回

答したひきこもり地域支援センター 件、都道府県庁 件の計 件には、管内の市

町村のひきこもり支相談窓口において、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える

場合が多いと思われる困難さについて、選択肢 ～ の内、上位３つの回答を求めた

（ ）。本項目は、ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁の合計、ひきこもり地

域支援センター、都道府県庁の３つに分けて結果を記す。

把握している 把握していない

把握している 把握していない
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予算がない

時間がない
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市町村のひきこもり相談窓口において、ひきこもり支援業務で

支援担当者が抱える困難さ

管内の市町村のひきこもり相談窓口において、支援に従事する担当者が業務を行う上

で抱える困難さの把握状況について回答を求めた（ ）。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターでは 件（全体の ）の回答があり、「把握してい

る」が 件（ ）、「把握していない」が 件（ ）であった。

図図表表  2277 管管内内のの市市町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者がが業業務務をを行行うう上上でで

抱抱ええるる困困難難ささががどどののよよううななももののででああるるかかににつついいてて把把握握のの有有無無（（ ））

都道府県庁の回答

都道府県庁では 件（全体の ）の回答があり、「把握している」が 件（ ）、

「把握していない」が 件（ ）であった。

図図表表  2288 管管内内のの市市町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者がが業業務務をを行行うう上上でで

抱抱ええるる困困難難ささががどどののよよううななももののででああるるかかににつついいてて把把握握のの有有無無（（ ））

次いで、 で「管内の市町村のひきこもり相談窓口において、ひきこもり支援担当者

が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ」について「把握している」と回

答したひきこもり地域支援センター 件、都道府県庁 件の計 件には、管内の市

町村のひきこもり支相談窓口において、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える

場合が多いと思われる困難さについて、選択肢 ～ の内、上位３つの回答を求めた

（ ）。本項目は、ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁の合計、ひきこもり地

域支援センター、都道府県庁の３つに分けて結果を記す。

把握している 把握していない

把握している 把握していない
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ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁の回答の合計

ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁において、上位１は 件（全体の ）

の回答があった。最多は「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されて

いることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの

問題）」で 件（ ％）、次いで、「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の

量が多いこと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」で 件（ ）、「 仕

事における技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不

足している、持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」で 件（ ）

であった。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、最多は「仕事の要求や難易度に係るも

の（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間

の対応が必要となるなどの問題）」で 件（ ）、次いで、「仕事の量的な負荷と変

動に係るもの（仕事の量が多いこと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」

で 件（ ）、「 役割上の葛藤、不明確さによるもの（援助者としての規範意識

や使命感にとらわれること、仕事上の役割があいまいであることなどの問題）」で 件

（ ）であった。

上位３は 件（ ）の回答があり、最多は「 仕事における技術活用に係るも

の（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、持つべき技術や

知識等があいまいであるなどの問題）」で 件（ ）、次いで、「 役割上の葛藤、

不明確さによるもの（援助者としての規範意識や使命感にとらわれること、仕事上の役

割があいまいであることなどの問題）」及び「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事

の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が

必要となるなどの問題）」で各９件（ ）であった。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおいて、上位１は 件（全体の ）の回答があ

った。最多は、「 仕事における技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが

活用されていない、不足している、持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」

で 件（ ）、次いで、「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求され

ていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなど

の問題）」で 件（ ）、「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の量が多い

こと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」で 件（ ）であった。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」で 件（ ）であった。

上位３は 件（ ）の回答があり、最多は「 仕事における技術活用に係るも

の（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、持つべき技術や

知識等があいまいであるなどの問題）」で９件（ ）であった。

都道府県庁の回答

都道府県庁において、上位１は 件（全体の ）の回答があった。最多は、「

仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、

短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの問題）」で 件（ ）、次いで、

「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の量が多いこと、仕事の内容がよく変

わることなどによる問題）」で７件（ ）、「 仕事における技術活用に係るもの（自
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分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、持つべき技術や知識等

があいまいであるなどの問題）」で４件（ ）であった。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、「 役割上の葛藤、不明確さによるも

の（援助者としての規範意識や使命感にとらわれること、仕事上の役割があいまいであ

ることなどの問題）」で８件（ ）であった。

上位３は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の量的な負荷と変動

に係るもの（仕事の量が多いこと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」及

び「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複

雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの問題）」、「 仕事にお

ける技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足して

いる、持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」が各４件（ ）であっ

た。
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ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁の回答の合計

ひきこもり地域支援センター及び都道府県庁において、上位１は 件（全体の ）

の回答があった。最多は「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されて

いることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの

問題）」で 件（ ％）、次いで、「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の

量が多いこと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」で 件（ ）、「 仕

事における技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不

足している、持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」で 件（ ）

であった。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、最多は「仕事の要求や難易度に係るも

の（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間

の対応が必要となるなどの問題）」で 件（ ）、次いで、「仕事の量的な負荷と変

動に係るもの（仕事の量が多いこと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」

で 件（ ）、「 役割上の葛藤、不明確さによるもの（援助者としての規範意識

や使命感にとらわれること、仕事上の役割があいまいであることなどの問題）」で 件

（ ）であった。

上位３は 件（ ）の回答があり、最多は「 仕事における技術活用に係るも

の（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、持つべき技術や

知識等があいまいであるなどの問題）」で 件（ ）、次いで、「 役割上の葛藤、

不明確さによるもの（援助者としての規範意識や使命感にとらわれること、仕事上の役

割があいまいであることなどの問題）」及び「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事

の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が

必要となるなどの問題）」で各９件（ ）であった。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおいて、上位１は 件（全体の ）の回答があ

った。最多は、「 仕事における技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが

活用されていない、不足している、持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」

で 件（ ）、次いで、「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求され

ていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなど

の問題）」で 件（ ）、「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の量が多い

こと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」で 件（ ）であった。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の要求や難易度に係

るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、短期間で結果が出ず長

期間の対応が必要となるなどの問題）」で 件（ ）であった。

上位３は 件（ ）の回答があり、最多は「 仕事における技術活用に係るも

の（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、持つべき技術や

知識等があいまいであるなどの問題）」で９件（ ）であった。

都道府県庁の回答

都道府県庁において、上位１は 件（全体の ）の回答があった。最多は、「

仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複雑である、

短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの問題）」で 件（ ）、次いで、

「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの（仕事の量が多いこと、仕事の内容がよく変

わることなどによる問題）」で７件（ ）、「 仕事における技術活用に係るもの（自
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分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足している、持つべき技術や知識等

があいまいであるなどの問題）」で４件（ ）であった。

上位２は 件（全体の ）の回答があり、「 役割上の葛藤、不明確さによるも

の（援助者としての規範意識や使命感にとらわれること、仕事上の役割があいまいであ

ることなどの問題）」で８件（ ）であった。

上位３は 件（全体の ）の回答があり、最多は「 仕事の量的な負荷と変動

に係るもの（仕事の量が多いこと、仕事の内容がよく変わることなどによる問題）」及

び「 仕事の要求や難易度に係るもの（仕事の上で要求されていることが難しい、複

雑である、短期間で結果が出ず長期間の対応が必要となるなどの問題）」、「 仕事にお

ける技術活用に係るもの（自分の技術や知識、資格などが活用されていない、不足して

いる、持つべき技術や知識等があいまいであるなどの問題）」が各４件（ ）であっ

た。
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続いて、管轄の市町村のひきこもり相談窓口において、ひきこもり支援担当者が業務

を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さについて、それぞれ具体例を記述式（最

大３つまで）で回答を求めた（ ）。

以降は、調査で得られた自由記述式回答の内容を整理した結果を述べる。

管轄の市町村のひきこもり相談窓口において、ひきこもり支援担当者が業務を行う上

で抱える場合が多いと思われる困難さについては、有効な記述は計 件あった（上位

１から３までの合算。なお、ひきこもり地域支援センターからの回答と都道府県庁から

の回答を合わせた上で整理している）。

自由記述式回答の内容を一つずつ確認し、似た記述同士をグループにするなどして整

理し、作成した概念ツリーを下記に示す。

結果的に、ひきこもり支援担当者が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難

さを全 の小項目に分類することができた。小項目を一部補足すると、「担当部署が不

明確」 は他相談支援の窓口との兼務をする等をしてひきこもり支援担当がどの部門

であるか明確ではないこと、「ノウハウ不足」 とは、ノウハウが蓄積されていない

ことにより業務が効率よくさばけず業務量が増えるということ、「他業務ある中での伴

走支援やオーダーメイド支援」 とは、他の業務と並行して丁寧な支援を行うことの

難しさ、を言う。

図図表表  3322 管管轄轄のの市市町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口ににおおいいてて、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者がが業業務務をを行行

うう上上でで抱抱ええるる場場合合がが多多いいとと思思わわれれるる困困難難ささのの概概念念ツツリリーー
※ 項目のうち、困難さの背景にあるひきこもり支援特有の事項と

関連があると思われる項目をグレーでハイライトしている

大項目 中項目 小項目

物理的な職場環境に

係るもの

スペース
広さ

相談室が確保できない

騒音・防音 話し声が気になる

心理的な職場環境に

係るもの

自分の意見を言える状

況や雰囲気
自分の支援者としての考えに則りにくい

役割上の葛藤、不明

確さによるもの

仕事上の役割があいま

い

どこまで担うべきなのか

どうすればよいのか分からない

担当部署が不明確

役割のバランス

援助者としての規範意

識や使命感にとらわれ

ること

経済的困窮者への支援が優先となる

人間関係、対人関係

に係るもの

連携先機関担当者との

意見の相違

意識の差、期待とのギャップ

役割分担、責任の押し付け合い

支援対象者や対象家族

との接点や意見の相違

や対立

信頼関係の構築困難

家族から早期の解決を求められる

職場内での意見の相違

や対立
所管不明瞭で意見の相違

地域での相違 首長や住民の認識、温度差

仕事のコントロール

に係るもの

仕事の内容、時間、予定、

手順を自分で決められ

ない

所管エリアが広大で対応困難

相談者のタイミングによる

事前予約制ではなく相談重なる

業務多く多忙

仕事の量が多い 相談件数の多さ
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仕事の量的な負荷と

変動に係るもの

長期の支援

業務の多様さ

兼務

人員不足

ノウハウ不足

業務体制の変動 異動、退職

仕事の将来性に関す

る不安に係るもの

仕事が不安定で将来の

見込みがない
任期付きの雇用形態

仕事の要求や難易度

に係るもの

仕事上で要求されてい

ることの難しさ

長期間の支援

スモールステップでの歩み

長期・継続的にかかわる必要性の認識不足

知識不足

専門性不足

異動

経験不足

多忙、人員不足

他業務ある中での伴走支援やオーダーメイ

ド支援

相談がない、会えない

多機関での支援

ひきこもり支援の標榜の仕方が困難

仕事における技術活

用に係るもの
技術や知識等が不足

初期対応

当事者へのアプローチ法

精神保健、発達

専門性、専門知識

家族支援

支援の方法、ノウハウ

支援の経験

仕事のやりがいに係

るもの
― ―

仕事の中で受ける心

的外傷に係るもの

思い悩む 長期にわたる深刻な事例に思い悩む

二次被害 不慣れなため影響を受けやすい

仕事を行う上で得ら

れる資源に係るもの

仕事内容へのフィード

バックがない
助言が得られない、 や専門家不在

スキル向上やキャリア

開発の機会がない

支援経験、経験値不足

研修がない

施策の進め方の国からの説明が必要

社会資源 繋ぎ先や相談先がない

正当な評価
成果が見えにくい

職務内容に見合った報酬が得られない

ワーク・ライフ・バ

ランスに係るもの
― ―

で「管内の市町村のひきこもり相談窓口において、ひきこもり支援担当者が業務

を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さ」について「把握していない」と回答し

たひきこもり地域支援センター 件、都道府県庁 件の計 件に、「把握していない

理由」について自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）（ ）。自由記述式の回答を

確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、カテゴリーごとに分類して集計を

した。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、あてはまる全てのカテゴリー

に分類している（複数回答式で集計）。
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ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおいては、 件（全体の ）の回答があり、最多

が「対象となる市町村がない（政令市ひきセンのため）」で９件（ ）、次いで、「機

会がない」で６件（ ）、「体制構築や支援内容についての相談が主体であるため」

で５件（ ）、「別機関が把握」で１件（ ）であった。

図図表表  3333 管管内内のの市市町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口ににおおいいてて、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者がが業業務務をを行行

うう上上でで抱抱ええるる場場合合がが多多いいとと思思わわれれるる困困難難ささをを把把握握ししてていいなないい理理由由（（自自由由記記述述））（（ ））

都道府県庁の回答

都道府県庁においては、 件（ ）の回答があり、最多が「機会がない」で９件

（ ）、次いで、「別機関が把握」で２件（ ）、「詳細までは把握していない」及

び「対象となる市町村がない（政令市ひきセンのため）」で各１件（ ）であった。

図図表表  3344 管管内内のの市市町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口ににおおいいてて、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者がが業業務務をを行行

うう上上でで抱抱ええるる場場合合がが多多いいとと思思わわれれるる困困難難ささをを把把握握ししてていいなないい理理由由（（自自由由記記述述））（（ ））

 
 
 
 
 
 

機会がない

詳細までは把握していない

体制構築や支援内容についての相談が主体である

ため

別機関が把握

対象となる市町村がない（政令市ひきセンのた

め）

機会がない

詳細までは把握していない

体制構築や支援内容についての相談が主体である

ため

別機関が把握

対象となる市町村がない（政令市ひきセンのた

め）
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市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者

への支援に係る取組の実施状況
 

管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支援に係る

取組の実施状況について回答を求めた（ ）。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおいて、 件の回答があり、その内、管轄の市町村の

ひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施してい

るのは 件（ ）、実施していないのは 件（ ）であった。

図図表表  3355 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで

支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すするる取取組組をを実実施施のの有有無無（（ ））

で「管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支

援に資する取組を実施している」と回答した 件（ ）に、続いて、実施している

ひきこもり支援に資する取組について回答を求めた（ ）ところ（図表 で示

した ～ の選択肢から最大３つまで）、結果として計 件の回答を得た。

最多は、「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等によ

るケア）に関連する取組」で 件（ ）、次いで「分野 ：ラインによるケア（管理

監督者によるケア）に関連する取組」で 件（ ）、「分野 ：セルフケアに関連す

る取組」で２件（ ）であった。

なお、「分野 ：その他（分野 ～ の分野以外）」と回答された 件について、自由

記述式で回答された内容を確認したところ、分野 ～ のいずれかに該当する内容であ

ったため、該当する選択肢を振りなおした。また、「ストレスチェック」は「分野 ：セ

ルフケアに関連する取組」に分類、「相談員等を市町村に派遣して行う内部向け研修や

事例検討会（後方支援）」は「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関

連する取組」に分類、「連絡協議会」や「プラットフォーム」、「地域内でのネットワー

ク作り」は「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等に

よるケア）に関連する取組」に分類した。

  

実施している 実施していない
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図図表表  3366 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組（（最最大大３３つつままでで回回答答可可能能））（（ ））

次いで、上記における管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援

担当者への支援に資する取組の実施内容、開始時期、対象の回答を求めた（ 、

、 ）。これら回答は、「第５章 ひきこもり支援担当者へのヒアリング調査」の

ヒアリング対象先の選定における参考とした。

続いで、管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支

援に資する取組を行う上での課題について、自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）

（ ）。自由記述式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、

カテゴリーごとに分類して集計した。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、

あてはまる全てのカテゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

その結果、管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への

支援に資する取組を行う上での課題において、最多は「遂行が困難／取組の限界」で

件（ ）、次いで「リソース（実施者、利用できる制度やサービス等）の確保」で

件（ ）、「対象者・参加者の設定、参加勧奨」で８件（ ）であった。

  

分野 ：セルフケアに関連する取組

分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケ

ア）に関連する取組

分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、保

健師や人事労務管理スタッフによるケア）に関

連する取組

分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専

門的な機関や専門家等によるケア）に関連する

取組
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市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者

への支援に係る取組の実施状況
 
管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支援に係る

取組の実施状況について回答を求めた（ ）。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおいて、 件の回答があり、その内、管轄の市町村の

ひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施してい

るのは 件（ ）、実施していないのは 件（ ）であった。

図図表表  3355 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおいいてて、、管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで

支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すするる取取組組をを実実施施のの有有無無（（ ））

で「管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支

援に資する取組を実施している」と回答した 件（ ）に、続いて、実施している

ひきこもり支援に資する取組について回答を求めた（ ）ところ（図表 で示

した ～ の選択肢から最大３つまで）、結果として計 件の回答を得た。

最多は、「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等によ

るケア）に関連する取組」で 件（ ）、次いで「分野 ：ラインによるケア（管理

監督者によるケア）に関連する取組」で 件（ ）、「分野 ：セルフケアに関連す

る取組」で２件（ ）であった。

なお、「分野 ：その他（分野 ～ の分野以外）」と回答された 件について、自由

記述式で回答された内容を確認したところ、分野 ～ のいずれかに該当する内容であ

ったため、該当する選択肢を振りなおした。また、「ストレスチェック」は「分野 ：セ

ルフケアに関連する取組」に分類、「相談員等を市町村に派遣して行う内部向け研修や

事例検討会（後方支援）」は「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関

連する取組」に分類、「連絡協議会」や「プラットフォーム」、「地域内でのネットワー

ク作り」は「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等に

よるケア）に関連する取組」に分類した。

  

実施している 実施していない
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図図表表  3366 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組（（最最大大３３つつままでで回回答答可可能能））（（ ））

次いで、上記における管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援

担当者への支援に資する取組の実施内容、開始時期、対象の回答を求めた（ 、

、 ）。これら回答は、「第５章 ひきこもり支援担当者へのヒアリング調査」の

ヒアリング対象先の選定における参考とした。

続いで、管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支

援に資する取組を行う上での課題について、自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）

（ ）。自由記述式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、

カテゴリーごとに分類して集計した。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、

あてはまる全てのカテゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

その結果、管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への

支援に資する取組を行う上での課題において、最多は「遂行が困難／取組の限界」で

件（ ）、次いで「リソース（実施者、利用できる制度やサービス等）の確保」で

件（ ）、「対象者・参加者の設定、参加勧奨」で８件（ ）であった。

  

分野 ：セルフケアに関連する取組

分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケ

ア）に関連する取組

分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、保

健師や人事労務管理スタッフによるケア）に関

連する取組

分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専

門的な機関や専門家等によるケア）に関連する

取組
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図図表表  3377 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組のの課課題題（（ ））

都道府県庁の回答

都道府県庁において、 件の回答があり、その内、管轄の市町村のひきこもり相談窓

口における、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施しているのは 件

（ ）、実施していないのは 件（ ）であった。

図図表表  3388 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組をを実実施施のの有有無無（（ ））

で「管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支

援に資する取組を実施している」と回答した 件（ ）に、続いて、実施している

ひきこもり支援に資する取組について回答を求めた（ ）ところ（図表 で示

した ～ の選択肢から最大３つまで）、結果として計 件の回答を得た。

最多は、「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等によ

るケア）に関連する取組」で 件（ ）、次いで「分野 ：ラインによるケア（管理

監督者によるケア）に関連する取組」で６件（ ）であった。

なお、「分野 ：その他（分野 ～ の分野以外）」と回答された 件について、自由

記述の内容を確認したところ、分野 ～ のいずれかに該当する内容であったため、該

当する選択肢を振りなおした。また、「相談員等を市町村に派遣して行う内部向け研修

や事例検討会（後方支援）」は「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に

リソース（実施者、利用できる制度やサービス

等）の確保

予算の確保

時間や日程の調整

実施準備、実施方法の変更

対象者・参加者の設定、参加勧奨

遂行が困難／取組の限界

取組の効果、効果を高める工夫

取組の効果の確認、評価

実施している 実施していない
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関連する取組」に分類、「連絡協議会」や「プラットフォーム」、「地域内でのネットワ

ーク作り」は「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等

によるケア）に関連する取組」に分類した。

図図表表  3399 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組（（最最大大３３つつままでで回回答答可可能能））（（ ））

次いで、上記における管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援

担当者への支援に資する取組の実施内容、開始時期、対象の回答を求めた（ 、

、 ）。これら回答は、「第５章 ひきこもり支援担当者へのヒアリング調査」の

ヒアリング対象先の選定における参考とした。

続いて、管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支

援に資する取組を行う上での課題について、自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）

（ ）。自由記述式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、

カテゴリーごとに分類して集計をした。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合

は、あてはまる全てのカテゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

その結果、管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への

支援に資する取組を行う上での課題において、最多は「対象者・参加者の設定、参加勧

奨」及び「遂行が困難／取組の限界」で各７件（ ）、次いで、「取組の効果、効果を

高める工夫」で４件（ ）であった。

  

分野 ：セルフケアに関連する取組

分野 ：ラインによるケア（管理監督者による

ケア）に関連する取組

分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、

保健師や人事労務管理スタッフによるケア）に

関連する取組

分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の

専門的な機関や専門家等によるケア）に関連す

る取組
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図図表表  3377 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組のの課課題題（（ ））

都道府県庁の回答

都道府県庁において、 件の回答があり、その内、管轄の市町村のひきこもり相談窓

口における、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施しているのは 件

（ ）、実施していないのは 件（ ）であった。

図図表表  3388 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組をを実実施施のの有有無無（（ ））

で「管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支

援に資する取組を実施している」と回答した 件（ ）に、続いて、実施している

ひきこもり支援に資する取組について回答を求めた（ ）ところ（図表 で示

した ～ の選択肢から最大３つまで）、結果として計 件の回答を得た。

最多は、「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等によ

るケア）に関連する取組」で 件（ ）、次いで「分野 ：ラインによるケア（管理

監督者によるケア）に関連する取組」で６件（ ）であった。

なお、「分野 ：その他（分野 ～ の分野以外）」と回答された 件について、自由

記述の内容を確認したところ、分野 ～ のいずれかに該当する内容であったため、該

当する選択肢を振りなおした。また、「相談員等を市町村に派遣して行う内部向け研修

や事例検討会（後方支援）」は「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に

リソース（実施者、利用できる制度やサービス

等）の確保

予算の確保

時間や日程の調整

実施準備、実施方法の変更

対象者・参加者の設定、参加勧奨

遂行が困難／取組の限界

取組の効果、効果を高める工夫

取組の効果の確認、評価

実施している 実施していない

 

47 
 

関連する取組」に分類、「連絡協議会」や「プラットフォーム」、「地域内でのネットワ

ーク作り」は「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的な機関や専門家等

によるケア）に関連する取組」に分類した。

図図表表  3399 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組（（最最大大３３つつままでで回回答答可可能能））（（ ））

次いで、上記における管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援

担当者への支援に資する取組の実施内容、開始時期、対象の回答を求めた（ 、

、 ）。これら回答は、「第５章 ひきこもり支援担当者へのヒアリング調査」の

ヒアリング対象先の選定における参考とした。

続いて、管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への支

援に資する取組を行う上での課題について、自由記述式で回答を求めた（最大３つまで）

（ ）。自由記述式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、

カテゴリーごとに分類して集計をした。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合

は、あてはまる全てのカテゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

その結果、管轄の市町村のひきこもり相談窓口における、ひきこもり支援担当者への

支援に資する取組を行う上での課題において、最多は「対象者・参加者の設定、参加勧

奨」及び「遂行が困難／取組の限界」で各７件（ ）、次いで、「取組の効果、効果を

高める工夫」で４件（ ）であった。

  

分野 ：セルフケアに関連する取組

分野 ：ラインによるケア（管理監督者による

ケア）に関連する取組

分野 ：組織として行うケア（組織の産業医、

保健師や人事労務管理スタッフによるケア）に

関連する取組

分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の

専門的な機関や専門家等によるケア）に関連す

る取組
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図図表表  4400 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組のの課課題題（（ ））

 
ひきこもり支援担当者への支援に係る取組について知りたい事

項等

ひきこもり支援担当者への支援に係る取組について知りたい事項や意見について自

由記述式で回答を求めた。なお、ひきこもり地域支援センターの職員と管内市町村のひ

きこもり相談窓口の職員のそれぞれを対象とした場合について訊ねている。（ ）

自由記述式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、カテゴリー

ごとに分類して集計をした。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、あては

まる全てのカテゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおける、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組に

ついて、知りたい事項や意見として計 件の回答があった。最多は「他所の取組」で

９件（ ）、次いで、「その他」で５件（ ）、「メンタルヘルス」「関係機関との連

携、役割分担」「事例検討会や研修の実施方法・内容」で各３件（ ）であった。

管内市区町村のひきこもり支援窓口におけるひきこもり支援担当者への支援に係る

取組について、知りたい事項や意見として計 件の回答があった。最多は「技術支援、

後方支援」で７件（ ）、次いで「ひきこもり支援の内容」で５件（ ）、「他所の

取組」で４件（ ）であった。

リソース（実施者、利用できる制度やサービス

等）の確保

予算の確保

時間や日程の調整

実施準備、実施方法の変更

対象者・参加者の設定、参加勧奨

遂行が困難／取組の限界

取組の効果、効果を高める工夫

取組の効果の確認、評価
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図図表表  4411 ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支援援にに係係るる取取組組ににつついいてて、、知知りりたたいい事事項項ややごご意意見見（（ひひ

ききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーにに関関ししてて））（（ ））

図図表表  4422 ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支援援にに係係るる取取組組ににつついいてて、、知知りりたたいい事事項項ややごご意意見見（（管管

内内市市区区町町村村ののひひききここももりり支支援援窓窓口口にに関関ししてて））（（ ））

都道府県庁の回答

ひきこもり地域支援センターにおける、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組に

ついて、知りたい事項や意見として計８件の回答があった。最多は「他所の取組」で３

件（ ）、次いで、「素質、スキルアップ」及び「ひきこもり支援の内容」で各２件

（ ）であった。

管内市区町村のひきこもり支援窓口におけるひきこもり支援担当者への支援に係る

取組について、知りたい事項や意見として計５件の回答があった。最多は「ひきこもり

支援の内容」及び「技術支援、後方支援」で各２件（ ）、「関係機関との連携、役割

分担」で１件（ ）であった。

メンタルヘルス

セルフケア

スーパーバイズ

素質、スキルアップ

ひきこもり支援の内容

技術支援、後方支援

関係機関との連携、役割分担

事例検討会や研修の実施方法・内容

他所の人員体制

他所の取組

その他

メンタルヘルス

セルフケア

スーパーバイズ

素質、スキルアップ

ひきこもり支援の内容

技術支援、後方支援

関係機関との連携、役割分担

事例検討会や研修の実施方法・内容

他所の人員体制

他所の取組

その他
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図図表表  4400 管管内内のの市市区区町町村村ののひひききここももりり相相談談窓窓口口でで支支援援にに従従事事すするる担担当当者者へへのの支支援援にに資資すす

るる取取組組のの課課題題（（ ））

 
ひきこもり支援担当者への支援に係る取組について知りたい事

項等

ひきこもり支援担当者への支援に係る取組について知りたい事項や意見について自

由記述式で回答を求めた。なお、ひきこもり地域支援センターの職員と管内市町村のひ

きこもり相談窓口の職員のそれぞれを対象とした場合について訊ねている。（ ）

自由記述式の回答を確認し、記述内容に対してコーディング処理を行い、カテゴリー

ごとに分類して集計をした。記述内容が複数のカテゴリーにあてはまる場合は、あては

まる全てのカテゴリーに分類している（複数回答式で集計）。

ひきこもり地域支援センターの回答

ひきこもり地域支援センターにおける、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組に

ついて、知りたい事項や意見として計 件の回答があった。最多は「他所の取組」で

９件（ ）、次いで、「その他」で５件（ ）、「メンタルヘルス」「関係機関との連

携、役割分担」「事例検討会や研修の実施方法・内容」で各３件（ ）であった。

管内市区町村のひきこもり支援窓口におけるひきこもり支援担当者への支援に係る

取組について、知りたい事項や意見として計 件の回答があった。最多は「技術支援、

後方支援」で７件（ ）、次いで「ひきこもり支援の内容」で５件（ ）、「他所の

取組」で４件（ ）であった。

リソース（実施者、利用できる制度やサービス

等）の確保

予算の確保

時間や日程の調整

実施準備、実施方法の変更

対象者・参加者の設定、参加勧奨

遂行が困難／取組の限界

取組の効果、効果を高める工夫

取組の効果の確認、評価
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図図表表  4411 ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支援援にに係係るる取取組組ににつついいてて、、知知りりたたいい事事項項ややごご意意見見（（ひひ

ききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーにに関関ししてて））（（ ））

図図表表  4422 ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支援援にに係係るる取取組組ににつついいてて、、知知りりたたいい事事項項ややごご意意見見（（管管

内内市市区区町町村村ののひひききここももりり支支援援窓窓口口にに関関ししてて））（（ ））

都道府県庁の回答

ひきこもり地域支援センターにおける、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組に

ついて、知りたい事項や意見として計８件の回答があった。最多は「他所の取組」で３

件（ ）、次いで、「素質、スキルアップ」及び「ひきこもり支援の内容」で各２件

（ ）であった。

管内市区町村のひきこもり支援窓口におけるひきこもり支援担当者への支援に係る

取組について、知りたい事項や意見として計５件の回答があった。最多は「ひきこもり

支援の内容」及び「技術支援、後方支援」で各２件（ ）、「関係機関との連携、役割

分担」で１件（ ）であった。

メンタルヘルス

セルフケア

スーパーバイズ

素質、スキルアップ

ひきこもり支援の内容

技術支援、後方支援

関係機関との連携、役割分担

事例検討会や研修の実施方法・内容

他所の人員体制

他所の取組

その他

メンタルヘルス

セルフケア

スーパーバイズ

素質、スキルアップ

ひきこもり支援の内容

技術支援、後方支援

関係機関との連携、役割分担

事例検討会や研修の実施方法・内容

他所の人員体制

他所の取組

その他
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図図表表  4433 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおけけるる、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支援援にに係係るる取取

組組ににつついいてて、、知知りりたたいい事事項項やや意意見見

図図表表  4444 管管内内市市区区町町村村ののひひききここももりり支支援援窓窓口口ににおおけけるる、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支援援にに

係係るる取取組組ににつついいてて、、知知りりたたいい事事項項やや意意見見（（ ））

 

メンタルヘルス

セルフケア

スーパーバイズ

素質、スキルアップ

ひきこもり支援の内容

技術支援、後方支援

関係機関との連携、役割分担

事例検討会や研修の実施方法・内容

他所の人員体制

他所の取組

その他

メンタルヘルス

セルフケア

スーパーバイズ

素質、スキルアップ

ひきこもり支援の内容

技術支援、後方支援

関係機関との連携、役割分担

事例検討会や研修の実施方法・内容

他所の人員体制

他所の取組

その他
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３ 考察（アンケート調査結果から得られた示唆） 

本事業のアンケート調査は、下記の３つの観点でひきこもり支援者支援のあり方につ

いて検討するために、全国のひきこもり地域支援センターと都道府県庁のひきこもり支

援担当者に対して協力を依頼して実施した。

① ひきこもり支援業務において支援担当者が業務上抱える困難さ

② ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施状況

③ 支援者支援に係る取組のニーズ・課題等

上記の①から③の項目ごとに、集計結果を考察する。

① ひきこもり支援業務において支援担当者が業務上抱える困難さ

一つ目の観点が、ひきこもり支援業務において支援担当者が業務上抱える困難さは、

いったいどのようなものなのかという点である。

アンケート調査では、ひきこもり地域支援センターと都道府県庁に対して、「ひきこ

もり地域支援センター」において支援担当者（以下、「ひきセンの支援者」とする。）が

業務上で抱える場合が多いと思われる困難さと、「管内の市町村のひきこもり相談窓口」

において、ひきこもり支援担当者（以下、「市町村の支援者」とする。）が業務を行う上

で抱える場合が多いと思われる困難さの両方を訊ねた。なお、アンケート調査では、文

献調査の結果を参考にして作成した 項目に「その他」を加えた 項目を選択肢とし

て示しつつ、上位３つまであてはまるものを選択するような質問と、選択した項目につ

いて具体例を自由に記述する質問の両方で訊ねる形式とした 。

まず、「ひきセンの支援者」が業務上で抱える場合が多いと思われる困難さについて

は、「 仕事の要求や難易度に係るもの」や「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの」、

「 人間関係、対人関係に係るもの」を選択する割合が比較的高い結果となった。

他方、「市町村の支援者」が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さにつ

いても同様の形式で訊ねた結果、回答数としては、同じく、「 仕事の要求や難易度に

係るもの」や「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの」を選択する割合が比較的高い

結果となったと同時に、管内の市町村のひきこもり相談窓口においては、「 仕事にお

ける技術活用に係るもの」や「 役割上の葛藤、不明確さによるもの」についても、

選択する割合が比較的高い結果となった。

「 仕事の要求や難易度に係るもの」について、その内容が具体的に書かれた自由

記述式回答を整理した結果を見ると、支援が長期化することの難しさ、支援の歩みがス

モールステップであることの難しさ、支援のゴールが多様であることの難しさ、支援者

として求められる役割が多いこともの難しさ、地域資源の活用に関する難しさなどが挙

げられている。また、「管内の市町村のひきこもり相談窓口」の支援担当者が抱える困

難さで言えば、知識不足による難しさや専門性の不足による難しさも挙げられている。

また、「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの」については、相談件数の増加による

 
 

都道府県庁の回答者には、ひきこもり地域支援センターがまとめて回答しても良い旨を説明した。
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図図表表  4433 ひひききここももりり地地域域支支援援セセンンタターーににおおけけるる、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支援援にに係係るる取取

組組ににつついいてて、、知知りりたたいい事事項項やや意意見見

図図表表  4444 管管内内市市区区町町村村ののひひききここももりり支支援援窓窓口口ににおおけけるる、、ひひききここももりり支支援援担担当当者者へへのの支支援援にに

係係るる取取組組ににつついいてて、、知知りりたたいい事事項項やや意意見見（（ ））

 

メンタルヘルス

セルフケア

スーパーバイズ

素質、スキルアップ

ひきこもり支援の内容

技術支援、後方支援

関係機関との連携、役割分担

事例検討会や研修の実施方法・内容

他所の人員体制

他所の取組

その他

メンタルヘルス

セルフケア

スーパーバイズ

素質、スキルアップ

ひきこもり支援の内容

技術支援、後方支援

関係機関との連携、役割分担

事例検討会や研修の実施方法・内容

他所の人員体制

他所の取組

その他
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３ 考察（アンケート調査結果から得られた示唆） 

本事業のアンケート調査は、下記の３つの観点でひきこもり支援者支援のあり方につ

いて検討するために、全国のひきこもり地域支援センターと都道府県庁のひきこもり支

援担当者に対して協力を依頼して実施した。

① ひきこもり支援業務において支援担当者が業務上抱える困難さ

② ひきこもり支援担当者への支援に係る取組の実施状況

③ 支援者支援に係る取組のニーズ・課題等

上記の①から③の項目ごとに、集計結果を考察する。

① ひきこもり支援業務において支援担当者が業務上抱える困難さ

一つ目の観点が、ひきこもり支援業務において支援担当者が業務上抱える困難さは、

いったいどのようなものなのかという点である。

アンケート調査では、ひきこもり地域支援センターと都道府県庁に対して、「ひきこ

もり地域支援センター」において支援担当者（以下、「ひきセンの支援者」とする。）が

業務上で抱える場合が多いと思われる困難さと、「管内の市町村のひきこもり相談窓口」

において、ひきこもり支援担当者（以下、「市町村の支援者」とする。）が業務を行う上

で抱える場合が多いと思われる困難さの両方を訊ねた。なお、アンケート調査では、文

献調査の結果を参考にして作成した 項目に「その他」を加えた 項目を選択肢とし

て示しつつ、上位３つまであてはまるものを選択するような質問と、選択した項目につ

いて具体例を自由に記述する質問の両方で訊ねる形式とした 。

まず、「ひきセンの支援者」が業務上で抱える場合が多いと思われる困難さについて

は、「 仕事の要求や難易度に係るもの」や「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの」、

「 人間関係、対人関係に係るもの」を選択する割合が比較的高い結果となった。

他方、「市町村の支援者」が業務を行う上で抱える場合が多いと思われる困難さにつ

いても同様の形式で訊ねた結果、回答数としては、同じく、「 仕事の要求や難易度に

係るもの」や「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの」を選択する割合が比較的高い

結果となったと同時に、管内の市町村のひきこもり相談窓口においては、「 仕事にお

ける技術活用に係るもの」や「 役割上の葛藤、不明確さによるもの」についても、

選択する割合が比較的高い結果となった。

「 仕事の要求や難易度に係るもの」について、その内容が具体的に書かれた自由

記述式回答を整理した結果を見ると、支援が長期化することの難しさ、支援の歩みがス

モールステップであることの難しさ、支援のゴールが多様であることの難しさ、支援者

として求められる役割が多いこともの難しさ、地域資源の活用に関する難しさなどが挙

げられている。また、「管内の市町村のひきこもり相談窓口」の支援担当者が抱える困

難さで言えば、知識不足による難しさや専門性の不足による難しさも挙げられている。

また、「 仕事の量的な負荷と変動に係るもの」については、相談件数の増加による

 
 

都道府県庁の回答者には、ひきこもり地域支援センターがまとめて回答しても良い旨を説明した。
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仕事量の多さ、相談が長期化することによる仕事量の多さ、相談以外にも居場所など

様々な業務を担当することによる仕事量の多さ、ひきこもり支援以外の分野も兼務する

ことによる仕事量の多さ、スキルの差による仕事量の偏り、異動や退職による業務体制

の変動などが挙げられている。

選択式の回答を集計した結果、及び、自由記述式の回答を整理した結果からも、「ひ

きセンの支援者」が業務上で抱える困難さと、「市町村の支援者」が業務上で抱える困

難さとに、傾向の違いがある項目がある。具体的には、「 役割上の葛藤、不明確さに

よるもの」や「 人間関係、対人関係に係るもの」や「 仕事における技術活用に係

るもの」である。

例えば、「 役割上の葛藤、不明確さによるもの」について、「ひきセンの支援者」

の場合は、求められる仕事と専門性のギャップといった「役割上の葛藤」に係る困難さ

に関する回答が得られた一方で、「市町村の支援者」の場合は、どのように支援すれば

よいのか分からない、担当する部署がわからないといった「仕事上の役割のあいまいさ」

に関する回答が得られている。

また、「 人間関係、対人関係に係るもの」について、「ひきセンの支援者」の場合

は、専門性やスキル、経験の違いにより生じる「職場内での意見の相違や対立」に係る

困難さに関する回答が得られた一方で、「市町村の支援者」の場合は、所管が不明であ

る故に生じる「職場内での意見の相違や対立」に係る困難さに関する回答が得られてい

る。

さらに、「 仕事における技術活用に係るもの」について、「ひきセンの支援者」の

場合は、専門的なアセスメントや支援者のモチベーションを上げる技術、コンサルテー

ションや進捗管理、スーパーバイズといった「技術や知識等が不足」といった回答や、

何をどこまで習得すればよいかといった「持つべき技術や知識等があいまい」といった

回答が得られた一方で、「市町村の支援者」の場合は、初期対応や当事者へのアプロー

チといった支援担当者個人が支援を行う上での「技術や知識等が不足」に係る困難さに

関する回答が得られている。

「 心理的な職場環境に係るもの」や「 仕事の将来性に関する不安に係るもの」、

「 仕事のやりがいに係るもの」、「 ワーク・ライフ・バランスに係るもの」につ

いては、「ひきセンの支援者」に関しては具体例が比較的豊富に回答されたものの、「市

町村の支援者」に関しては、十分に回答が得られなかった。これらの項目は、支援担当

者の内面（心理面）に関わる事項であり、「市町村の支援者」に関して、内面にまで踏

み込んだ困難さを確認することが難しいために回答が得られなかったことが推察でき

る（別の設問ではあるが、「管内の市町村のひきこもり相談窓口で支援に従事する担当

者が業務を行う上で抱える困難さがどのようなものであるかを把握していますか。」と

訊ねたところ、一定数が「いいえ（把握していない）」を回答しており、ここからも、

「市町村の支援者」における支援担当者が業務上でかかる困難さについて把握すること、

ましてや、内面にまで踏み込んだ事項を確認することの難しさが推測できる）。

上述したとおり、「市町村の支援者」が業務上でかかえる困難さを把握することには

限界があったものの、ひきこもり支援担当者が業務上で抱える困難さについてまとめる

と、以下の傾向をとらえることができる。

 利用者への支援が長期化し、利用者への支援領域も横断しているため、ひきこもり

支援において他 多 機関との連携が求められる。また、ひきこもり支援の特徴とし

て、本人（ひきこもりの当事者）に会えないといったそもそもの関わりの困難さを
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抱えているため、支援の進み方がスモールステップである。なかなか支援が進まな

い中で、支援者自身が不全感や無力感を抱えている場合もある。

 ひきこもり相談は家族からの相談が多いため、家族のニーズについては直接把握が

できるが、ひきこもりの当事者に会えない場合には本人のニーズを直接把握するこ

とが困難となる。家族のニーズと本人のニーズとに齟齬があったとしても、それを

直接本人に確かめることはできず、ひきこもりの当事者を支援する手立てがないま

ま、当事者を支援するのか家族を支援するのかが曖昧になってしまう。相談者であ

る家族を支援すると割り切ることが出来れば、具体的な支援計画も立てやすいと考

えられるが、ひきこもりの当事者を支援しなければならないという支援者自身の思

いや行政機関からの期待もあり、支援者の中に葛藤が生じる。

 ひきこもり支援者について、人材不足があると共に、支援者の身分的な不安定さも

ある。相談員の多くは非常勤の会計年度職員であり、常勤職員である場合でも、公

務員として定期的な異動がある場合も多い。また、中にはひきこもり支援事業を

法人等の外部に委託している所もあるが、自治体の事業を請け負う場合には、年度

ごとあるいは数年ごとの契約となる場合が多く、都度、応募して選考されるため、

その結果次第では、安定的に継続してひきこもり支援に取り組むことが出来る基盤

が持てない場合もある。

 市町村のひきこもり相談窓口は、相談窓口は作ったものの、担当課をどの部門にす

るか、また、関係する部門や機関との役割分担をどのように行うかといった体制の

あり方について困難さを抱えている。

 ひきこもり地域支援センターは、ひきこもり支援に関する専門性が高い職員が所属

する場合が多く、その専門性ゆえにコンサルテーションやスーパーバイズに関する

課題やニーズを抱きやすい。

 ひきこもり地域支援センターは、市町村のひきこもり相談窓口に対して、研修を提

供したり支援について助言・指導を行ったりする立場であり、行政的な手腕あるい

は観点が必要になる。

加えて、「ひきセンの支援者」と「市町村の支援者」とに共通するが、業務上で抱え

る困難さに関する自由記述式の回答の中には、個人に帰する部分以外に、「業務が置か

れた政策的意図や構造といった背景」が影響すると思われるものが散見される（例えば

「求められる仕事と専門性のギャップ」、「精神保健福祉士であることと、行政職員であ

ることの立場の矛盾」、「長期の支援」といった回答である）。これらの項目については、

支援者が業務上で抱える困難さを整理する際に、個人に帰する部分以外にも影響するも

のがあるということを意識して取り扱う必要がある。つまり、困難さの解消策を検討す

る際に、ミクロの視点で考えれば個人の行動変容を促すことも重要になるが、その一方

で、マクロの視点で考えれば、政策と実践の方向性が一致しない場合に失望感が蔓延し、

現場は疲弊するといった点に留意する必要がある。

さらに、個人に帰する部分以外に関して、支援者の雇用や生活の安定に係る課題もあ

る。先述の通り、相談員の多くは非常勤職員であり、その為に柔軟な働き方が可能であ

る場合もあるが、自身の身分やキャリア形成が不安定となる可能性もある。その点に関

しては、個人の行動変容を促すことのみで困難さが解消するものではないことに留意す

る必要がある。
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仕事量の多さ、相談が長期化することによる仕事量の多さ、相談以外にも居場所など

様々な業務を担当することによる仕事量の多さ、ひきこもり支援以外の分野も兼務する

ことによる仕事量の多さ、スキルの差による仕事量の偏り、異動や退職による業務体制

の変動などが挙げられている。

選択式の回答を集計した結果、及び、自由記述式の回答を整理した結果からも、「ひ

きセンの支援者」が業務上で抱える困難さと、「市町村の支援者」が業務上で抱える困

難さとに、傾向の違いがある項目がある。具体的には、「 役割上の葛藤、不明確さに

よるもの」や「 人間関係、対人関係に係るもの」や「 仕事における技術活用に係

るもの」である。

例えば、「 役割上の葛藤、不明確さによるもの」について、「ひきセンの支援者」

の場合は、求められる仕事と専門性のギャップといった「役割上の葛藤」に係る困難さ

に関する回答が得られた一方で、「市町村の支援者」の場合は、どのように支援すれば

よいのか分からない、担当する部署がわからないといった「仕事上の役割のあいまいさ」

に関する回答が得られている。

また、「 人間関係、対人関係に係るもの」について、「ひきセンの支援者」の場合

は、専門性やスキル、経験の違いにより生じる「職場内での意見の相違や対立」に係る

困難さに関する回答が得られた一方で、「市町村の支援者」の場合は、所管が不明であ

る故に生じる「職場内での意見の相違や対立」に係る困難さに関する回答が得られてい

る。

さらに、「 仕事における技術活用に係るもの」について、「ひきセンの支援者」の

場合は、専門的なアセスメントや支援者のモチベーションを上げる技術、コンサルテー

ションや進捗管理、スーパーバイズといった「技術や知識等が不足」といった回答や、

何をどこまで習得すればよいかといった「持つべき技術や知識等があいまい」といった

回答が得られた一方で、「市町村の支援者」の場合は、初期対応や当事者へのアプロー

チといった支援担当者個人が支援を行う上での「技術や知識等が不足」に係る困難さに

関する回答が得られている。

「 心理的な職場環境に係るもの」や「 仕事の将来性に関する不安に係るもの」、

「 仕事のやりがいに係るもの」、「 ワーク・ライフ・バランスに係るもの」につ

いては、「ひきセンの支援者」に関しては具体例が比較的豊富に回答されたものの、「市

町村の支援者」に関しては、十分に回答が得られなかった。これらの項目は、支援担当

者の内面（心理面）に関わる事項であり、「市町村の支援者」に関して、内面にまで踏

み込んだ困難さを確認することが難しいために回答が得られなかったことが推察でき

る（別の設問ではあるが、「管内の市町村のひきこもり相談窓口で支援に従事する担当

者が業務を行う上で抱える困難さがどのようなものであるかを把握していますか。」と

訊ねたところ、一定数が「いいえ（把握していない）」を回答しており、ここからも、

「市町村の支援者」における支援担当者が業務上でかかる困難さについて把握すること、

ましてや、内面にまで踏み込んだ事項を確認することの難しさが推測できる）。

上述したとおり、「市町村の支援者」が業務上でかかえる困難さを把握することには

限界があったものの、ひきこもり支援担当者が業務上で抱える困難さについてまとめる

と、以下の傾向をとらえることができる。

 利用者への支援が長期化し、利用者への支援領域も横断しているため、ひきこもり

支援において他 多 機関との連携が求められる。また、ひきこもり支援の特徴とし

て、本人（ひきこもりの当事者）に会えないといったそもそもの関わりの困難さを
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抱えているため、支援の進み方がスモールステップである。なかなか支援が進まな

い中で、支援者自身が不全感や無力感を抱えている場合もある。

 ひきこもり相談は家族からの相談が多いため、家族のニーズについては直接把握が

できるが、ひきこもりの当事者に会えない場合には本人のニーズを直接把握するこ

とが困難となる。家族のニーズと本人のニーズとに齟齬があったとしても、それを

直接本人に確かめることはできず、ひきこもりの当事者を支援する手立てがないま

ま、当事者を支援するのか家族を支援するのかが曖昧になってしまう。相談者であ

る家族を支援すると割り切ることが出来れば、具体的な支援計画も立てやすいと考

えられるが、ひきこもりの当事者を支援しなければならないという支援者自身の思

いや行政機関からの期待もあり、支援者の中に葛藤が生じる。

 ひきこもり支援者について、人材不足があると共に、支援者の身分的な不安定さも

ある。相談員の多くは非常勤の会計年度職員であり、常勤職員である場合でも、公

務員として定期的な異動がある場合も多い。また、中にはひきこもり支援事業を

法人等の外部に委託している所もあるが、自治体の事業を請け負う場合には、年度

ごとあるいは数年ごとの契約となる場合が多く、都度、応募して選考されるため、

その結果次第では、安定的に継続してひきこもり支援に取り組むことが出来る基盤

が持てない場合もある。

 市町村のひきこもり相談窓口は、相談窓口は作ったものの、担当課をどの部門にす

るか、また、関係する部門や機関との役割分担をどのように行うかといった体制の

あり方について困難さを抱えている。

 ひきこもり地域支援センターは、ひきこもり支援に関する専門性が高い職員が所属

する場合が多く、その専門性ゆえにコンサルテーションやスーパーバイズに関する

課題やニーズを抱きやすい。

 ひきこもり地域支援センターは、市町村のひきこもり相談窓口に対して、研修を提

供したり支援について助言・指導を行ったりする立場であり、行政的な手腕あるい

は観点が必要になる。

加えて、「ひきセンの支援者」と「市町村の支援者」とに共通するが、業務上で抱え

る困難さに関する自由記述式の回答の中には、個人に帰する部分以外に、「業務が置か

れた政策的意図や構造といった背景」が影響すると思われるものが散見される（例えば

「求められる仕事と専門性のギャップ」、「精神保健福祉士であることと、行政職員であ

ることの立場の矛盾」、「長期の支援」といった回答である）。これらの項目については、

支援者が業務上で抱える困難さを整理する際に、個人に帰する部分以外にも影響するも

のがあるということを意識して取り扱う必要がある。つまり、困難さの解消策を検討す

る際に、ミクロの視点で考えれば個人の行動変容を促すことも重要になるが、その一方

で、マクロの視点で考えれば、政策と実践の方向性が一致しない場合に失望感が蔓延し、

現場は疲弊するといった点に留意する必要がある。

さらに、個人に帰する部分以外に関して、支援者の雇用や生活の安定に係る課題もあ

る。先述の通り、相談員の多くは非常勤職員であり、その為に柔軟な働き方が可能であ

る場合もあるが、自身の身分やキャリア形成が不安定となる可能性もある。その点に関

しては、個人の行動変容を促すことのみで困難さが解消するものではないことに留意す

る必要がある。
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② ひきこもり支援担当者への支援に資する取組の実施状況

二つ目の観点が、ひきこもり支援担当者への支援に資する取組として、どのような事

例があるのかという点である。

アンケート調査では、ひきこもり地域支援センターと都道府県庁に対して、「ひきこ

もり地域支援センター」において支援担当者に対して行う取組（以下、「ひきセン向け

の取組」とする。）と、「管内の市町村のひきこもり相談窓口」においてひきこもり支援

担当者に対して行なう取組（以下、「市町村向けの取組」とする。）の両方を訊ねた。な

お、アンケート調査では、文献調査の結果を参考にして作成した４つの分野に「その他」

を加えた５分野を選択肢として示しつつ、最大３つまで、実施している取組としてあて

はまるものを選択するような質問と、選択した項目について具体例を自由に記述する質

問の両方で訊ねる形式とした。

集計した結果、「ひきセン向けの取組」としては、「分野 ：ラインによるケア（管理

監督者によるケア）に関連する取組」が行われている割合が高かった。例えば、研修や

ケース検討会、スーパービジョンなどの取組が該当する。また、これらの取組は必ずし

もライン（例えば、上司・部下といった縦の関係性の中）で行われているもののみでは

なく、場合によっては同僚同士、ピアの関係性の中で行われているものもあることが分

かった。

他方、「市町村向けの取組」としては、「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外

の専門的な機関や専門家等によるケア）に関連する取組」が行われている割合が高かっ

た。例えば、外部で実施される研修やケース検討会、スーパービジョン等への参加奨励

や、連絡会・ネットワーク作りの取組が該当する。

これらの結果から、「ひきセン向けの取組」や「市町村向けの取組」の両方を含めて

ひきこもり支援者の支援に資する取組を大別すると、「組織内部での取組」と「組織外

部からの協力を得て行う取組」とに大別することができる。さらに、取組の実施方法と

しては、「支援者に直接的に実施するもの」と「支援者に間接的に実施するもの（環境

作り含む）」とがあることが分かった。

また、自由記述式の回答では、「組織内部での取組」と「組織外部からの協力を得て

行う取組」の両方で、支援者向けの研修に関する記述が多く見られ、具体的な記述を確

認したところ、研修の内容には、大別して「支援技術に関するもの」と「支援者の情緒

面に関するもの」があることが分かった。

なお、後に行う「ヒアリング調査」では、これらの結果を参照しながら対象を選定し

ている。

③ 支援者支援に係る取組のニーズ・課題等

三つ目の観点が、ひきこもり支援担当者への支援に資する取組に関するニーズにはど

のようなものがあるかという点である。

アンケート調査では、ひきこもり地域支援センターと都道府県庁に対して、「ひきこ

もり地域支援センター」に関して、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組について

知りたい事項や意見（以下、「ひきセン向けの取組ニーズ」とする。）と、「管内の市町

村のひきこもり相談窓口」に関して、ひきこもり支援担当者への支援に係る取組につい

て知りたい事項や意見（以下、「市町村向けの取組ニーズ」とする。）の両方を訊ねた。
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結果としては、「ひきセン向けの取組ニーズ」については、「他所の取組」を知りたい

といったニーズが最も多かった。他方、「市町村向けの取組ニーズ」については、後方

支援の方法やひきこもり支援の内容について知りたいといったニーズが多かった。
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② ひきこもり支援担当者への支援に資する取組の実施状況
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第５章 ひきこもり支援担当者へのヒアリング調査 
 

１ ヒアリング調査概要 
 

 目的

ひきこもり支援分野における支援者支援のあり方を考える上で参考にするため、ひき

こもり支援担当者への支援に資する取組についてヒアリングすることを目的とする。

 方法

ひきこもり支援担当者に対し、半構造化面接技法を用いて行い、オンライン会議形式

で実施した（所要時間は 分程度）。

 対象

アンケート調査の回答を元に、現在、ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を

実施しているひきこもり地域支援センター及び都道府県庁の５所を選定した。選定にあ

たり、以下の３つの視点を用いた。 
① ひきこもり地域支援センター職員を対象とした取組のみならず、市区町村14のひき

こもり支援窓口職員を対象とした取組を行っている 
② アンケート調査「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する

取組に関連する取組」及び「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的

な機関や専門家等によるケア）に関連する取組」を行っている

③ ひきこもり地域支援センターと都道府県庁の両方を対象に含める 
 

 調査の実施時期
 

年２月上旬～下旬 

 ヒアリング調査項目
 

ヒアリング調査では、①取組を始めた経緯・背景、②取組の実施状況や実績、③他所

へのアドバイス等をうかがった。以下に調査項目を示す。

図図表表  4455 ヒヒアアリリンンググ調調査査項項目目

① 取組を始めた経緯・背景

 きっかけや背景事情

 取組の目的 何の解消 増強のために取組を行うのか

② 取組の実施状況や実績

 取組内容、企画立案の方法（誰が、いつ、どのように）、対象者の条件、取組の委

託の有無と委託内容（委託先や活用する外部資源）

 
 
14 市区町村の表記は、ヒアリング先により「区市町村」「市町」「市町村」のように表記が異なる。 
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 取組の実施体制（実施者の人数、保有する資格、役割分担等）

 取組の企画立案の方法（誰が、いつ、どのように）

 取組実施までの準備として必要な事項、かかるコスト（時間、費用、人員、機材

やハコモノ）、準備段階で検討に時間を要した事項や論点になった事項

 取組実施（運営）に必要な事項、かかるコスト（時間、費用、人員、機材やハコ

モノ）、実施時に特に留意している事項

 取組の実績（実施頻度や参加者数等）

 運営上の工夫

➢ 参加者を確保するための工夫、日程調整をスムーズに行うための工夫、実

施者確保や実施体制における工夫、取組の企画に関する工夫

➢ その他、運営における課題や留意点、工夫

 成果の確認方法

➢ 評価指標や手法、成果の考え方

➢ 取組が効果的と感じられたエピソード

③ 他所へのアドバイス

 ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を行う／行うことを検討している

他所へのアドバイス

 

２ 結果 
 
ヒアリング調査は、ひきこもり地域支援センター４か所（神奈川県立青少年センター、

静岡市ひきこもり地域支援センター、静岡県精神保健福祉センター、愛媛県心と体の健

康センター）、都道府県庁（東京都福祉保健局）１か所の、計５か所を対象とした。以

降に、各所におけるヒアリング結果をとりまとめる。 
 



 

56 
 

第５章 ひきこもり支援担当者へのヒアリング調査 
 

１ ヒアリング調査概要 
 

 目的

ひきこもり支援分野における支援者支援のあり方を考える上で参考にするため、ひき

こもり支援担当者への支援に資する取組についてヒアリングすることを目的とする。

 方法

ひきこもり支援担当者に対し、半構造化面接技法を用いて行い、オンライン会議形式

で実施した（所要時間は 分程度）。

 対象

アンケート調査の回答を元に、現在、ひきこもり支援担当者への支援に資する取組を

実施しているひきこもり地域支援センター及び都道府県庁の５所を選定した。選定にあ

たり、以下の３つの視点を用いた。 
① ひきこもり地域支援センター職員を対象とした取組のみならず、市区町村14のひき

こもり支援窓口職員を対象とした取組を行っている 
② アンケート調査「分野 ：ラインによるケア（管理監督者によるケア）に関連する

取組に関連する取組」及び「分野 ：組織外の資源を用いたケア（組織外の専門的

な機関や専門家等によるケア）に関連する取組」を行っている

③ ひきこもり地域支援センターと都道府県庁の両方を対象に含める 
 

 調査の実施時期
 

年２月上旬～下旬 

 ヒアリング調査項目
 
ヒアリング調査では、①取組を始めた経緯・背景、②取組の実施状況や実績、③他所

へのアドバイス等をうかがった。以下に調査項目を示す。

図図表表  4455 ヒヒアアリリンンググ調調査査項項目目

① 取組を始めた経緯・背景

 きっかけや背景事情

 取組の目的 何の解消 増強のために取組を行うのか

② 取組の実施状況や実績

 取組内容、企画立案の方法（誰が、いつ、どのように）、対象者の条件、取組の委

託の有無と委託内容（委託先や活用する外部資源）

 
 
14 市区町村の表記は、ヒアリング先により「区市町村」「市町」「市町村」のように表記が異なる。 

 

57 
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 神奈川県立青少年センター

日時 年 月 日（木） 時間 時 分～ 時 分

方法

ヒアリング協

力者

神奈川県立青少年センター青少年サポート課

神奈川県福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課

ヒアリングし

た取組

ア）センター職員向け

① 組織として相談を受ける体制づくり

イ）地域のひきこもり支援向け

① 専門職チームの設置

② ひきこもり支援に係る市町村連携会議

③ 市町村巡回型居場所

 基本情報

（１） 神奈川県ひきこもり地域支援センター（平成 年設置）において、電話相談

及び面接相談を実施（「かながわ子ども・若者地域支援センター（平成 年設

置）」と一体運営）

✓ 相談の体制：相談員として、常勤職員４名と会計年度任用職員５名を配置。

常勤職員…福祉職、高校教員（出向）、警察官（出向）

会計年度任用職員…社会福祉士、精神保健福祉士。臨床心理士・公

認心理師、キャリアコンサルタント

✓ 実施日：火曜日から日曜日、 ～ 、 ～ （月曜日・年末年始

は定休日）

（２） 相談の種類

✓ 電話相談…相談専用電話２回線（ひきこもり地域支援センター専用、子ど

も・若者総合相談センター専用）。それぞれの電話ブースを設置し、架電時に

相談員が交互に対応

✓ 面接相談…電話相談後、ケース検討会議において、相談者の要望及び面接相

談の必要性について検討し、その事例に適した担当者を決定した後に実施

（３）ひきこもり支援にかかる市町村等支援強化事業の実施（令和４年度から）

✓ 専門職チームの設置（精神科医月３回、弁護士月１回が参加する「専門職チ

ーム事例検討会」を開催し、当センター及び市町村等が抱える事例について

検討）

✓ 市町村等支援員、訪問相談支援員を設置したほか、県内 市町村（政令市を

除く）との連絡調整を行う会計年度任用職員を設置

✓ ひきこもり支援市町村連携会議・ブロック会議の設置

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

 いわゆる 問題をはじめとする中高年のひきこもり支援が求められており、ひ

きこもり当事者及び家族が高齢化し、問題が長期化するなど、困難な事例が増え

てきている。

 国は、ひきこもり状態にある方など、社会参加に向けてより丁寧な支援を必要と

する方への支援には、市町村におけるひきこもり支援体制の構築が必要であると
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し、都道府県が設置するひきこもり地域支援センターに市町村等を支援する機能

を強化することとした。

 市町村においては、ひきこもりについての相談がないため、ひきこもり支援のノ

ウハウが少ない市町村が見受けられる。

 これまで福祉職として様々な現場に勤務し、失敗した経験や辛かった経験を踏ま

えて、職員が安心して仕事ができ、精神的に余裕を持っていられると良いという

思いがある。特に、相談支援は対人援助であり、相談員あっての支援なので、相

談員が良い状態でお話を聞いたり支援したりすることが大切であると考えてい

る。

３．取組の実施状況や実績等

（１）取組の実施状況

ア）センター職員向け

① 組織として相談を受ける体制づくり

＜組織として相談を受けるマインドの醸成＞

 当センターでは、相談員は全員が等しく電話相談を受けることとしている。相談

員の専門性は多岐にわたるが、どの相談員も基本的な対応ができるように努めて

いる。

 相談者の特性からやりとりがスムーズにいかない場合や、お酒を飲んで電話相談

をしてくることや相談者が精神疾患を有しておりやりとりに神経を使うような場

合など、相談員が回答に窮することがある。電話ブースは執務室の一角にあるた

め、やりとりが難航している様子も伝わる。その場合は、一旦電話を保留にした

上で、相談員は電話ブースから離れて今の状況を相談員全員に共有し、皆で知識

を出し合ったり、関連情報を調べたりと対応案を検討する。それを踏まえて、相

談員が電話ブースに戻り、回答するような体制を取っている。

 併せて、電話相談が終わった段階で相談員に声を掛け、相談の概要や対応につい

て大変だった点などについて話してもらうようにしている。「それは大変だった

ね」、「その対応で良かったね」と声をかけ合い、随時、相談員全体で意見を出し

合っている。

 ひきこもり支援に関わる相談員等が、日々の相談に自信をもって対応できるよう

エンパワーメントしていくことが重要であり、個人で相談員としての責任やスト

レスを負うのではなく、組織として相談に臨む体制をとることが出来るよう、常

に相談員同士が声をかけあっている。相談員は電話ブースの中で、孤独の状態で

電話による相談支援をしているが、その後方には、私たち「チーム」がいると常

に感じてほしいと考えている。

＜情報共有の取組及び相談支援の体制＞

 日常的な情報の共有を積み重ねていくことが重要であると考え、定期的な情報共

有の場として、毎日の朝ミーティングと毎週木曜のケース検討会議を設けてい

る。また、ケース検討会議では、面接相談の希望や困難事例の検討を行うほか、

必要に応じて外部のスーパーバイザーに意見・助言をいただくなど、相談支援の

体制を整え、相談に関わる職員全員で共有している。

 朝ミーティングでは、シフト勤務で前日勤務がなかった相談員も把握できるよ

う、毎朝、前日の相談内容を情報共有している。

 ケース検討会議では、電話相談時にあった来所相談の希望に対し、その適否や事

例に適した面接相談担当者の検討を行うほか懸案事項があるケースについて、週
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 神奈川県立青少年センター

日時 年 月 日（木） 時間 時 分～ 時 分

方法

ヒアリング協

力者

神奈川県立青少年センター青少年サポート課

神奈川県福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課

ヒアリングし

た取組

ア）センター職員向け

① 組織として相談を受ける体制づくり

イ）地域のひきこもり支援向け

① 専門職チームの設置

② ひきこもり支援に係る市町村連携会議

③ 市町村巡回型居場所

 基本情報

（１） 神奈川県ひきこもり地域支援センター（平成 年設置）において、電話相談

及び面接相談を実施（「かながわ子ども・若者地域支援センター（平成 年設

置）」と一体運営）

✓ 相談の体制：相談員として、常勤職員４名と会計年度任用職員５名を配置。

常勤職員…福祉職、高校教員（出向）、警察官（出向）

会計年度任用職員…社会福祉士、精神保健福祉士。臨床心理士・公

認心理師、キャリアコンサルタント

✓ 実施日：火曜日から日曜日、 ～ 、 ～ （月曜日・年末年始

は定休日）

（２） 相談の種類

✓ 電話相談…相談専用電話２回線（ひきこもり地域支援センター専用、子ど

も・若者総合相談センター専用）。それぞれの電話ブースを設置し、架電時に

相談員が交互に対応

✓ 面接相談…電話相談後、ケース検討会議において、相談者の要望及び面接相

談の必要性について検討し、その事例に適した担当者を決定した後に実施

（３）ひきこもり支援にかかる市町村等支援強化事業の実施（令和４年度から）

✓ 専門職チームの設置（精神科医月３回、弁護士月１回が参加する「専門職チ

ーム事例検討会」を開催し、当センター及び市町村等が抱える事例について

検討）

✓ 市町村等支援員、訪問相談支援員を設置したほか、県内 市町村（政令市を

除く）との連絡調整を行う会計年度任用職員を設置

✓ ひきこもり支援市町村連携会議・ブロック会議の設置

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

 いわゆる 問題をはじめとする中高年のひきこもり支援が求められており、ひ

きこもり当事者及び家族が高齢化し、問題が長期化するなど、困難な事例が増え

てきている。

 国は、ひきこもり状態にある方など、社会参加に向けてより丁寧な支援を必要と

する方への支援には、市町村におけるひきこもり支援体制の構築が必要であると
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し、都道府県が設置するひきこもり地域支援センターに市町村等を支援する機能

を強化することとした。

 市町村においては、ひきこもりについての相談がないため、ひきこもり支援のノ

ウハウが少ない市町村が見受けられる。

 これまで福祉職として様々な現場に勤務し、失敗した経験や辛かった経験を踏ま

えて、職員が安心して仕事ができ、精神的に余裕を持っていられると良いという

思いがある。特に、相談支援は対人援助であり、相談員あっての支援なので、相

談員が良い状態でお話を聞いたり支援したりすることが大切であると考えてい

る。

３．取組の実施状況や実績等

（１）取組の実施状況

ア）センター職員向け

① 組織として相談を受ける体制づくり

＜組織として相談を受けるマインドの醸成＞

 当センターでは、相談員は全員が等しく電話相談を受けることとしている。相談

員の専門性は多岐にわたるが、どの相談員も基本的な対応ができるように努めて

いる。

 相談者の特性からやりとりがスムーズにいかない場合や、お酒を飲んで電話相談

をしてくることや相談者が精神疾患を有しておりやりとりに神経を使うような場

合など、相談員が回答に窮することがある。電話ブースは執務室の一角にあるた

め、やりとりが難航している様子も伝わる。その場合は、一旦電話を保留にした

上で、相談員は電話ブースから離れて今の状況を相談員全員に共有し、皆で知識

を出し合ったり、関連情報を調べたりと対応案を検討する。それを踏まえて、相

談員が電話ブースに戻り、回答するような体制を取っている。

 併せて、電話相談が終わった段階で相談員に声を掛け、相談の概要や対応につい

て大変だった点などについて話してもらうようにしている。「それは大変だった

ね」、「その対応で良かったね」と声をかけ合い、随時、相談員全体で意見を出し

合っている。

 ひきこもり支援に関わる相談員等が、日々の相談に自信をもって対応できるよう

エンパワーメントしていくことが重要であり、個人で相談員としての責任やスト

レスを負うのではなく、組織として相談に臨む体制をとることが出来るよう、常

に相談員同士が声をかけあっている。相談員は電話ブースの中で、孤独の状態で

電話による相談支援をしているが、その後方には、私たち「チーム」がいると常

に感じてほしいと考えている。

＜情報共有の取組及び相談支援の体制＞

 日常的な情報の共有を積み重ねていくことが重要であると考え、定期的な情報共

有の場として、毎日の朝ミーティングと毎週木曜のケース検討会議を設けてい

る。また、ケース検討会議では、面接相談の希望や困難事例の検討を行うほか、

必要に応じて外部のスーパーバイザーに意見・助言をいただくなど、相談支援の

体制を整え、相談に関わる職員全員で共有している。

 朝ミーティングでは、シフト勤務で前日勤務がなかった相談員も把握できるよ

う、毎朝、前日の相談内容を情報共有している。

 ケース検討会議では、電話相談時にあった来所相談の希望に対し、その適否や事

例に適した面接相談担当者の検討を行うほか懸案事項があるケースについて、週
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に一回、午前中２時間程度の時間を確保し実施している。なお、検討会議は、別

室で行っているため、その間、電話当番２名のみが執務室に残り、基本的にはそ

れ以外の相談員全員がケース検討会議に参加できるようにしている。

 外部の専門職（精神科医と臨床心理士）にスーパーバイズを受けられるよう事例

検討会を開催している。相談者が精神疾患を有し対応に苦慮する事例などの困難

事例のほか、こう着状態にある事例などを相談することができる。

 その他にも、専門職チーム（ひきこもり地域支援センターとして行う市町村等の

支援強化事業で設置した。詳細は後述）へ助言を求めることができる機会もあ

る。

 毎日の朝ミーティング、ケース検討会議、事例検討会、専門職チームへの相談な

ど、ケースの内容・状況に応じて、検討の段階をいくつか用意している。

 その他にも、職員に向けて研修も行っている。

イ）地域のひきこもり支援向け

① 専門職チームの設置

 専門職チームは、ひきこもり地域支援センターにおける市町村等への支援強化事

業 として設置したもので、市町村や当センターが担当するケースで対処に苦慮し

ているケースについて精神科医または弁護士が参加する「専門職チーム検討会」

で検討し、市町村におけるひきこもり支援を支援する事業である。

 精神科医は月３回、弁護士は月１回、それぞれ凡そ２～４時間ほどケース検討に

参加していただく。会議は定例ではなく、毎月の先生方の予定や都合に応じて実

施日を決定している。その後、所管する市町村に対し、専門職チームによる事例

検討会の実施日と相談したいケースがある場合に連絡をもらうように周知してい

る。

 市町村に対し、当センターの持つ専門職チーム検討会などの機能を気軽に使って

欲しいと働きかけているが、市町村から見ると、精神科医や弁護士の方への相談

となると敷居が高く構えてしまうという声が聞かれたため、気兼ねなく相談して

欲しいと、機会のあるごとに伝えている。

 市町村職員のひきこもり支援のスキルアップもかねて「専門職チーム検討会」に

市町村職員が 等で参加できるという取組を施行し、複数の市町村職員の参加

あった。

② ひきこもり支援に係る市町村連携会議

 ひきこもり支援を推進するための体制を構築し、ひきこもり状態にある本人や家

族等を支援することにより、ひきこもり状態にある本人の社会参加を促進し、本

人及び家族等の福祉の増進を図るため、「ひきこもり支援に係る市町村連携会議

（以下、「連携会議」とする。）」を設置し、市町村と定期的に会議を行っている。

今年度は年４回オンラインで実施する予定で、現在、四回目の会議を実施中であ

る。

 
 

15 当事業が予算化された背景として、神奈川県において、令和 年 月頃に、コロナ禍の県

民の生活困窮支援ということで、孤独・孤立に対する支援を強化する方針が決定。その中で多

岐にわたる支援策の強化が決まり、ひきこもり分野では、市町村等への支援の強化事業につな

がった。 
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 今年度当初に、県内の 市町村（政令市を除く）を２か月ほどかけて巡回し、市

町村のひきこもり支援の担当者に対して、当センターの市町村支援のための機能

や実施事業について対面で説明を行い、市町村におけるひきこもり支援の状況と

課題の把握を行った。市町村の担当者と直接会って意見交換をすることにより顔

の見える関係をつくり、ざっくばらんに現状や課題について、相談してもらうこ

とを目的とした。プラットフォームを設置していない自治体に対しては、市町村

のプラットフォームの一員として当センターを加えていただき、相談時に何か困

ったことがあった際には気軽に当センターに相談してほしい、と伝えている。

 その後、「ひきこもり支援市町村連携会議」の設置について市町村（政令市を除

く）の同意を得て、第一回連携会議を開催し、その際に、各地域ブロックに分か

れ、各自治体の取組や課題の共有を行う地域ブロック会議を併せて開催した。

 第二回連携会議では、「ひきこもり支援」や「市町村との連携」をテーマに掲げ、

ひきこもり支援を長年にわたり経験されている 法人代表や元自治体職員のお

二人に登壇いただき、オンラインの対談形式でお話しいただいた。

 第三回連携会議では、ひきこもり支援に係る先行事例の発表として、３市の取組

について発表いただいた。

 第四回連携会議では、市町村（政令市を除く）のひきこもり支援担当者と個別

に、オンライン会議形式で１時間程度の意見交換などを行っている（２月～３月

上旬までの期間で実施完了予定）。

 当センターの持つ「専門職チーム検討会」などの機能を気軽に使って欲しいと、

連携会議など機会のあるごとに伝えている。

③ 市町村巡回型居場所

 市町村と連携し、県内各地で巡回型の「ひきこもり当事者のための居場所」を実

施した。市町村には会議室の確保と広報をお願いし、当センターの職員２人（相

談対応が可能）、ひきこもりの経験がある当事者の方がスタッフとして２人、

相談・支援アドバイザーとして委嘱している 法人職員など１人（元当事者の

方々がフラッシュバックをした場合のフォローアップ対応のため）の計５人を配

置した。

 市町村巡回型で全 回の「ひきこもり当事者のための居場所」を開催した。居場

所では、おりがみやクラフト、コラージュ作り、けん玉、ボードゲームなど、参

加者それぞれが、自由に楽しめるものを用意し、開催している。

（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

ア）センター職員向け

 当センターの強みは、会計年度任用職員・常勤職員が多岐にわたる専門資格やバ

ックグラウンドを持つことであり、相談支援や関係事業を各相談員も担当し、市

町村等支援員や市町村調整の事務担当者が広い視野でもって事業を管理してくれ

ている。こうした職員の知見を十分に活用するために、職場が安心安全な場であ

り、チームとして相談業務を行うことについて機会を見つけて話すとともに、相

談員一人ひとりが孤立することがないように互いに声掛けを行っている。

 事例検討会等の会議では、冒頭に、アイスブレイクとして、毎回テーマを決め

（「３月といえば」など）、全員がそのテーマについて発言してから、会議の本題

に入るようにしている。そのため、和やかな雰囲気の中、事務職員も含め誰でも

自由に発言できるよう工夫している。
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に一回、午前中２時間程度の時間を確保し実施している。なお、検討会議は、別

室で行っているため、その間、電話当番２名のみが執務室に残り、基本的にはそ

れ以外の相談員全員がケース検討会議に参加できるようにしている。

 外部の専門職（精神科医と臨床心理士）にスーパーバイズを受けられるよう事例

検討会を開催している。相談者が精神疾患を有し対応に苦慮する事例などの困難

事例のほか、こう着状態にある事例などを相談することができる。

 その他にも、専門職チーム（ひきこもり地域支援センターとして行う市町村等の

支援強化事業で設置した。詳細は後述）へ助言を求めることができる機会もあ

る。

 毎日の朝ミーティング、ケース検討会議、事例検討会、専門職チームへの相談な

ど、ケースの内容・状況に応じて、検討の段階をいくつか用意している。

 その他にも、職員に向けて研修も行っている。

イ）地域のひきこもり支援向け

① 専門職チームの設置

 専門職チームは、ひきこもり地域支援センターにおける市町村等への支援強化事

業 として設置したもので、市町村や当センターが担当するケースで対処に苦慮し

ているケースについて精神科医または弁護士が参加する「専門職チーム検討会」

で検討し、市町村におけるひきこもり支援を支援する事業である。

 精神科医は月３回、弁護士は月１回、それぞれ凡そ２～４時間ほどケース検討に

参加していただく。会議は定例ではなく、毎月の先生方の予定や都合に応じて実

施日を決定している。その後、所管する市町村に対し、専門職チームによる事例

検討会の実施日と相談したいケースがある場合に連絡をもらうように周知してい

る。

 市町村に対し、当センターの持つ専門職チーム検討会などの機能を気軽に使って

欲しいと働きかけているが、市町村から見ると、精神科医や弁護士の方への相談

となると敷居が高く構えてしまうという声が聞かれたため、気兼ねなく相談して

欲しいと、機会のあるごとに伝えている。

 市町村職員のひきこもり支援のスキルアップもかねて「専門職チーム検討会」に

市町村職員が 等で参加できるという取組を施行し、複数の市町村職員の参加

あった。

② ひきこもり支援に係る市町村連携会議

 ひきこもり支援を推進するための体制を構築し、ひきこもり状態にある本人や家

族等を支援することにより、ひきこもり状態にある本人の社会参加を促進し、本

人及び家族等の福祉の増進を図るため、「ひきこもり支援に係る市町村連携会議

（以下、「連携会議」とする。）」を設置し、市町村と定期的に会議を行っている。

今年度は年４回オンラインで実施する予定で、現在、四回目の会議を実施中であ

る。

 
 

15 当事業が予算化された背景として、神奈川県において、令和 年 月頃に、コロナ禍の県

民の生活困窮支援ということで、孤独・孤立に対する支援を強化する方針が決定。その中で多

岐にわたる支援策の強化が決まり、ひきこもり分野では、市町村等への支援の強化事業につな
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 今年度当初に、県内の 市町村（政令市を除く）を２か月ほどかけて巡回し、市

町村のひきこもり支援の担当者に対して、当センターの市町村支援のための機能

や実施事業について対面で説明を行い、市町村におけるひきこもり支援の状況と

課題の把握を行った。市町村の担当者と直接会って意見交換をすることにより顔

の見える関係をつくり、ざっくばらんに現状や課題について、相談してもらうこ

とを目的とした。プラットフォームを設置していない自治体に対しては、市町村

のプラットフォームの一員として当センターを加えていただき、相談時に何か困

ったことがあった際には気軽に当センターに相談してほしい、と伝えている。

 その後、「ひきこもり支援市町村連携会議」の設置について市町村（政令市を除

く）の同意を得て、第一回連携会議を開催し、その際に、各地域ブロックに分か

れ、各自治体の取組や課題の共有を行う地域ブロック会議を併せて開催した。

 第二回連携会議では、「ひきこもり支援」や「市町村との連携」をテーマに掲げ、

ひきこもり支援を長年にわたり経験されている 法人代表や元自治体職員のお

二人に登壇いただき、オンラインの対談形式でお話しいただいた。

 第三回連携会議では、ひきこもり支援に係る先行事例の発表として、３市の取組

について発表いただいた。

 第四回連携会議では、市町村（政令市を除く）のひきこもり支援担当者と個別
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 当センターの持つ「専門職チーム検討会」などの機能を気軽に使って欲しいと、
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③ 市町村巡回型居場所

 市町村と連携し、県内各地で巡回型の「ひきこもり当事者のための居場所」を実

施した。市町村には会議室の確保と広報をお願いし、当センターの職員２人（相

談対応が可能）、ひきこもりの経験がある当事者の方がスタッフとして２人、

相談・支援アドバイザーとして委嘱している 法人職員など１人（元当事者の

方々がフラッシュバックをした場合のフォローアップ対応のため）の計５人を配
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 市町村巡回型で全 回の「ひきこもり当事者のための居場所」を開催した。居場

所では、おりがみやクラフト、コラージュ作り、けん玉、ボードゲームなど、参

加者それぞれが、自由に楽しめるものを用意し、開催している。

（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

ア）センター職員向け

 当センターの強みは、会計年度任用職員・常勤職員が多岐にわたる専門資格やバ

ックグラウンドを持つことであり、相談支援や関係事業を各相談員も担当し、市

町村等支援員や市町村調整の事務担当者が広い視野でもって事業を管理してくれ

ている。こうした職員の知見を十分に活用するために、職場が安心安全な場であ

り、チームとして相談業務を行うことについて機会を見つけて話すとともに、相

談員一人ひとりが孤立することがないように互いに声掛けを行っている。

 事例検討会等の会議では、冒頭に、アイスブレイクとして、毎回テーマを決め

（「３月といえば」など）、全員がそのテーマについて発言してから、会議の本題

に入るようにしている。そのため、和やかな雰囲気の中、事務職員も含め誰でも

自由に発言できるよう工夫している。
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イ）地域のひきこもり支援向け

 当センターは、常勤職員と会計年度職員あわせて計 名で、週に 回の事例検討

を行っている。しかし、市町村の相談員は圧倒的に人数が少なく１～２名体制で

あることも多い。そこで、年度当初に全 市町村を訪問し、顔の見える関係づく

りを行い、市町村職員には、「何か困ったことがあれば私たち（当センター）に相

談してほしい」と積極的に伝えている。市町村にとって相談しやすいと感じても

らうのが一番である。

 ４月に市町村を訪問した際には、「うちの市町村にはひきこもりはいない、ひきこ

もりの相談を受けたことはない」と話す担当者もいたため、市町村を巡回する形

の居場所を実施した。当日は市町村担当者にも同席をお願いし、市町村担当者が

ひきこもりの当事者と会う・接する機会を設け、当センターの職員がどのように

ひきこもり当事者に声をかけ、関わっているのかを見てもらった。同じ時間を過

ごすことで、中には初めてひきこもり当事者の方と接する機会となった担当者も

おり、市町村担当者の中で変化が起こったと考えている。

 ひきこもり当事者の方々が地元の取組には参加しにくいとの意見があり、居住地

以外の居場所に参加している場合も多い。将来的には市町村が自立して居場所等

の支援を行うことが出来れば一番良いと思っているが、市町村でひきこもり支援

を行う際に、市民限定とせず、他市町村の市民も受け入れるなど広域連携の視点

を取り入れてもらう必要がある。その考えをいかに各市町村の担当者及び市民に

理解してもらうかが課題であると思っている。

 地域包括支援センターや民生委員の方々から、市町村のひきこもり相談窓口につ

ながる場合がある。市町村に対しては、様々な機会を通してひきこもり支援事業

を周知していくと良いと考えている。

（３）成果の確認方法、取組の成果を感じたエピソード等

 市町村連携会議・ブロック会議について、「ブロック会議で、近隣の市町村担当者

とお互いの取組について意見交換を行う機会が全くなかったので、とても参考に

なった」「ひきこもり当事者が地元で支援を受けにくいと考えていることを初めて

知った。広域連携の必要性について考えたい」など、市町村職員の感想が寄せら

れた。ブロック会議を通じて、ひきこもり支援に対する理解を深め、市町村が連

携する広域連携の必要性について認識が深まった。

 専門職チーム（弁護士）検討会を活用した市町村職員から「弁護士に相談すると

なると、もっと法的な問題が発生しているものでないと相談できないと思ってい

たが、今回、思い切って相談し、こう着状態にある案件の支援の方向性が見えて

きた。また活用したい」との意見があった。こうしたエピソードを他の市町村に

も広めていきたい。

 居場所を実施した市町村職員から、「ひきこもり支援はもっとハードルが高いもの

と考えていたが、予算をかけることなく今ある資源で十分対応できることが分か

った。」「居場所事業はとても効果的であることが分かった。来年度もぜひ実施を

お願いしたい」「（居場所事業の報告を聞いて）来年度は、当市でも居場所事業を

実施してほしい」など、年度当初は後ろ向きだった市町村もあったが、とても前

向きな意見が寄せられた。

 当センターはひきこもり支援を行う市町村や 法人の支援も行っているため、

それぞれの自治体や団体等がパワーアップすれば当センターの相談ケースの数は

減っていくことになる。そのため、ひきこもり支援に資する取組は、相談件数を

指標として評価することが難しいと考えている。

 

63 
 

４．他所へのアドバイスやコメント等

 ひきこもり支援においては、ひきこもり当事者から、地元では支援を受けにくい

との声がある。そのため、市町村の枠を超えて市民以外の相談を受けるなど、市

町村の横のつながりといった広域連携の仕組みについて考えていく必要がある。

 市町村のひきこもり支援担当者が、当センターの市町村支援の機能を利用しやす

い形になるよう、敷居を低くして、自由に意見交換を行うなど連絡を取りやすい

関係性が出来れば良いと思っている。特に、市町村の連携を謳っているので、市

町村に安心感を持ってもらうことも重要であると心がけている。

 また、ひきこもり支援の重要な財産は「人」である。まずは、職員・相談員への

研修を行い、毎日の朝ミーティングや定期的な事例検討会を重ねることにより情

報共有とスキルアップを図るとともに、相談員一人ひとりは大事な人財であり、

相談員が困っていることがあれば、チーム皆で考えて解決に向かっていくことが

重要であると考えている。相談員に関わる際に、そのような思いを意識すること

で、職員のエンパワーメントが達成できると良いと思っている。

 それは、当センターの職員であっても、市町村の職員であっても同じことで、ひ

きこもり地域支援センターとして、当センターの職員への支援と同様に、市町村

担当者への支援も、ひきこもり支援に携わる「チーム」として行う必要があると

考えている。

 対人支援を行う相談員においては、「レジリエンス」という考え方も大事だと考え

ている。困難な事例に対して真っ向から受け止めるのではなく、しなやかに柔軟

に受け止められると良い。対人支援を行う際のストレスケアなども含め、このよ

うな研修も必要であると考えている。

以上
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イ）地域のひきこもり支援向け

 当センターは、常勤職員と会計年度職員あわせて計 名で、週に 回の事例検討

を行っている。しかし、市町村の相談員は圧倒的に人数が少なく１～２名体制で

あることも多い。そこで、年度当初に全 市町村を訪問し、顔の見える関係づく

りを行い、市町村職員には、「何か困ったことがあれば私たち（当センター）に相

談してほしい」と積極的に伝えている。市町村にとって相談しやすいと感じても

らうのが一番である。

 ４月に市町村を訪問した際には、「うちの市町村にはひきこもりはいない、ひきこ

もりの相談を受けたことはない」と話す担当者もいたため、市町村を巡回する形

の居場所を実施した。当日は市町村担当者にも同席をお願いし、市町村担当者が

ひきこもりの当事者と会う・接する機会を設け、当センターの職員がどのように

ひきこもり当事者に声をかけ、関わっているのかを見てもらった。同じ時間を過

ごすことで、中には初めてひきこもり当事者の方と接する機会となった担当者も
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４．他所へのアドバイスやコメント等

 ひきこもり支援においては、ひきこもり当事者から、地元では支援を受けにくい

との声がある。そのため、市町村の枠を超えて市民以外の相談を受けるなど、市

町村の横のつながりといった広域連携の仕組みについて考えていく必要がある。

 市町村のひきこもり支援担当者が、当センターの市町村支援の機能を利用しやす

い形になるよう、敷居を低くして、自由に意見交換を行うなど連絡を取りやすい

関係性が出来れば良いと思っている。特に、市町村の連携を謳っているので、市

町村に安心感を持ってもらうことも重要であると心がけている。

 また、ひきこもり支援の重要な財産は「人」である。まずは、職員・相談員への

研修を行い、毎日の朝ミーティングや定期的な事例検討会を重ねることにより情

報共有とスキルアップを図るとともに、相談員一人ひとりは大事な人財であり、

相談員が困っていることがあれば、チーム皆で考えて解決に向かっていくことが

重要であると考えている。相談員に関わる際に、そのような思いを意識すること

で、職員のエンパワーメントが達成できると良いと思っている。

 それは、当センターの職員であっても、市町村の職員であっても同じことで、ひ

きこもり地域支援センターとして、当センターの職員への支援と同様に、市町村

担当者への支援も、ひきこもり支援に携わる「チーム」として行う必要があると

考えている。

 対人支援を行う相談員においては、「レジリエンス」という考え方も大事だと考え

ている。困難な事例に対して真っ向から受け止めるのではなく、しなやかに柔軟

に受け止められると良い。対人支援を行う際のストレスケアなども含め、このよ

うな研修も必要であると考えている。

以上
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 静岡県精神保健福祉センター

日時 年 月 日（金） 時間 時 分～ 時 分

ヒアリン

グ協力者

静岡県精神保健福祉センター精神保健福祉班

ヒアリン

グした取

組

ア） ひきセン向けの取組

① ケースに関する相談や振り返り支援

② カンファレンス（他センター含む）

③ メンター派遣制度（他センター含む）

④ 担当者会議の開催（他センター含む） 
イ）市町村向けの取組

① 研修、講演会

② ひきこもり支援の協議会の開催

１．基本情報

 静岡県には県内の政令市を除く圏域ごと か所に健康福祉センター（県保健所）

があり、精神保健福祉センターと全健康福祉センター内にひきこもり支援センタ

ーを設置している。

 県全体のひきこもり対策連絡協議会の事務局は当精神保健福祉センターが行って

いる。

 当所はワンストップの電話相談窓口を持っている。来所相談や訪問支援は、主に

各圏域の健康福祉センターが主に担当している。件数自体は少ないが、地元では

行きづらい、もっと遠いところで相談をしたいという方の来所相談は、当所で受

けている。

 県ひきこもり支援センターはワンストップの電話窓口で、最初の電話相談を受け

ている。専用の電話回線があり、相談支援のコーディネーターが電話相談を受け

付けている。電話相談の後は継続支援や来所相談となるので、当所から つの健

康福祉センターに引き継ぎをし、初回面接の調整を行う。

 県精神保健福祉センターの職員は、ひきこもり支援に関連する業務以外も兼務し

ている（会計年度職員であるコーディネーターのみが専任）。

 居場所は に委託して行っている（県下の か所で居場所を開催）。居場所を利

用したい場合には、まず当所に電話をしてもらい、コーディネーターが話を聞く

流れとなっている。当該圏域の健康福祉センターにあるひきこもり地域支援セン

ターにつなぎ、つなぎ先のセンターが家族や本人から話を聞いて居場所の利用や

その他、適切なサービスにつなげている。

 県ひきこもり支援センターとして、各センターの職員及びコーディネーターが市

町におけるひきこもり相談窓口への後方支援を行っている。後方支援の対象とな

る自治体は、 市町ある。

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

 平成 年に静岡県ひきこもり支援センターが創設された。創設当初からコーディ

ネーターを６名雇用し、精神保健福祉センター及び他３か所の健康福祉センター

に配置する体制でスタートした。コロナ禍前は「カンファレンス」という形式で

各健康福祉センターの担当とコーディネーターを集め、年に複数回コーディネー

ターへの支援等をしていた。
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 コロナ禍で変わった部分はある。現在オンラインで開催しているひきこもり支援

従事者養成研修は、コロナ禍になる前は 日間の集合研修を各圏域で開催してい

た。当県は広く か所で開催できないため、講師とともに各圏域を巡回しながら

実施していた。

 現在、カンファレンスは年に数回オンラインを活用して行っている。また、市町

を集めた圏域での会議を開催する方に力を入れている。

 現状は、市町がひきこもりの相談体制を整えていくことを支援するために、各健

康福祉センターが実施するひきこもり支援の協議会に各圏域の市町の担当者が集

まって積極的な情報交換をしている。義務教育を過ぎると長期のひきこもりに移

行することもあり教育分野との連携も重要であるため、圏域によっては市町の教

育委員会も協議会に出席している所や、通信制の高校にひきこもりに関するリー

フレットを置いている所もある。

３．取組の実施状況や実績

（１）取組の実施状況

ア）ひきセン向けの取組

① ケースに関する相談や振り返り支援

 当県では、精神保健福祉センターや児童相談所に異動となった職員に対して、相

談支援の方法（面接の方法や振り返りの方法等）に関する体系化された研修（面

接スキルトレーニング研修）を行っている。中堅以上の心理士は、研修受講後は

当所のコーディネーター等に対して基礎的な面接スキルトレーニング研修を行っ

ている。

 当所で継続的に担当するケースは数がそれほど多くないため、定期的なケース検

討は行っていない。発生ベースで支援者からの相談を受け、コーディネーターの

電話相談が終わった後等にコーディネーターと相談ケースの振り返りをしてい

る。

② カンファレンス（他センター含む）

 ケース検討については、８か所のひきこもり支援センターで「カンファレンス」

を行っている。８か所のひきこもり支援センターの担当者とコーディネーターが

集まって勉強会をすることもあれば、ケース検討をすることもある。コロナ禍以

前は年に複数回開催していた時もあったが、今は開催数が減った。

 特にコーディネーターは、多くの面接に対応している中で悩むことがある。県内

の他所のひきこもり支援センターに所属するコーディ―ネーターからケースの相

談を受け、電話でスーパーバイズをすることもある。中にはひきこもり支援に詳

しい職員がいない所や、コーディネーターが兼務配置の所、心理職がいない所も

あるため、自身がスーパーバイズをすることもある。定例会議のような形という

よりは、随時、必要に応じて実施している。

③ メンター派遣制度（他センター含む）

 健康福祉センターにあるひきこもり支援センターの中には家族交流会や家族教室

を行っている所もあり、当所は、それらの取組の支援として「メンター派遣事

業」を行っている。メンターはひきこもりが回復された方の家族であり、同意が

得られた場合、県に登録いただき経験談などを話してもらっている。その他の所

でも、家族交流会でメンターを招聘したいという希望がある場合には、当所が登

録しているメンターの方と調整・派遣をしている。
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 静岡県精神保健福祉センター

日時 年 月 日（金） 時間 時 分～ 時 分

ヒアリン

グ協力者

静岡県精神保健福祉センター精神保健福祉班

ヒアリン

グした取

組

ア） ひきセン向けの取組

① ケースに関する相談や振り返り支援

② カンファレンス（他センター含む）

③ メンター派遣制度（他センター含む）

④ 担当者会議の開催（他センター含む） 
イ）市町村向けの取組

① 研修、講演会

② ひきこもり支援の協議会の開催

１．基本情報

 静岡県には県内の政令市を除く圏域ごと か所に健康福祉センター（県保健所）

があり、精神保健福祉センターと全健康福祉センター内にひきこもり支援センタ

ーを設置している。

 県全体のひきこもり対策連絡協議会の事務局は当精神保健福祉センターが行って

いる。

 当所はワンストップの電話相談窓口を持っている。来所相談や訪問支援は、主に

各圏域の健康福祉センターが主に担当している。件数自体は少ないが、地元では

行きづらい、もっと遠いところで相談をしたいという方の来所相談は、当所で受

けている。

 県ひきこもり支援センターはワンストップの電話窓口で、最初の電話相談を受け

ている。専用の電話回線があり、相談支援のコーディネーターが電話相談を受け

付けている。電話相談の後は継続支援や来所相談となるので、当所から つの健

康福祉センターに引き継ぎをし、初回面接の調整を行う。

 県精神保健福祉センターの職員は、ひきこもり支援に関連する業務以外も兼務し

ている（会計年度職員であるコーディネーターのみが専任）。

 居場所は に委託して行っている（県下の か所で居場所を開催）。居場所を利

用したい場合には、まず当所に電話をしてもらい、コーディネーターが話を聞く

流れとなっている。当該圏域の健康福祉センターにあるひきこもり地域支援セン

ターにつなぎ、つなぎ先のセンターが家族や本人から話を聞いて居場所の利用や

その他、適切なサービスにつなげている。

 県ひきこもり支援センターとして、各センターの職員及びコーディネーターが市

町におけるひきこもり相談窓口への後方支援を行っている。後方支援の対象とな

る自治体は、 市町ある。

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

 平成 年に静岡県ひきこもり支援センターが創設された。創設当初からコーディ

ネーターを６名雇用し、精神保健福祉センター及び他３か所の健康福祉センター

に配置する体制でスタートした。コロナ禍前は「カンファレンス」という形式で

各健康福祉センターの担当とコーディネーターを集め、年に複数回コーディネー

ターへの支援等をしていた。
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 コロナ禍で変わった部分はある。現在オンラインで開催しているひきこもり支援

従事者養成研修は、コロナ禍になる前は 日間の集合研修を各圏域で開催してい

た。当県は広く か所で開催できないため、講師とともに各圏域を巡回しながら

実施していた。

 現在、カンファレンスは年に数回オンラインを活用して行っている。また、市町

を集めた圏域での会議を開催する方に力を入れている。

 現状は、市町がひきこもりの相談体制を整えていくことを支援するために、各健

康福祉センターが実施するひきこもり支援の協議会に各圏域の市町の担当者が集

まって積極的な情報交換をしている。義務教育を過ぎると長期のひきこもりに移

行することもあり教育分野との連携も重要であるため、圏域によっては市町の教

育委員会も協議会に出席している所や、通信制の高校にひきこもりに関するリー

フレットを置いている所もある。

３．取組の実施状況や実績

（１）取組の実施状況

ア）ひきセン向けの取組

① ケースに関する相談や振り返り支援

 当県では、精神保健福祉センターや児童相談所に異動となった職員に対して、相

談支援の方法（面接の方法や振り返りの方法等）に関する体系化された研修（面

接スキルトレーニング研修）を行っている。中堅以上の心理士は、研修受講後は

当所のコーディネーター等に対して基礎的な面接スキルトレーニング研修を行っ

ている。

 当所で継続的に担当するケースは数がそれほど多くないため、定期的なケース検

討は行っていない。発生ベースで支援者からの相談を受け、コーディネーターの

電話相談が終わった後等にコーディネーターと相談ケースの振り返りをしてい

る。

② カンファレンス（他センター含む）

 ケース検討については、８か所のひきこもり支援センターで「カンファレンス」

を行っている。８か所のひきこもり支援センターの担当者とコーディネーターが

集まって勉強会をすることもあれば、ケース検討をすることもある。コロナ禍以

前は年に複数回開催していた時もあったが、今は開催数が減った。

 特にコーディネーターは、多くの面接に対応している中で悩むことがある。県内

の他所のひきこもり支援センターに所属するコーディ―ネーターからケースの相

談を受け、電話でスーパーバイズをすることもある。中にはひきこもり支援に詳

しい職員がいない所や、コーディネーターが兼務配置の所、心理職がいない所も

あるため、自身がスーパーバイズをすることもある。定例会議のような形という

よりは、随時、必要に応じて実施している。

③ メンター派遣制度（他センター含む）

 健康福祉センターにあるひきこもり支援センターの中には家族交流会や家族教室

を行っている所もあり、当所は、それらの取組の支援として「メンター派遣事

業」を行っている。メンターはひきこもりが回復された方の家族であり、同意が

得られた場合、県に登録いただき経験談などを話してもらっている。その他の所

でも、家族交流会でメンターを招聘したいという希望がある場合には、当所が登

録しているメンターの方と調整・派遣をしている。
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④ 担当者会議の開催（他センター含む）

 当所は、居場所の事業担当者と県のひきこもり支援センター担当者が参加する会

議（担当者会議）を年に２回開催している。対応に困ったケースはないか、居場

所への参加ルールをどのようにしているかといった、居場所に関する共通する悩

み事などを話し合っている。居場所の他にも、県内にある８か所のひきこもり地

域支援センターの担当者会議を、少なくとも年に２回は実施している。

イ） 市町村向けの取組

① 研修、講演会

 当所は研修・講演会を実施する役割も担っている。ひきこもりの支援に携わる者

を対象として「ひきこもり支援従事者養成研修」を年に一回程度の頻度で行って

いる。この研修では、有識者を招聘して「ひきこもりとは何か」といった基本か

ら支援技法まで、学ぶ内容になっている。研修の中で事例検討会を行ったりもし

ている。その他に、一般の県民やひきこもり支援に関心のある支援者に向けた講

演会も毎年実施している。

② ひきこもり支援の協議会の開催

 当所が主催し、年に 回、県のひきこもり対策連絡協議会を開催している。大学

の先生、労働局、県の教育委員会、精神保健福祉センター、子ども・若者センタ

ー等の担当者等が委員になっている。当所が県内のひきこもり支援センターを代

表して県下の情報を集約し、ひきこもり地域支援センターの取組状況、全 市町

の取組状況や課題等を報告している。また、今後のひきこもり地域支援センター

はどのような取組を進めればよいかについて委員から助言を受けている。

 県の協議会は、今年は２月に開催した。この開催時期は、７か所の健康福祉セン

ターが各自でひきこもり支援の協議会を終えた時期に設定している。

 健康福祉センター各所の協議会は、管轄の市町のひきこもり相談窓口担当者や教

育委員会の担当者、地域包括支援センターの担当者等で構成している。地域にお

ける課題や、ひきこもり相談窓口の設置等の進捗状況を話し合っている。県下に

は独自で居場所を開催するといった先進的な取組を行う市もあり、予算を獲得す

るための工夫なども情報交換している。また、管内の市町がどのような体制を整

備してどの程度進捗しているかを、県が把握する場としている。

 健康福祉センター各所が行う協議会には、当所は基本的にすべて参加しており、

講義を担当することもある。また、各所の協議会にてケース検討会を行う場合や

勉強会を行う場合には、当所の実施する「アドバイザー派遣事業」に登録してい

る大学教授や認定 法人職員を派遣している。

 ７か所の協議会では情報交換や先進事例を知ることを目的としているが、県の協

議会は、マクロな視点で、どのような方向性で支援を進めていくと良いかといっ

たことを決めている。

（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

 現在ひきこもり支援の協議会をすべての地域で実施している。ひきこもり支援の

状況については、地域差が大きいという課題がある。中には支援者交流会等、全

市町の担当者が集まって協議会を年に複数回実施する等取組みが活発な圏域もあ

るが、まだそこまで行えていない圏域もある。
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 県や社会福祉協議会等と情報交換・連携をとりながら、市町をどのよう後押しし

ていくかといった点も課題である。

 当所は県の組織なので約 ～ 年の早いサイクルで職員の異動があるという点も課

題。７か所のひきこもり地域支援センターの中には、中堅やベテランの職員がい

る所もあれば、多くの職員が新規採用職員と入れ替わる所もある。当所はそのよ

うな状況に対して支援する役割も期待されている。

 異動に伴う担当者変更や人の入れ替えにより、組織の経験値が若返ってしまわな

いようにいかにキープするかは課題である。市町や他の部署をバックアップした

り人を育てたりすることは、重要だが、大きな課題である。

 ひきこもり支援に理解のある市町では研修や会議も充実しており、何が必要かを

整理して、その体制強化のための予算がついている状況がある。県が市町が困っ

た時にバックアップができるような事業に予算をつけていくことは重要である。

また、支援者を支援する人材や研修の講師ができる人材がどれくらいいるかも課

題である。

（３）成果の確認方法、取組の成果を感じたエピソード等

 ひきこもり支援者支援に資する取組については、研修や支援者支援をした結果、

すぐに相談者の状態が良くなるというものではないため、評価の難しさがある。

大きな変化がすぐには起こらないが、長期的に支援対象者を支えていく必要があ

るひきこもり支援において、支援者支援は重要な課題である。

４．他所へのアドバイスやコメント等

 研修の内容について、出来るだけ近い圏域の方々と顔つなぎの機会になるように

グループワーク形式で振り返りや話し合いをする場を設けるとよいと考えてい

る。

 近年、ひきこもり分野は注目されて、市町が窓口もち、研修会・講演会を開催し

ていることもある。相談窓口を立ち上げたが相談が来ない、ケース検討の機会を

設けたがケースが上がってこないといったことも、課題として聞かれる。窓口の

体制整備やケース検討会の形を作ることも大事だが、その領域に詳しく、積極的

に取り組んでくれる人材を育成・配置することも重要である。

以上
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④ 担当者会議の開催（他センター含む）

 当所は、居場所の事業担当者と県のひきこもり支援センター担当者が参加する会

議（担当者会議）を年に２回開催している。対応に困ったケースはないか、居場

所への参加ルールをどのようにしているかといった、居場所に関する共通する悩

み事などを話し合っている。居場所の他にも、県内にある８か所のひきこもり地

域支援センターの担当者会議を、少なくとも年に２回は実施している。

イ） 市町村向けの取組

① 研修、講演会

 当所は研修・講演会を実施する役割も担っている。ひきこもりの支援に携わる者

を対象として「ひきこもり支援従事者養成研修」を年に一回程度の頻度で行って

いる。この研修では、有識者を招聘して「ひきこもりとは何か」といった基本か

ら支援技法まで、学ぶ内容になっている。研修の中で事例検討会を行ったりもし

ている。その他に、一般の県民やひきこもり支援に関心のある支援者に向けた講

演会も毎年実施している。

② ひきこもり支援の協議会の開催

 当所が主催し、年に 回、県のひきこもり対策連絡協議会を開催している。大学

の先生、労働局、県の教育委員会、精神保健福祉センター、子ども・若者センタ

ー等の担当者等が委員になっている。当所が県内のひきこもり支援センターを代

表して県下の情報を集約し、ひきこもり地域支援センターの取組状況、全 市町

の取組状況や課題等を報告している。また、今後のひきこもり地域支援センター

はどのような取組を進めればよいかについて委員から助言を受けている。

 県の協議会は、今年は２月に開催した。この開催時期は、７か所の健康福祉セン

ターが各自でひきこもり支援の協議会を終えた時期に設定している。

 健康福祉センター各所の協議会は、管轄の市町のひきこもり相談窓口担当者や教

育委員会の担当者、地域包括支援センターの担当者等で構成している。地域にお

ける課題や、ひきこもり相談窓口の設置等の進捗状況を話し合っている。県下に

は独自で居場所を開催するといった先進的な取組を行う市もあり、予算を獲得す

るための工夫なども情報交換している。また、管内の市町がどのような体制を整

備してどの程度進捗しているかを、県が把握する場としている。

 健康福祉センター各所が行う協議会には、当所は基本的にすべて参加しており、

講義を担当することもある。また、各所の協議会にてケース検討会を行う場合や

勉強会を行う場合には、当所の実施する「アドバイザー派遣事業」に登録してい

る大学教授や認定 法人職員を派遣している。

 ７か所の協議会では情報交換や先進事例を知ることを目的としているが、県の協

議会は、マクロな視点で、どのような方向性で支援を進めていくと良いかといっ

たことを決めている。

（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

 現在ひきこもり支援の協議会をすべての地域で実施している。ひきこもり支援の

状況については、地域差が大きいという課題がある。中には支援者交流会等、全

市町の担当者が集まって協議会を年に複数回実施する等取組みが活発な圏域もあ

るが、まだそこまで行えていない圏域もある。

 

67 
 

 県や社会福祉協議会等と情報交換・連携をとりながら、市町をどのよう後押しし

ていくかといった点も課題である。

 当所は県の組織なので約 ～ 年の早いサイクルで職員の異動があるという点も課

題。７か所のひきこもり地域支援センターの中には、中堅やベテランの職員がい

る所もあれば、多くの職員が新規採用職員と入れ替わる所もある。当所はそのよ

うな状況に対して支援する役割も期待されている。

 異動に伴う担当者変更や人の入れ替えにより、組織の経験値が若返ってしまわな

いようにいかにキープするかは課題である。市町や他の部署をバックアップした

り人を育てたりすることは、重要だが、大きな課題である。

 ひきこもり支援に理解のある市町では研修や会議も充実しており、何が必要かを

整理して、その体制強化のための予算がついている状況がある。県が市町が困っ

た時にバックアップができるような事業に予算をつけていくことは重要である。

また、支援者を支援する人材や研修の講師ができる人材がどれくらいいるかも課

題である。

（３）成果の確認方法、取組の成果を感じたエピソード等

 ひきこもり支援者支援に資する取組については、研修や支援者支援をした結果、

すぐに相談者の状態が良くなるというものではないため、評価の難しさがある。

大きな変化がすぐには起こらないが、長期的に支援対象者を支えていく必要があ

るひきこもり支援において、支援者支援は重要な課題である。

４．他所へのアドバイスやコメント等

 研修の内容について、出来るだけ近い圏域の方々と顔つなぎの機会になるように

グループワーク形式で振り返りや話し合いをする場を設けるとよいと考えてい

る。

 近年、ひきこもり分野は注目されて、市町が窓口もち、研修会・講演会を開催し

ていることもある。相談窓口を立ち上げたが相談が来ない、ケース検討の機会を

設けたがケースが上がってこないといったことも、課題として聞かれる。窓口の

体制整備やケース検討会の形を作ることも大事だが、その領域に詳しく、積極的

に取り組んでくれる人材を育成・配置することも重要である。

以上
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 静岡市ひきこもり地域支援センター

日時 年 月 日（金） 時間 時～ 時

ヒアリング協

力者

静岡市ひきこもり地域支援センター「 （だんだん）しずお

か」

ヒアリングし

た取組

ア）ひきセン向けの取組

① 担当ケースの割り振りの工夫（２名担当・１名担当制の導入）

② ケース検討会 
③ スーパービジョン 

１． 基本情報

 静岡市ひきこもり地域支援センターは、認定 法人である当法人が、静岡市の青

少年育成課の子ども若者相談センターから委託を受けて運営している。

 当法人は、十数年前に創設された団体であり、認定 法人の法人格を有している。

現在は、相談部門に関しては、常時相談を受け付ける職員が 名。その他にも、事

務関係の責任を担うセンター長が在籍する。

 相談員は主に相談業務を担っており、中には居場所や家族教室等の活動を兼務する

者もいる。居場所等の活動は、市で実施する「ひきこもりサポート事業」のサポー

ターに、ファシリテーターや話し相手、受付業務などを手伝ってもらいながら運営

している。

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

 前提として、当事務所の相談員は係長や課長といった役職を付けていない。相談員

は皆、仕事の上で平等の立場で貢献してもらうという考えを持ち、その下で業務を

行っている 。なお、相談員それぞれの状況や希望に合わせ、勤務の時間は様々で

ある。

 一人の相談員に業務が偏ってしまうと負担感が生じ、最終的に仕事を辞めるという

選択にまで至ることがある。このような事態を防ぐためにも、担当する相談件数の

調整が必要と考えている。各相談員の状況に応じて、一人の負担感を減らすために

なるべく調整していかなければならないと認識している。

 人の生死に関わる場面があったり、相談者から不当に怒鳴られることがあったりと、

ひきこもり支援は人の困りごとやストレスを聞いていく仕事であるため、ストレス

のかかる仕事であり、責任も重い。そのことを一人で背負うのはとても大変で、一

人で背負うと長続きしない。その為、以前は相談員の入れ替わりも多かった。

 以前も担当ケースの共有はしていたが、相談員によってはそれでもケースを抱え込

んでしまう者もおり、その相談員が退職した後にどれだけ大変な状況であったかを

知ることもあった。そのような経験を踏まえ、相談員は面談や記録などの担当ケー

スを持つが、「支援方針や対応などは全員で共有する」という共通理解を持つに至

った。

 
 
16 相談員は、臨床心理士や公認心理師、社会福祉士、精神保健福祉士といった資格を有していたり、相談

支援業務の豊富な経験を有していたりする。 
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３．取組の実施状況や実績

（１）取組の実施状況

ア）ひきセン向けの取組

① ２名担当・1 名担当の導入 
 相談員全員がケースの内容を知っている体制になるよう、面談を実施した日に全相

談員に対して面談内容の共有をするようにしている。そうすることで、一人に負担

がかからないよう工夫している。

 ２名担当・１名担当とは、ケースを何人で担当するかという体制のことである。何

人体制にするかは、ひきこもり支援の緊急度で分けるようにしている。

 例えば、働いていないひきこもり状態であっても、穏やかに暮らしている場合も少

なくない。そのようなケースの場合は、命の危険はないという判断で一人体制のケ

ースとしている。他方、命の危険があるのではないかと心配になる場合や、親が高

齢であり や のケースで均衡を保っていた生活が崩壊してしまいそうなケ

ースは二人体制にしている。そのような危機的ケースは当所だけで背負いきれない

ため、医療機関や地域包括支援センター、精神保健福祉センターといった他機関と

の連携が必要となる。連携するにあたって業務量が増えることから、二人体制とし

ている。

 担当は会議で決める。原則として、職員が在籍中であれば担当の交代をしないよう

にしているが、途中で一人体制から二人体制に、二人体制から一人体制に変わるこ

とはある。例えば、一人体制で支援を開始したが、途中で困難なケースであること

が分かり、二人体制に代わることもある。その点は柔軟に対応している。

 担当を決める会議において、特にリーダーは決めていない。相談員は積極的に発言

する者が多いので、自然発生的に物事が決まっていく。発言が消極的な場面では「ど

う思いますか」と促していくこともあるが、基本的に皆で話し合いながら決めてい

くことを心がけている。

 会議の時間は、毎朝約１時間を確保している。加えて、水曜日の午前中は長い会議

時間を設け、講演会の企画や運営など相談以外の事項について話すこととしている。

それら以外にも、適宜、全員が揃ったタイミングで「ちょっと聞いてほしい」とい

うことで突如話し合いが始まり、情報共有することもある。

 毎朝の会議は、必ず担当ケースについて共有している。新規で相談のあったケース

の中でも早く対応をしたほうが良いと思われる緊急性の高いケースから話し合い、

方針・対応を決めていく。また、担当ケースの進捗も逐一報告している。

 ケースについては、担当者が毎回の相談の記録を作成している。記録は、電子と紙

媒体の両方で保管しており、保管期間は約５年間。５年以上相談が継続しているケ

ースは、それ以上保管している。

② ケース検討会

 ひきこもりの支援は一つの支援機関で抱えても解決できないことがとても多いの

で、ケース検討会やスーパービジョンで相談する場を設けている。

 以前は静岡市精神保健福祉センターの精神科医、臨床心理士、精神保健福祉士など

が参加するケース検討会が定期的に行われていた。近年は精神保健福祉センターの

事業の一つであるアウトリーチ支援という枠組みでケース検討会を行い、検討後も

相談したケースについて電話などで相談することができる。

③ スーパービジョン

 スーパービジョンは毎月交互に二人の有識者に依頼しており、一対一の個別相談形
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 静岡市ひきこもり地域支援センター

日時 年 月 日（金） 時間 時～ 時

ヒアリング協

力者

静岡市ひきこもり地域支援センター「 （だんだん）しずお

か」

ヒアリングし

た取組

ア）ひきセン向けの取組

① 担当ケースの割り振りの工夫（２名担当・１名担当制の導入）

② ケース検討会 
③ スーパービジョン 

１． 基本情報

 静岡市ひきこもり地域支援センターは、認定 法人である当法人が、静岡市の青

少年育成課の子ども若者相談センターから委託を受けて運営している。

 当法人は、十数年前に創設された団体であり、認定 法人の法人格を有している。

現在は、相談部門に関しては、常時相談を受け付ける職員が 名。その他にも、事

務関係の責任を担うセンター長が在籍する。

 相談員は主に相談業務を担っており、中には居場所や家族教室等の活動を兼務する

者もいる。居場所等の活動は、市で実施する「ひきこもりサポート事業」のサポー

ターに、ファシリテーターや話し相手、受付業務などを手伝ってもらいながら運営

している。

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

 前提として、当事務所の相談員は係長や課長といった役職を付けていない。相談員

は皆、仕事の上で平等の立場で貢献してもらうという考えを持ち、その下で業務を

行っている 。なお、相談員それぞれの状況や希望に合わせ、勤務の時間は様々で

ある。

 一人の相談員に業務が偏ってしまうと負担感が生じ、最終的に仕事を辞めるという

選択にまで至ることがある。このような事態を防ぐためにも、担当する相談件数の

調整が必要と考えている。各相談員の状況に応じて、一人の負担感を減らすために

なるべく調整していかなければならないと認識している。

 人の生死に関わる場面があったり、相談者から不当に怒鳴られることがあったりと、

ひきこもり支援は人の困りごとやストレスを聞いていく仕事であるため、ストレス

のかかる仕事であり、責任も重い。そのことを一人で背負うのはとても大変で、一

人で背負うと長続きしない。その為、以前は相談員の入れ替わりも多かった。

 以前も担当ケースの共有はしていたが、相談員によってはそれでもケースを抱え込

んでしまう者もおり、その相談員が退職した後にどれだけ大変な状況であったかを

知ることもあった。そのような経験を踏まえ、相談員は面談や記録などの担当ケー

スを持つが、「支援方針や対応などは全員で共有する」という共通理解を持つに至

った。

 
 
16 相談員は、臨床心理士や公認心理師、社会福祉士、精神保健福祉士といった資格を有していたり、相談

支援業務の豊富な経験を有していたりする。 
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３．取組の実施状況や実績

（１）取組の実施状況

ア）ひきセン向けの取組

① ２名担当・1 名担当の導入 
 相談員全員がケースの内容を知っている体制になるよう、面談を実施した日に全相

談員に対して面談内容の共有をするようにしている。そうすることで、一人に負担

がかからないよう工夫している。

 ２名担当・１名担当とは、ケースを何人で担当するかという体制のことである。何

人体制にするかは、ひきこもり支援の緊急度で分けるようにしている。

 例えば、働いていないひきこもり状態であっても、穏やかに暮らしている場合も少

なくない。そのようなケースの場合は、命の危険はないという判断で一人体制のケ

ースとしている。他方、命の危険があるのではないかと心配になる場合や、親が高

齢であり や のケースで均衡を保っていた生活が崩壊してしまいそうなケ

ースは二人体制にしている。そのような危機的ケースは当所だけで背負いきれない

ため、医療機関や地域包括支援センター、精神保健福祉センターといった他機関と

の連携が必要となる。連携するにあたって業務量が増えることから、二人体制とし

ている。

 担当は会議で決める。原則として、職員が在籍中であれば担当の交代をしないよう

にしているが、途中で一人体制から二人体制に、二人体制から一人体制に変わるこ

とはある。例えば、一人体制で支援を開始したが、途中で困難なケースであること

が分かり、二人体制に代わることもある。その点は柔軟に対応している。

 担当を決める会議において、特にリーダーは決めていない。相談員は積極的に発言

する者が多いので、自然発生的に物事が決まっていく。発言が消極的な場面では「ど

う思いますか」と促していくこともあるが、基本的に皆で話し合いながら決めてい

くことを心がけている。

 会議の時間は、毎朝約１時間を確保している。加えて、水曜日の午前中は長い会議

時間を設け、講演会の企画や運営など相談以外の事項について話すこととしている。

それら以外にも、適宜、全員が揃ったタイミングで「ちょっと聞いてほしい」とい

うことで突如話し合いが始まり、情報共有することもある。

 毎朝の会議は、必ず担当ケースについて共有している。新規で相談のあったケース

の中でも早く対応をしたほうが良いと思われる緊急性の高いケースから話し合い、

方針・対応を決めていく。また、担当ケースの進捗も逐一報告している。

 ケースについては、担当者が毎回の相談の記録を作成している。記録は、電子と紙

媒体の両方で保管しており、保管期間は約５年間。５年以上相談が継続しているケ

ースは、それ以上保管している。

② ケース検討会

 ひきこもりの支援は一つの支援機関で抱えても解決できないことがとても多いの

で、ケース検討会やスーパービジョンで相談する場を設けている。

 以前は静岡市精神保健福祉センターの精神科医、臨床心理士、精神保健福祉士など

が参加するケース検討会が定期的に行われていた。近年は精神保健福祉センターの

事業の一つであるアウトリーチ支援という枠組みでケース検討会を行い、検討後も

相談したケースについて電話などで相談することができる。

③ スーパービジョン

 スーパービジョンは毎月交互に二人の有識者に依頼しており、一対一の個別相談形
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式で担当ケースの方向性を確認し相談する。

 スーパービジョンを依頼している有識者は、二人とも臨床心理士である。お一人は、

ひきこもり支援に携わってきた方、もう一人はひきこもりが専門という訳ではない

が心理の専門家である。毎月、相談員に個別相談の割り振りをして、同じ回数、か

つ、どちらの有識者からも相談を受けられるように調整している。

 スーパーバイズという仕組みを取り入れたのは約 ～ 年前からである。相談員の

心の拠り所や心を支えてくれるのは誰なのだろうかと感じ、スーパーバイズをお願

いして有識者に来ていただくようになった。有識者のお一人は、従前から当所の取

組に協力してくださっていたのですぐに承諾を得られた。もうお一人は、当所の理

事からの紹介で今年度から協力をいただくこととなった。

 スーパーバイズは、研修費という科目になる。 ～ 年ほど前は、研修は首都圏の講

習会に出席するのが一般的で、 ～ 泊の宿泊費を伴い、かつ、相談員一人しか参加

できなかった。しかし、コロナの影響でオンライン形式にて気軽に講習を受講でき

るようになり、費用負担が減ったという背景はある。ただ、考えとしては、相談員

が「正しい道を進んでいる」という安心感を持つことが重要であり、講習会やスー

パーバイズなどで適切な指針を得ることは相談員のモチベーションにつながるた

め、積極的に実施していきたいと思っている。

（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

 支援の方向性の確認のためにケース検討会は大変重要である。しかし、実施にあた

って資料作成や他機関との調整などを相談支援と並行して進めていくことに大き

な負担を感じる。

 当法人は、センター長以外は役職がなくフラットな身分のため、困難ケースの担当

を決める時に、心理的な負担というものはある。

 相談員には、「仕事が終わり職場のドアを閉じたら仕事のことは考えないようにし

てほしい。家に帰宅しても思い出したり眠れなかったり困ったことがあれば、セン

ター長のところに個別に相談に来てほしい」と伝えている。個人が危機を抱えてい

たり、何か変化がある様子が見られたりする場合に放置すると、メンタルのトラブ

ルから休職や退職につながってしまう恐れがある。

（３）成果の確認方法、取組の成果を感じたエピソード等

 目に見える効果の一つとして、以前は相談員の離職が比較的多かったが、ここ３年

程は離職者がいない。相談をするという仕事なので、担当者が次々と変わると相談

者も不安を抱えることとなり望ましくない。

４．他所へのアドバイスやコメント等

 細かいことであっても労働条件を改善していく必要はあると思う。当所では、子ど

もの体調不良への対応等で取得したため有給休暇が残っていないケースがあった

ことから、相談員の有給休暇日数を増やすことで時間休を取得しやすい職場環境を

整えた。

 次に、相談員の方々が元気で楽しく働いていなければ長続きしないと思っており、

定期的に話し合いをし、自分の苦手な部分を共有し合うなど、相談員同士で認め合

うような環境が重要である。相談者にも職場環境の緊張感は伝わってしまうので、

和やかやでゆったりした雰囲気も必要である

 相談員にも心の余裕がなければ、よりよい支援ができない。支援者同士では自分の

得意な分野・苦手な分野を共有している。また、お互いが働きやすい環境になるよ
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うに配慮している。相談員は、女性が多く家庭の事情で休むこともあるので、誰が

いつ休んでもフォローできるように、子育て中の方も若い方も働きやすいように配

慮している。

以上
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 愛媛県心と体の健康センター

日時 年 月 日（火） 時間 時 分～ 時 分

ヒアリング

協力者

愛媛県心と体の健康センター

ヒアリング

した取組

ア）ひきこもり相談室職員向け

① 相談員の心理的なケアを含めた相談体制

② 研修会や事例検討会への参加促進

③ 必要時に応じて、組織の産業医や保健師、人事労務管理スタッフ

からの支援につなげられるような体制

イ）市町村向けの取組

① 事例検討会への参加促進

② 協議会の開催

１．基本情報

 愛媛県は、心と体の健康センター（精神保健福祉法上の精神保健福祉センター、

以下、「センター」）内にひきこもり相談室を設置し、県直営でひきこもり地域支

援センター事業を行っている。

 ひきこもり相談室には、専任の相談員２名（県の会計年度職員）が配置されてい

る。１名は保健師、もう 名は精神保健福祉士である。ひきこもり相談を主業務

としつつ、他にも家族教室やデイケア（居場所）といった取組などにも従事して

いる。

 ひきこもり相談室には専用の電話回線があり、電話相談や来所相談は、相談員２

名が対応しているが、またセンター職員も適宜バックアップして、常に情報を共

有しながら支援を行える体制をとっている。

 また、ひきこもり地域支援センター事業の一環として、センター及びひきこもり

相談室が、県内市町のひきこもり相談窓口への後方支援を行っている。なお、後

方支援の対象となる自治体は、 市町ある。

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

 センターは「精神保健」の専門機関であり、ひきこもり相談室がセンター内に設

置されている強みを活かして支援を行ってきた。

 センター内には、ひきこもり支援の他にも、自殺対策に対応する部門や （災

害派遣精神医療チーム ： ）等が存在する

ことから、人はどのような場合に傷ついて、どのような時に支援するとスムーズ

に回復していくのかについて、知見を有している。また、センターには、保健

師、臨床心理士、精神科医などが在籍しており、それぞれが保健所や児童相談

所、精神科病棟などに勤務経験がある。支援者がどのような時に自分を責め、傷

つき、疲弊するかについて、常日頃から意識しながら働いているところである。

 県内の市町に対しては、当所で開催する事例検討会への参加を促してきた。ま

た、昨年度末に県内全市町のひきこもり支援窓口が明確化されたことを受け、今

年度当初に市町窓口の担当者とのオンラインでの担当者会を開催し、ひきこもり

支援に係る取組や課題を共有する場となった。
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３．取組の実施状況や実績

（１）取組の実施状況

ア）ひきこもり相談室職員向け

① 相談員の心理的なケアを含めた相談体制

 相談員の心理的なケアに資する取組として、センター職員が日常的に相談を受け

る体制がある。センター職員の席と相談員の席は同じフロアにあり、相談員が電

話相談をしている様子も窺え、すぐに相談内容を共有できる環境がある。相談員

からも「電話対応した後に、すぐに話せて共有できる環境がありストレス解消に

つながっている」と聞いている。

 年度初めに、相談員が対応している継続ケースをひきこもり相談室とセンター職

員とで共有することになっている（対応ケース取りまとめた資料を元に相談員が

発表し、気になる事項があれば質疑応答を通して理解を深めていく）。センター職

員と相談事例を共有し、相談員にとっても相談しやすい環境を作ることにつなが

っている。その他にも、「家族教室」を実施する前に、はじめての参加者がればど

のような相談を受けているかセンター職員と相談員とで情報共有する機会があ

る。当事者向けの居場所である「デイケア」については、相談者にデイケアへの

参加を勧める前に、その方が今の時点で参加することが適しているかどうかをセ

ンター職員が相談員と一緒に検討している。

 必要に応じてより心理的なケアに特化した取組を行うこともある。例えば、相談

支援を行っていた方が自死されたケースがあった。その際は上司の計らいもあ

り、重大な出来事を一人で抱えてしまい悶々と考え込むことが無いように、担当

していた相談員が思いを語る場を設けた。

 相談員が思いを語る場は、相談員が否定も肯定もされずに、思いを吐露し、傾聴

される場とした。

 自死のことを知ったその日のうちに、センター職員から相談員に対して「大変だ

ったね」と伝え、相談者に今日あったことを話してもらい、心のモヤモヤを自宅

に持ち帰らないように声掛けをした。その後、あまり期間を置かず先述の場を設

けた。

 参加者は、ケースを担当していた相談員、直接関わっていない当センター職員、

センターの精神科医師、支援を共に行っていた外部機関の担当者である。その場

においては、どのような支援が出来たか、どう思ったかといったことを語り合っ

た。「自分たちはその方を思って十分にやってきた」と語り合い、否定も肯定もせ

ず、反省や懺悔の場とならないように配慮しながら、自分達の思いを語る場とし

た。皆で大きめの机を囲み、「言いっぱなし」を意識して、記録やメモ書きをせず

に顔を見て、頷きながら進めることを心がけた。

 その後も折を見て、センター職員からその相談員に声をかけるようにした。その

相談員に心配な状況があったら再度同じような場を持つことも考えたが、元の業

務に戻ることができていたため、場の設定は１回のみとなった。

② 研修会や事例検討会への参加促進

 相談員には、業務として、厚生労働省や全国精神保健福祉センター長会が主催し

ているひきこもり支援者向けの研修に参加してもらっている。また、相談員に

は、当センターで主催する月に 回の事例検討会にも参加してもらっている。

 相談員が研修会や事例検討会に参加している時は、同じフロアにいるセンター職

員が電話相談の対応をする。
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 当センターでは、事例検討会を事業化しており、定例で行っている。ひきこもり

相談室が設置された最初の年は相談経験も少なく、研修も少なかったため、相談

員が対応したケースを取り上げて、当センター内で随時、事例検討を行うことで

始まった。現在は他の部署の職員にも参加してもらえる形にしている。事例検討

会で取り上げるケースの半分以上が、ひきこもり相談室で担当している事例であ

る。

③ 必要時に応じて、組織の産業医や保健師、人事労務管理スタッフの支援につなげ

られるような体制

 相談員は県の会計年度任用職員なので、労働管理や福利厚生に関しては県の規定

により、健康診断や有給休暇など、一定程度が保障されている。勤務時間の管理

も県職員同様にされており、長時間労働にならないようにしている。また、県職

員と同様に、年２回、管理職の面談があり、私生活と仕事の両立や、やりがい等

について悩みがある場合には、相談できる環境となっている。

イ）市町村向けの取組

① 事例検討会への参加促進

 事例検討会にて扱うケースは、市町、地域相談支援センター、保健所などから挙

がってくるものもある。事例検討会にケースを出したいという希望があれば取り

入れている。

② 協議会の開催

 当県では、昨年度末に、全ての市町のひきこもり支援の窓口が明確化された。そ

のことを受け、今までは保健所担当者との連絡会議を持っていたが、今年からは

市町の窓口担当者を招いて、ひきこもり支援に係る取組や課題を共有するために

担当者会を開催することになった。

 担当者会で出された意見を元に、県のひきこもり支援に係る取組内容を決めてい

る。例えば、教育との切れ目が課題として挙がったことから、次回の研修会は

「教育」をテーマにした研修会にすることになった。また、従前から開催してい

る県ひきこもり支援関係機関連絡協議会では、市町の窓口をどのように活用する

かといったことも意見交換した。

（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

 相談者が自死するケースが一番厳しい状況と思うが、それ以外にも、利用者から

理不尽な言葉を向けられる、個人的な感情をぶつけられる、支援者として巻き込

まれるというケースもある。また、支援が膠着して良い方向に進まない、支援し

たが悪い方向につながったといったことは、対人援助をしていると日常的に生じ

ている。そのような時に、相談員が自身の思いを語る場を設けるかどうかは別と

しても、空いた時間に皆で話すということを日頃から行っている。当センターに

限らず、他の自治体においても精神保健福祉センター内にひきこもり地域支援セ

ンターの事務所がある所は、このような発想を持ってひきこもり支援担当者に接

しているのではないかと思われる。

 語りの場を持つ上で配慮したのは、当該ケースに関わった担当者だけでなく、関

わっていない者も参加するという点である。関わった担当者だけで場を持つと、

「もっとこのように支援できたのではないか」「もっとこうすればよかった」と考

えがちになる。当該ケースに直接関わっていない者も参加することにより、第三
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者からの意見として「利用者のことを考えて行ったことだった」「その時点で考え

うる可能性や危険性を多職種で確認しながら判断して支援ができた」とケース対

応のポジティブな側面にも目を向けることが出来るようになる。

 市町のひきこもり支援担当者が事例検討会に参加する際には、ひきこもり支援は

短期的に解決できるものではなく当事者を見守りながら継続して支援していくこ

とが重要であるということを伝えるよう意識している。また、困難なケースを事

例検討会の事例として提供してくれた場合には、対応が困難であったとしても、

検討すべき事例として見つけることが出来ているのは凄いことだと伝えるように

している。

 県内の全ての市町にひきこもり相談窓口ができたが、具体的にひきこもり支援の

相談窓口のホームページを設けて支援を行っている所から、窓口を設置して間も

ない所まで状況は様々である。ただ、当センターから文書を発送して案内する際

には、市町の担当窓口に直接連絡を取ることが出来るようになったのは大きな変

化である。

 担当者会はオンライン形式で開催した。会議に参加できなかった所が数カ所あっ

たものの、県内のひきこもり支援関係者が一同に集まる初めての会となった。こ

の会議には市町の担当課に加えて、６か所の保健所と本庁担当者も参加してい

る。なお、当日に参加できない市町も含めて後程資料で県下の状況を把握しても

らえるように、各市町には、ひきこもり支援の取組状況や課題についての資料を

予め作成して提出いただいていた。

（３）成果の確認方法、取組の成果を感じたエピソード等

 事業化しているものに関しては、実施回数や実施内容を確認し、結果を所報にと

りまとめて公表している。

 語りの場を持ったことについて、ケースを担当した相談員からは、「語りの場があ

ったから、安心につながった」とのコメントを聞いている。場を作ったことの効

果だけではなく、安心して話せる環境があるというメッセージを受け取ることに

つながったのではないかと思う。

４．他所へのアドバイスやコメント等

 相談員に聞いたところ、相談対応でモヤモヤすることがあった場合に、すぐに話

せる環境があるのがよいとのことであった。定期的な会を設けることも良いと思

うが、日常的に話せる環境や人間関係があることも重要であると考えている。

 「ひきこもりとは何か」について、支援者支援を行う者が分かっていなければな

らないと思っている。「ひきこもりを解決するには、ひきこもらないように社会に

出て働くのが目標」と言われることもあるが、苦労しながら支援のあり方につい

て検討を重ねていく中で、「安心してひきこもることができる」、「ひきこもってい

る本人を見守ることがきるように家族が落ち着けるようにする」、「家族を無理に

変えようとしない」ということも、支援のゴールとして有り得るのではないかと

感じている。初めてひきこもり支援の担当になると、この点が理解できないため

に焦る気持ちも出てくるのではないだろうか。ひきこもり支援における支援者支

援のあり方を検討する際に、ひきこもり支援のあり方に関する理解がずれてしま

うと、支援者自身が辛い思いを抱えると思う。支援者支援を担当している人も、

一歩引いた目で見守ると良いのではないかと考えている。経験が浅い相談員や若
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のことを受け、今までは保健所担当者との連絡会議を持っていたが、今年からは

市町の窓口担当者を招いて、ひきこもり支援に係る取組や課題を共有するために

担当者会を開催することになった。

 担当者会で出された意見を元に、県のひきこもり支援に係る取組内容を決めてい

る。例えば、教育との切れ目が課題として挙がったことから、次回の研修会は

「教育」をテーマにした研修会にすることになった。また、従前から開催してい

る県ひきこもり支援関係機関連絡協議会では、市町の窓口をどのように活用する

かといったことも意見交換した。

（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

 相談者が自死するケースが一番厳しい状況と思うが、それ以外にも、利用者から

理不尽な言葉を向けられる、個人的な感情をぶつけられる、支援者として巻き込

まれるというケースもある。また、支援が膠着して良い方向に進まない、支援し

たが悪い方向につながったといったことは、対人援助をしていると日常的に生じ
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ンターの事務所がある所は、このような発想を持ってひきこもり支援担当者に接

しているのではないかと思われる。

 語りの場を持つ上で配慮したのは、当該ケースに関わった担当者だけでなく、関
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うが、日常的に話せる環境や人間関係があることも重要であると考えている。
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らないと思っている。「ひきこもりを解決するには、ひきこもらないように社会に

出て働くのが目標」と言われることもあるが、苦労しながら支援のあり方につい

て検討を重ねていく中で、「安心してひきこもることができる」、「ひきこもってい
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い相談員、志が高い相談員の場合には、「結果を出さなくてはならない」と焦って

しまうことや、自分自身が潰れてしまうことが有り得るのではないかと想像して

いる。

以上
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 東京都福祉保健局

日時 年 月 日（水） 時間 時 分～ 時 分

ヒアリング

協力者

東京都福祉保健局 生活福祉部 地域福祉課

ヒアリング

した取組

イ）市町村向けの取組

① 多職種専門チーム

② ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業

③ 区市町村におけるネットワーク構築支援事業

１．基本情報

 令和 年 月に、学識経験者や関係機関等からなる「東京都ひきこもりに係る支

援協議会（以下、「協議会」とする。）」で「『ひきこもりに係る支援の充実に向け

て』提言 （以下、「提言」とする。）」をとりまとめた。

 協議会には当事者や家族会、学識経験者も参加している。行政以外の多方面の視

点からの意見を元に支援の目指す方向性を出すことが重要と考えており、この提

言に沿って取組を推進していく方針である。

 東京都ひきこもりサポートネット（以下「都サポートネット」とする。）が、東京

都ひきこもり地域支援センターとして、区市町村におけるひきこもり相談窓口へ

の後方支援を行っている。なお、後方支援の対象となる自治体は、 区市町村あ

る。

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

イ）市町村向けの取組

① 多職種専門チーム

 下記の背景を踏まえ、ひきこもり地域支援センターである都サポートネットの相談

支援体制の強化と区市町村に対する後方支援体制の強化を目的にして実施。

✓ 提言５「支援者と当事者・家族との信頼関係の構築と継続的支援」に「支援開

始後は、当事者・家族が抱える様々な課題解決のため、複数の支援機関が専門

的に支援を行うとともに、当事者団体・家族会等とも連携して、当事者の生き

る力を引き出しながら、継続的に寄り添う支援も欠かせない。」との記載あり。

✓ 提言２「相談窓口の明確化と当事者・家族に適切に届く効果的な情報発信」に

「都は、ひきこもりに係る支援を目的として掲げる民間事業者の利用をめぐる

トラブルについて、実態を把握して未然防止策を検討するとともに、より効果

的な注意喚起を行うよう、国へ提案要求を行っている。引き続き、国の動向を

注視しつつ、各相談・支援機関から情報提供がなされた場合には各機関と共有

するなど、適切に対応する必要がある。」との記載あり。

✓ 国も「ひきこもり支援推進事業」においてひきこもり地域支援センターの機能

強化及び体制強化を図り、市町村域へ専門的観点から助言等を行う機能を強化

することを求めている。（「多職種専門チームの設置」）

 
 

東京都福祉保健局「ひきこもりに係る支援の充実」に向けて提言

（ ）
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い相談員、志が高い相談員の場合には、「結果を出さなくてはならない」と焦って

しまうことや、自分自身が潰れてしまうことが有り得るのではないかと想像して

いる。

以上
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 東京都福祉保健局

日時 年 月 日（水） 時間 時 分～ 時 分

ヒアリング

協力者

東京都福祉保健局 生活福祉部 地域福祉課

ヒアリング

した取組

イ）市町村向けの取組

① 多職種専門チーム

② ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業

③ 区市町村におけるネットワーク構築支援事業

１．基本情報

 令和 年 月に、学識経験者や関係機関等からなる「東京都ひきこもりに係る支

援協議会（以下、「協議会」とする。）」で「『ひきこもりに係る支援の充実に向け

て』提言 （以下、「提言」とする。）」をとりまとめた。

 協議会には当事者や家族会、学識経験者も参加している。行政以外の多方面の視

点からの意見を元に支援の目指す方向性を出すことが重要と考えており、この提

言に沿って取組を推進していく方針である。

 東京都ひきこもりサポートネット（以下「都サポートネット」とする。）が、東京

都ひきこもり地域支援センターとして、区市町村におけるひきこもり相談窓口へ

の後方支援を行っている。なお、後方支援の対象となる自治体は、 区市町村あ

る。

２．取組を始めた経緯・背景――きっかけや背景事情、取組の目的

イ）市町村向けの取組

① 多職種専門チーム

 下記の背景を踏まえ、ひきこもり地域支援センターである都サポートネットの相談

支援体制の強化と区市町村に対する後方支援体制の強化を目的にして実施。

✓ 提言５「支援者と当事者・家族との信頼関係の構築と継続的支援」に「支援開

始後は、当事者・家族が抱える様々な課題解決のため、複数の支援機関が専門

的に支援を行うとともに、当事者団体・家族会等とも連携して、当事者の生き

る力を引き出しながら、継続的に寄り添う支援も欠かせない。」との記載あり。

✓ 提言２「相談窓口の明確化と当事者・家族に適切に届く効果的な情報発信」に

「都は、ひきこもりに係る支援を目的として掲げる民間事業者の利用をめぐる

トラブルについて、実態を把握して未然防止策を検討するとともに、より効果

的な注意喚起を行うよう、国へ提案要求を行っている。引き続き、国の動向を

注視しつつ、各相談・支援機関から情報提供がなされた場合には各機関と共有

するなど、適切に対応する必要がある。」との記載あり。

✓ 国も「ひきこもり支援推進事業」においてひきこもり地域支援センターの機能

強化及び体制強化を図り、市町村域へ専門的観点から助言等を行う機能を強化

することを求めている。（「多職種専門チームの設置」）

 
 

東京都福祉保健局「ひきこもりに係る支援の充実」に向けて提言

（ ）
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② ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業

 下記の背景を踏まえ、ひきこもりに係る支援に従事する者等を対象とした研修等を

実施することにより、地域における支援者等のひきこもりに係る理解促進や資質向

上を図ることを目的にして実施。

✓ 提言６「当事者・家族に寄り添う相談員・支援員の支援スキルの向上」に「当

事者や家族の孤立を防ぐためには、相談員・支援員がひきこもりへの理解を一

層深め、当事者・家族の状況や心情に寄り添った適切な支援を行う必要がある。」

「相談員・支援員等が「悩みをしっかり受け止める」、「当事者・家族の負担や

心情を理解し、ニーズに即した柔軟な支援プランを立て、多くの関係機関と連

携・調整する」、「個々の課題や希望に沿って伴走する」等のスキルを身に付け

られるよう、都や区市町村は人材育成に取り組む必要がある。」との記載あり。

✓ 国も「ひきこもり支援推進事業」において都道府県のひきこもり地域支援セン

ターの必須事業として「関係機関の職員養成研修事業」の実施を求めている。

③ 区市町村におけるネットワーク構築支援事業

下記の背景を踏まえ、区市町村ごとの取組状況や連携のあり方に合わせた情報交

換会、事例検討会等を実施することにより、区市町村における関連部署や関係機

関、都サポートネットとの連携を推進することを目的にして実施

✓ 都が実施した支援状況等調査の関係機関向け調査において、「ひきこもりに係

る相談・支援に特化した連携ネットワークを構築している」と回答した関係機

関は にとどまっており、今後必要な支援として「地域における連携ネット

ワークづくり」が２番目に多い結果となっている。

✓ ひきこもりに係る支援の所管部署の分野は自治体ごとに異なり（生活困窮、保

健所、青少年行政所管など）、実施体制、支援対象、庁内連携のあり方は様々

✓ 国も「ひきこもり支援推進事業」において自治体に対し自治体内でのネットワ

ークづくりを求めている。（「連絡協議会・ネットワークづくり事業」）

３．取組の実施状況や実績

（１）取組の実施状況

イ）市町村向けの取組

① 多職種専門チーム

 都サポートネットに設置した多職種専門チームによるケースカンファレンスやコ

ンサルテーションを通して、相談業務における支援の方向性等の検討や区市町村

に対する専門的アドバイスを実施している。「ケースカンファレンスシート」の様

式を用意しており、希望する区市町村にはその様式にケースの概要や特に聞きた

い点を記載してもらい、当該自治体におけるひきこもり主管部署を通して直接、

都サポートネットに当該シートを送付してもらう。

 多職種チームは医療（医師）、心理（臨床心理士／公認心理師）、法律（弁護士）、

福祉（社会福祉士／精神保健福祉士）の各分野から、１名ずつの専門家により構

成している。なお、法律の専門家を配置したのは、複眼的な視点により課題を整

理でき、また、家族全体について権利擁護の観点から助言をいただくことが可能

であり、さらに、必要な場合には緊急かつ柔軟な対応をしていくという主旨か

ら。支援を検討する際には権利擁護の観点が欠かせず、また、様々なケースの中

には法的な視点も求められることもあり、特に虐待を含むケースなどでは緊急の

対応が必要となる場合もある。
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 この取組は、専門職の推薦依頼や区市町村への周知に係る業務を除き、委託して

行っている。準備として、都は、委託に係る手続き、各弁護士会・心理師協会等

へ専門職の推薦依頼、オンライン会議システムの見積り等を実施。また、取組実

施（運営）にあたっては、都は、委託内容の確定、委託に係る手続き、専門職と

の調整、区市町村への周知を行っている。かかるコスト（委託費）としては、専

門職の謝礼、オンライン会議システム費用等が考えられる。

 ケースカンファレンスは年４回実施。各回で３～４ケースについて検討する。コ

ンサルテーションは随時で、これまでに１回利用される。

② ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業

 ひきこもりに係る支援に関わる区市町村、関係機関等の職員、ひきこもりに係る

支援に関わる民間支援団体等の支援員等、民生委員・児童委員等の地域の支援

者、その他都が必要と認める者を対象として、ひきこもりに関するテーマの研修

を実施（ひきこもり概論や訪問相談支援、居場所支援、社会体験活動支援、ひき

こもりの問題を抱える家族への支援、支援能力の向上、広報能力及び情報発信能

力の向上、組織運営力の向上といったテーマ）。細かい企画やカリキュラムの内容

の決定については、委託先に依頼している。

 令和２年度時に研修事業を改めて体系的に整理。ひきこもり地域支援センターが

実施していたセミナー事業（東京都若者社会参加応援事業による研修事業）と都

の直営により実施していた関係機関向け専門研修（地域包括支援センター向け研

修）を一体化し、外部への委託に変更した。

 令和 年度実績 見込み としては、研修は年間 回実施（計 時間）。

 研修は、区市町村への周知等を除き、外部に委託して実施している。準備とし

て、都は、要綱制定、委託に係る手続き、研修内容等の検討を実施。また、取組

実施（運営）にあたっては、委託内容の確定、委託に係る手続きを実施。かかる

コスト（委託費）としては、人件費、会場使用料、講師謝礼、事務費等が考えら

れる。

③ 区市町村におけるネットワーク構築支援事業

 都サポートネットの支援員がコーディネーター・ファシリテーターとなり、区市

町村のひきこもり施策主管課を中心とした各部署を対象に、情報交換会・事例検

討会等を実施している。当事業は、都が令和 年度に企画・立案を行ったもので

令和 年度から開始。

 対象となるのは都内区市町村で年間 自治体程度を想定。年間 自治体程度の

参加を想定し、５か年計画で都内区市町村をおおよそカバーできる想定でいる。

 この取組は、区市町村との調整の一部を除き、外部に委託して実施。準備とし

て、都は委託に係る手続き、区市町村への事業の内容の周知や希望自治体の募集

等を実施。また、取組実施（運営）にあたっては、委託内容の確定、委託に係る

手続き、区市町村との調整、実施区市町村の決定等を実施。かかるコスト（委託

費）としては人件費等である。

 令和 年度には当事業に９自治体が参加。本事業では、ひきこもり支援に係る事

前ヒアリングシートをもとに、区市町村ごとの取組状況や連携のあり方に合わせ

た情報交換会、事例検討会等を行って各自治体と交流を図り、各々のニーズを把

握し、その後方支援を行うことで、各区市町村との連携を深めていく取組がなさ

れている。
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② ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業

 下記の背景を踏まえ、ひきこもりに係る支援に従事する者等を対象とした研修等を

実施することにより、地域における支援者等のひきこもりに係る理解促進や資質向

上を図ることを目的にして実施。

✓ 提言６「当事者・家族に寄り添う相談員・支援員の支援スキルの向上」に「当

事者や家族の孤立を防ぐためには、相談員・支援員がひきこもりへの理解を一

層深め、当事者・家族の状況や心情に寄り添った適切な支援を行う必要がある。」

「相談員・支援員等が「悩みをしっかり受け止める」、「当事者・家族の負担や

心情を理解し、ニーズに即した柔軟な支援プランを立て、多くの関係機関と連

携・調整する」、「個々の課題や希望に沿って伴走する」等のスキルを身に付け

られるよう、都や区市町村は人材育成に取り組む必要がある。」との記載あり。

✓ 国も「ひきこもり支援推進事業」において都道府県のひきこもり地域支援セン

ターの必須事業として「関係機関の職員養成研修事業」の実施を求めている。

③ 区市町村におけるネットワーク構築支援事業

下記の背景を踏まえ、区市町村ごとの取組状況や連携のあり方に合わせた情報交

換会、事例検討会等を実施することにより、区市町村における関連部署や関係機

関、都サポートネットとの連携を推進することを目的にして実施

✓ 都が実施した支援状況等調査の関係機関向け調査において、「ひきこもりに係

る相談・支援に特化した連携ネットワークを構築している」と回答した関係機

関は にとどまっており、今後必要な支援として「地域における連携ネット

ワークづくり」が２番目に多い結果となっている。

✓ ひきこもりに係る支援の所管部署の分野は自治体ごとに異なり（生活困窮、保

健所、青少年行政所管など）、実施体制、支援対象、庁内連携のあり方は様々

✓ 国も「ひきこもり支援推進事業」において自治体に対し自治体内でのネットワ

ークづくりを求めている。（「連絡協議会・ネットワークづくり事業」）

３．取組の実施状況や実績

（１）取組の実施状況

イ）市町村向けの取組

① 多職種専門チーム

 都サポートネットに設置した多職種専門チームによるケースカンファレンスやコ

ンサルテーションを通して、相談業務における支援の方向性等の検討や区市町村

に対する専門的アドバイスを実施している。「ケースカンファレンスシート」の様

式を用意しており、希望する区市町村にはその様式にケースの概要や特に聞きた

い点を記載してもらい、当該自治体におけるひきこもり主管部署を通して直接、

都サポートネットに当該シートを送付してもらう。

 多職種チームは医療（医師）、心理（臨床心理士／公認心理師）、法律（弁護士）、

福祉（社会福祉士／精神保健福祉士）の各分野から、１名ずつの専門家により構

成している。なお、法律の専門家を配置したのは、複眼的な視点により課題を整

理でき、また、家族全体について権利擁護の観点から助言をいただくことが可能

であり、さらに、必要な場合には緊急かつ柔軟な対応をしていくという主旨か

ら。支援を検討する際には権利擁護の観点が欠かせず、また、様々なケースの中

には法的な視点も求められることもあり、特に虐待を含むケースなどでは緊急の

対応が必要となる場合もある。
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 この取組は、専門職の推薦依頼や区市町村への周知に係る業務を除き、委託して

行っている。準備として、都は、委託に係る手続き、各弁護士会・心理師協会等

へ専門職の推薦依頼、オンライン会議システムの見積り等を実施。また、取組実

施（運営）にあたっては、都は、委託内容の確定、委託に係る手続き、専門職と

の調整、区市町村への周知を行っている。かかるコスト（委託費）としては、専

門職の謝礼、オンライン会議システム費用等が考えられる。

 ケースカンファレンスは年４回実施。各回で３～４ケースについて検討する。コ

ンサルテーションは随時で、これまでに１回利用される。

② ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業

 ひきこもりに係る支援に関わる区市町村、関係機関等の職員、ひきこもりに係る

支援に関わる民間支援団体等の支援員等、民生委員・児童委員等の地域の支援

者、その他都が必要と認める者を対象として、ひきこもりに関するテーマの研修

を実施（ひきこもり概論や訪問相談支援、居場所支援、社会体験活動支援、ひき

こもりの問題を抱える家族への支援、支援能力の向上、広報能力及び情報発信能

力の向上、組織運営力の向上といったテーマ）。細かい企画やカリキュラムの内容

の決定については、委託先に依頼している。

 令和２年度時に研修事業を改めて体系的に整理。ひきこもり地域支援センターが

実施していたセミナー事業（東京都若者社会参加応援事業による研修事業）と都

の直営により実施していた関係機関向け専門研修（地域包括支援センター向け研

修）を一体化し、外部への委託に変更した。

 令和 年度実績 見込み としては、研修は年間 回実施（計 時間）。

 研修は、区市町村への周知等を除き、外部に委託して実施している。準備とし

て、都は、要綱制定、委託に係る手続き、研修内容等の検討を実施。また、取組

実施（運営）にあたっては、委託内容の確定、委託に係る手続きを実施。かかる

コスト（委託費）としては、人件費、会場使用料、講師謝礼、事務費等が考えら

れる。

③ 区市町村におけるネットワーク構築支援事業

 都サポートネットの支援員がコーディネーター・ファシリテーターとなり、区市

町村のひきこもり施策主管課を中心とした各部署を対象に、情報交換会・事例検

討会等を実施している。当事業は、都が令和 年度に企画・立案を行ったもので

令和 年度から開始。

 対象となるのは都内区市町村で年間 自治体程度を想定。年間 自治体程度の

参加を想定し、５か年計画で都内区市町村をおおよそカバーできる想定でいる。

 この取組は、区市町村との調整の一部を除き、外部に委託して実施。準備とし

て、都は委託に係る手続き、区市町村への事業の内容の周知や希望自治体の募集

等を実施。また、取組実施（運営）にあたっては、委託内容の確定、委託に係る

手続き、区市町村との調整、実施区市町村の決定等を実施。かかるコスト（委託

費）としては人件費等である。

 令和 年度には当事業に９自治体が参加。本事業では、ひきこもり支援に係る事

前ヒアリングシートをもとに、区市町村ごとの取組状況や連携のあり方に合わせ

た情報交換会、事例検討会等を行って各自治体と交流を図り、各々のニーズを把

握し、その後方支援を行うことで、各区市町村との連携を深めていく取組がなさ

れている。
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（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

 多職種専門チームについては、この取組への参加を促進させるため、区市町村に

対して都内の全 区市町村が集まる連絡会等で周知したり、「ケースカンファレ

ンスシート」の様式や個人情報の同意に関する様式を検討して整備したりといっ

た運用上の工夫をしている。

 多職種専門チームについては、区市町村によっては専門家が在籍していない部署

もある（例えば、保健所であれば医師や保健師が在籍しているが、必ずしも一般

的な生活相談に関する専門家がいるわけではない）ため、法律や医療の分野を含

め、多分野の専門的な助言を受けることができる機会があるということに価値が

あると思っている。また、ひきこもりの背景では課題が複雑に絡み合っており、

一つの分野だけで解決できるものではないと思われる。多方面の専門家から知識

を得ることは、支援者自身のストレスを軽減する手立てとしても効果的であると

考えている。

 ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業については、研修への参加を促進させ

るための工夫として、チラシを作成して関係機関へ配布したり、区市町村へのメ

ールなどによる周知を行ったりしている。また、研修はオンラインにより実施

し、講義形式の研修はオンデマンド配信を行っているが、ひきこもりに係る研修

の講師人材に限りがある中で、オンライン研修にすることにより全国の人材に講

師を依頼できるような工夫ができた。

 区市町村におけるネットワーク構築支援事業については、一部の先進的な区市町

村は既に地域における支援ネットワークを構築している。他方、これから立ち上

げていく区市町村もあり、これらの差は大きい。

 運営上の工夫としては、この事業の目的や成果等について区市町村の理解をさら

に促進させることが課題と考えているため、実施内容について、区市町村に対し

て丁寧に説明している。また、ヒアリングシートを作成しており、事業参加区市

町村には事前に記入を依頼し、記入内容をとりまとめて参照している。

（３）成果の確認方法、取組の成果を感じたエピソード等

 多職種専門チームについては、数値的な評価はこれからといった部分があるが、

取組の成果の確認方法として、各ケース検討会議で検討したケース数及びコンサ

ルテーションを実施した件数を目安として確認している。

 例えば ・暴力や法律的な視点での助言が必要と思われるケースであっても、弁

護士だけでなく心理師や社会福祉士、医師など多角的な視点によるアドバイスを

得たことにより、バランスの取れたアセスメント、支援が可能となったケースも

ある。

 ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業については、成果の確認方法として、

研修の実施回数・実施時間、受講者数、受講者へのアンケート結果等を確認して

いる。アンケート結果においては、受講者から高い評価を得ることも多い。支援

の中で感じている悩みの軽減につながったという回答もあった。

 区市町村におけるネットワーク構築支援事業については、成果の確認方法とし

て、実施自治体数、区市町村プラットフォーム数、その後の都サポートネットと

の連携内容などを確認している。令和 年度の事業内容から、区市町村プラット

フォーム設置に係る動機付けを図ることが出来たケースがある。また、本事業の

実施後との効果として、①本事業に取り組んだ自治体（以下「参加自治体」とす
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る。）による都の多職種専門チームの活用、②参加自治体におけるプラットフォー

ム会議体の構成員としての都サポートネット支援員の参加、③参加自治体におけ

る例月のケースカンファレンスへの都サポートネット支援員の参加、④参加自治

体への研修講師としての都サポートネット支援員の派遣、等の実績がある。

 取組の評価については、研修であれば受講生の満足度で事業の評価をすることが

できると考えるが、それ以外の事業・取組の評価はなかなか難しいと感じてい

る。

４．他所へのアドバイスやコメント等

 多職種専門チームはケース検討において非常に効果的な手段であるため、設置を

推奨する。その際、ひきこもり支援の専門家の捉え方は様々であるため、専門家

の選任において苦慮することもあるかもしれない。

 都では、多職種専門チームに係る取組は外部に委託して実施しているところ、専

門家の推薦依頼は都からお願いしている。その際、例えば、弁護士では「ひきこ

もり」支援を専門としている方ということではなく、ひきこもり支援において重

要な視点となる「権利擁護」について詳しい弁護士を推薦いただけるよう依頼し

た。ひきこもりの支援のケースを検討する上で、必要になるスキルを有する方を

選ぶよう意識した。また、協議会のメンバーを通して推薦依頼を行ったケースも

ある。

 区市町村におけるネットワーク構築支援事業での情報交換等において、参加区市

町村に対し、プラットフォームの中に家族会や当事者会の意見も反映したほうが

よいというアドバイスをしている。特に、プラットフォームの立ち上げや運営等

に当たっては、全て行政主導で進めてしまうと当事者や家族の視点が欠如してし

まう場合もある。そのため、当事者や家族の意見を必要に応じて考慮する必要が

あると考えている。

 研修において講師の選定が難しい場合もあるが、協議会の学識経験者、当事者会

や家族会、民間支援団体等との人脈を活かして、さまざまな講師の方にアクセス

できるということがあった。当事者会や家族会で勉強会を実施しており、参考に

しながら講師を把握したり、紹介してもらったりすることもある。

以上
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（２）取組を運営・運用する上での課題や工夫

 多職種専門チームについては、この取組への参加を促進させるため、区市町村に

対して都内の全 区市町村が集まる連絡会等で周知したり、「ケースカンファレ

ンスシート」の様式や個人情報の同意に関する様式を検討して整備したりといっ

た運用上の工夫をしている。

 多職種専門チームについては、区市町村によっては専門家が在籍していない部署

もある（例えば、保健所であれば医師や保健師が在籍しているが、必ずしも一般

的な生活相談に関する専門家がいるわけではない）ため、法律や医療の分野を含

め、多分野の専門的な助言を受けることができる機会があるということに価値が

あると思っている。また、ひきこもりの背景では課題が複雑に絡み合っており、

一つの分野だけで解決できるものではないと思われる。多方面の専門家から知識

を得ることは、支援者自身のストレスを軽減する手立てとしても効果的であると

考えている。

 ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業については、研修への参加を促進させ

るための工夫として、チラシを作成して関係機関へ配布したり、区市町村へのメ

ールなどによる周知を行ったりしている。また、研修はオンラインにより実施

し、講義形式の研修はオンデマンド配信を行っているが、ひきこもりに係る研修

の講師人材に限りがある中で、オンライン研修にすることにより全国の人材に講

師を依頼できるような工夫ができた。

 区市町村におけるネットワーク構築支援事業については、一部の先進的な区市町

村は既に地域における支援ネットワークを構築している。他方、これから立ち上

げていく区市町村もあり、これらの差は大きい。

 運営上の工夫としては、この事業の目的や成果等について区市町村の理解をさら

に促進させることが課題と考えているため、実施内容について、区市町村に対し

て丁寧に説明している。また、ヒアリングシートを作成しており、事業参加区市

町村には事前に記入を依頼し、記入内容をとりまとめて参照している。

（３）成果の確認方法、取組の成果を感じたエピソード等

 多職種専門チームについては、数値的な評価はこれからといった部分があるが、

取組の成果の確認方法として、各ケース検討会議で検討したケース数及びコンサ

ルテーションを実施した件数を目安として確認している。

 例えば ・暴力や法律的な視点での助言が必要と思われるケースであっても、弁

護士だけでなく心理師や社会福祉士、医師など多角的な視点によるアドバイスを

得たことにより、バランスの取れたアセスメント、支援が可能となったケースも

ある。

 ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業については、成果の確認方法として、

研修の実施回数・実施時間、受講者数、受講者へのアンケート結果等を確認して

いる。アンケート結果においては、受講者から高い評価を得ることも多い。支援

の中で感じている悩みの軽減につながったという回答もあった。

 区市町村におけるネットワーク構築支援事業については、成果の確認方法とし

て、実施自治体数、区市町村プラットフォーム数、その後の都サポートネットと

の連携内容などを確認している。令和 年度の事業内容から、区市町村プラット

フォーム設置に係る動機付けを図ることが出来たケースがある。また、本事業の

実施後との効果として、①本事業に取り組んだ自治体（以下「参加自治体」とす
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る。）による都の多職種専門チームの活用、②参加自治体におけるプラットフォー

ム会議体の構成員としての都サポートネット支援員の参加、③参加自治体におけ

る例月のケースカンファレンスへの都サポートネット支援員の参加、④参加自治

体への研修講師としての都サポートネット支援員の派遣、等の実績がある。

 取組の評価については、研修であれば受講生の満足度で事業の評価をすることが

できると考えるが、それ以外の事業・取組の評価はなかなか難しいと感じてい

る。

４．他所へのアドバイスやコメント等

 多職種専門チームはケース検討において非常に効果的な手段であるため、設置を

推奨する。その際、ひきこもり支援の専門家の捉え方は様々であるため、専門家

の選任において苦慮することもあるかもしれない。

 都では、多職種専門チームに係る取組は外部に委託して実施しているところ、専

門家の推薦依頼は都からお願いしている。その際、例えば、弁護士では「ひきこ

もり」支援を専門としている方ということではなく、ひきこもり支援において重

要な視点となる「権利擁護」について詳しい弁護士を推薦いただけるよう依頼し

た。ひきこもりの支援のケースを検討する上で、必要になるスキルを有する方を

選ぶよう意識した。また、協議会のメンバーを通して推薦依頼を行ったケースも

ある。

 区市町村におけるネットワーク構築支援事業での情報交換等において、参加区市

町村に対し、プラットフォームの中に家族会や当事者会の意見も反映したほうが

よいというアドバイスをしている。特に、プラットフォームの立ち上げや運営等

に当たっては、全て行政主導で進めてしまうと当事者や家族の視点が欠如してし

まう場合もある。そのため、当事者や家族の意見を必要に応じて考慮する必要が

あると考えている。

 研修において講師の選定が難しい場合もあるが、協議会の学識経験者、当事者会

や家族会、民間支援団体等との人脈を活かして、さまざまな講師の方にアクセス

できるということがあった。当事者会や家族会で勉強会を実施しており、参考に

しながら講師を把握したり、紹介してもらったりすることもある。

以上
 
 
 

 



 

82 
 

３ 考察（ヒアリング調査結果から得られた示唆） 
 

ヒアリング調査においては、自機関（ひきこもり地域支援センター）のひきこもり支

援に従事する支援者向けの取組（以降、「ひきセン向けの取組」という。）と、管内の市

町村のひきこもり相談窓口にて支援に従事する支援者向けの取組（以降、「市町村向け

の取組」という。）の２つの取組事例を確認することを目指して実施した。 
 
「ひきセン向けの取組」としては、下記が聞かれた。いずれの所も何か一つの活動や

働きかけのみを行うということではなく、複数の活動・働きかけが組み合わされ、その

総体がひきこもり支援者支援に資する取組を成していた。 
中には、ケース検討会について、ひきセンの支援者に参加させると共に、市町村の支

援者も参加可能な形をとる所もあった。 
 
 組織として相談を受ける体制づくり 
 ケースに関する相談や振り返り支援 
 カンファレンス 
 メンター派遣制度 
 担当者会議の開催 
 担当ケースの割り振りの工夫（２名担当・１名担当制の導入） 
 スーパービジョン 
 ケース検討会 
 相談員の心理的なケアを含めた相談体制 
 研修会や事例検討会への参加促進 
 必要時に応じて、組織の産業医や保健師、人事労務管理スタッフからの支援につな

げられるような体制 
 
「市町村向けの取組」としては、下記が聞かれた。「ひきセン向けの取組」と同様に、

いずれの所においても複数の活動を組み合わせて行っていた。また、都道府県のひきこ

もり地域支援センターの場合は管内に複数の市町村があることから、市町村が抱えるひ

きこもり支援における課題やニーズを把握するための活動も実施されていた。 
 

 専門職チームの設置 
 ひきこもり支援に係る市町村連携会議 
 市町村巡回型居場所 
 研修、講演会 
 ひきこもり支援の協議会の開催 
 事例検討会への参加促進 
 協議会の開催 
 多職種専門チーム 
 ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業 
 区市町村におけるネットワーク構築支援事業 
 
「ひきセン向けの取組」と「市町村向けの取組」とに共通するものとして、組織が「個々

の相談員のスキルや能力等を高める」という視点を持ちながらも、それだけではなく、

一人の相談員が負担や責任を抱えることがないよう、「『チーム』で対応する」という視

点を持っていることが挙げられる。 
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ヒアリング調査で得られた取組事例では、ひきこもり支援そのものが持つ多様さや難

しさ、大変さを組織としてよく理解し、一人で抱えるのではなく、複数の相談員、ある

いは、上席やスーパーバイザー、多分野の専門家のバックアップを受けて対応する体制

を作っている。また、相談員という単位ではなく市町村という単位で考えた場合も同様

で、個の市町村が行うひきこもり支援を都道府県がバックアップしながら進めていく体

制をとっている。 
具体的には、ヒアリング調査においては、「ひきセン向けの取組」として、相談業務

の体制そのものをチームとして対応できる形にしている例や、「市町村向けの取組」と

して、連絡協議会といったネットワークを形成して市町村におけるひきこもり支援をバ

ックアップする例も聞かれた。また、「ひきセン向けの取組」と「市町村向けの取組」

の両方で、ケース検討会や専門家によるスーパービジョンを実施している例も聞かれた

が、それは相談員個人のスキルをアップさせると同時に、チームとして相談を受け、対

応方針を検討することに資する活動であるとも言える。 
また、支援者支援に係る取組の効果を測ること自体が困難であるものの、ヒアリング

調査においては、これらの取組を通して、相談員の職場への定着がなされるといったポ

ジティブな変化も現れていることが確認できた。 
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３ 考察（ヒアリング調査結果から得られた示唆） 
 
ヒアリング調査においては、自機関（ひきこもり地域支援センター）のひきこもり支

援に従事する支援者向けの取組（以降、「ひきセン向けの取組」という。）と、管内の市

町村のひきこもり相談窓口にて支援に従事する支援者向けの取組（以降、「市町村向け

の取組」という。）の２つの取組事例を確認することを目指して実施した。 
 
「ひきセン向けの取組」としては、下記が聞かれた。いずれの所も何か一つの活動や

働きかけのみを行うということではなく、複数の活動・働きかけが組み合わされ、その
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ヒアリング調査で得られた取組事例では、ひきこもり支援そのものが持つ多様さや難
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第６章 総合考察―ひきこもり支援における支援者支援のあり方とは― 
 

１ 支援者の抱える困難さ 
 

本事業では、ひきこもり支援における支援者支援のあり方を検討するために、まず

は支援者が業務上で抱える困難さを整理することとした。 
具体的には、既に種々の研究が進む他分野（看護、高齢者福祉、児童福祉、障害福

祉、生活保護、犯罪者支援、災害支援、その他）の文献等を参考し、支援者が業務上

で抱える困難さの例を収集して整理した。 
この作業を通して、ひきこもり支援者が業務上で抱えると思われる困難さを試行的

に整理し本事業で行うアンケート調査の質問項目を作成しつつ、アンケートにて収集

した情報を整理するための枠組みを検討した。 
 

アンケート調査の結果として得られた情報からひきこもり支援担当者が業務上で抱

える困難さについてまとめると、 
 利用者への支援が長期化し、利用者への支援領域も横断しているため、ひきこもり

支援において他(多)機関との連携が求められる。また、ひきこもり支援の特徴とし

て、本人（ひきこもりの当事者）に会えないといったそもそもの関わりの困難さと

いう特殊性を抱えているため、支援の進み方がスモールステップである。なかなか

支援が進まない中で、支援者自身が不全感や無力感を抱えている場合もある。 
 ひきこもり相談は家族からの相談が多いため、家族のニーズについては直接把握が

できるが、ひきこもりの当事者に会えない場合には本人のニーズを直接把握するこ

とが困難となる。家族のニーズと本人のニーズとに齟齬があったとしても、それを

直接本人に確かめることはできず、ひきこもりの当事者を支援する手立てがないま

ま、当事者を支援するのか家族を支援するのかが曖昧になってしまう。相談者であ

る家族を支援すると割り切ることが出来れば、具体的な支援計画も立てやすいと考

えられるが、ひきこもりの当事者を支援しなければならないという支援者自身の思

いや行政機関からの期待もあり、支援者の中に葛藤が生じる。

 ひきこもり支援者について、人材不足があると共に、支援者の身分的な不安定さも

ある。相談員の多くは非常勤の会計年度職員であり、常勤職員である場合でも、公

務員として定期的な異動がある場合も多い。また、中にはひきこもり支援事業を

法人等の外部に委託している所もあるが、自治体の事業を請け負う場合には、年度

ごとあるいは数年ごとの契約となる場合が多く、都度、応募して選考されるため、

その結果次第では、安定的に継続してひきこもり支援に取り組むことが出来る基盤

が持てない場合もある。 
 市町村のひきこもり相談窓口は、体制として相談窓口は作ったものの、担当課をど

の部門にするか、また、関係する部門や機関との役割分担をどのように行うかとい

った体制のあり方について困難さを抱えている。 
 ひきこもり地域支援センターは、ひきこもり支援に関する専門性が高い職員が所属

する場合が多く、専門性があるからこそ、コンサルテーションやスーパーバイズに

関する課題やニーズを持っている。 
 ひきこもり地域支援センターは、市町村のひきこもり相談窓口に対して、研修を提

供したり支援について助言・指導を行ったりする立場であり、行政的な手腕あるい

は観点が必要になる。 
上記が挙げられる。 
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なお、アンケート調査で得られた業務上で抱える困難さに関する自由記述式の回答の

整理を進める過程で、困難さの中には個人に帰する部分以外に、「業務が置かれた政策

的意図や構造」が影響すると思われるものがあることが分かった。これらの項目につい

ては、困難さをどのように解消すればよいか、その方策を検討する際の留意点として、

個人・家族の行動変容を促すことを目指すことも重要になるが、政策と実践の方向性が

一致しない場合に失望感が蔓延し、現場は疲弊する可能性があるといった点で示唆に富

むものであった。さらに、支援者の身分的な不安定さについての課題に係る困難さにつ

いても、個人の行動変容を促すことのみで困難さが解消するものではないといった点で、

困難さの解消のための方策を練る際に留意が必要である。
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２ 支援者支援に資する取組の例 
 

本事業では、支援者が業務上で抱える困難さを解消するための方策として、支援者

支援に資する取組に関する情報を収集した。 
 
まずはアンケート調査を通して、支援者支援に資する取組の状況について訊ねた所、

「ひきセン向けの取組」においては、ライン（例えば、上司・部下といった縦の関係性

の中）や同僚同士、ピアの関係性の中で行われる、研修やケース検討会、スーパービジ

ョンなどの取組が多く実施されていることが分かった。また、「市町村向けの取組」に

おいては、組織外の資源を用いて行われる研修やケース検討会、スーパービジョン等へ

の参加奨励や、連絡会・ネットワーク作りの取組が多く実施されていることが分かった。

また、これらの結果から、「ひきセン向けの取組」や「市町村向けの取組」の両方を含

めてひきこもり支援者支援に資する取組を大別すると、「組織内部での取組」と「組織

外部からの協力を得て行う取組」との大別することができた。

 
次にアンケート調査の結果を受けて実施したヒアリング調査では、現在行われてい

るひきこもり支援者の支援に資する具体な取組の一部を把握することができた。 
ヒアリング調査においては、「ひきセン向けの取組」と、「市町村向けの取組」の両方

の事例を確認することを目指して実施したが、「ひきセン向けの取組」としては、ケー

ス検討やスーパービジョン、体制づくり等の事例を収集した。いずれの所も何か一つの

活動や働きかけのみを行うということではなく、複数の活動・働きかけが組み合わされ、

その総体がひきこもり支援者支援に資する取組を成していた。中には、ケース検討会に

ついて、ひきセンの支援者に参加させると共に、市町村の支援者も参加可能な形をとる

例も確認できた。また、「市町村向けの取組」としては、「ひきセン向けの取組」と同様

に、いずれの所においても複数の活動を組み合わせて行っていた。また、都道府県のひ

きこもり地域支援センターの場合は管内に複数の市町村があることから、市町村が抱え

るひきこもり支援における課題やニーズを把握するための活動も実施されていた。 
 

ヒアリング調査の結果からは、「ひきセン向けの取組」と「市町村向けの取組」とに

共通するものとして、個々の相談員のスキルや能力等を高めるという視点もあるものの、

それだけではなく、一人の相談員が負担や責任を抱えることがないよう、「チーム」で

対応するという視点が確認できた。この視点は、ひきこもり支援そのものが持つ多様さ

や難しさ、大変さを一人で抱えるのではなく、複数の相談員、あるいは、上席やスーパ

ーバイザー、多分野の専門家のバックアップを受けて対応するという視点である。例え

ば、「ひきセン向けの取組」として、相談業務の体制そのものをチームとして対応でき

る形にしている例や、「市町村向けの取組」として、連絡協議会といったネットワーク

を形成して市町村におけるひきこもり支援をバックアップする例、「ひきセン向けの取

組」と「市町村向けの取組」の両方で、相談員個人のスキルをアップさせると同時に、

チームとして相談を受け、対応方針を検討することに資する活動としてケース検討会や

専門家によるスーパービジョンを実施している例があった。 
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３ ひきこもり支援において支援者が抱える業務上の困難さとそれを解消

するための方策 
 
本事業において実施した調査結果をもとに整理した、ひきこもり支援において支援

者が抱える業務上の困難さと、その困難さを軽減・解消するための方策としてひきこ

もり支援の支援者支援に資する取組の例を以下に図示する。 
本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果をもとに整理したところ、ひきこ

もり支援の支援者が業務上で抱える困難さの背景に、ひきこもり支援そのものが持つ

難しさや大変さ、相談員の雇用の不安定さ、ひきこもり支援業務に関する社会や組織

の不理解などがあり、その中で業務を行う結果、場合によっては背景にある要因が相

互に作用しながら、種々のストレッサーが生じたり、資源やモチベーションが得られ

なかったりすることで困難さが生じていることが考えられた。そして、そのような困

難さを軽減したり解消したりするための方策として、ひきこもり支援の難しさ等を組

織が理解し、相談員が単独で負担や責任を抱え込まない体制・環境づくりや、研修や

ケース検討会、スーパービジョンを受けられる仕組みづくりが採られていることが分

かった。なお、この体制・環境づくりと仕組みづくりを一体的に実施することで、更

なる効果が出ることが期待できる。 
今後は、ひきこもり支援の支援者が業務上で抱える困難さを軽減したり解消したりす

るための取組を更に整理することで、ひきこもり支援者への支援がさらに充実すること

が望まれる。その際、政策と実践の方向性が一致しない場合に失望感が蔓延し、現場は

疲弊するといった点、また、支援者の雇用や生活の不安定さが基幹的なものとしてある

といった点から、個人の行動変容を促すといったミクロの視点のみではなく、体制や環

境、仕組みを変えるといったマクロ視点も持ってアプローチしていくことが重要である

と考えられる。
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支援に資する取組に関する情報を収集した。 
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の中）や同僚同士、ピアの関係性の中で行われる、研修やケース検討会、スーパービジ
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３ ひきこもり支援において支援者が抱える業務上の困難さとそれを解消

するための方策 
 
本事業において実施した調査結果をもとに整理した、ひきこもり支援において支援

者が抱える業務上の困難さと、その困難さを軽減・解消するための方策としてひきこ

もり支援の支援者支援に資する取組の例を以下に図示する。 
本事業のアンケート調査やヒアリング調査の結果をもとに整理したところ、ひきこ

もり支援の支援者が業務上で抱える困難さの背景に、ひきこもり支援そのものが持つ

難しさや大変さ、相談員の雇用の不安定さ、ひきこもり支援業務に関する社会や組織

の不理解などがあり、その中で業務を行う結果、場合によっては背景にある要因が相

互に作用しながら、種々のストレッサーが生じたり、資源やモチベーションが得られ
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疲弊するといった点、また、支援者の雇用や生活の不安定さが基幹的なものとしてある

といった点から、個人の行動変容を促すといったミクロの視点のみではなく、体制や環

境、仕組みを変えるといったマクロ視点も持ってアプローチしていくことが重要である

と考えられる。
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第７章 資料編 
 
 
 

１ アンケート調査票 



ひきこもり地域支援センター用のアンケート項目



ひきこもり地域支援センター用のアンケート項目



















都道府県ひきこもり支援担当部門用のアンケート項目
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